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表紙

「環境」と「品質」の統合経営に向けて

“製品使用時の品質”と“事業所での生

産活動における環境への配應”を更に前

進させた“地球環境の品質”の確保に，企

業として責任のある行動が必要である。

三菱電機はグループとして，この責任を

経営そのものの中で果たしていくととも

に，技術と製品を通じた環境事業の拡充

によっても貢献していきたいと考えてい

る。

このマークは，三菱電機グループの環

境行動シンボルマークとして，地球，環

境(Earth,Environment)が自然を表し

た双葉を包み込んでいる形で，慈しむ気

持ち，大切にする気持ちを表現している

(1993年作成）。今回は， 自然の写真をコ

ラージュし， より自然との共生を意識さ

せる表現をとった。

三菱電機技報に掲載の技術論文では，

国際単位｀S|“〔SI第 2段措（換算値方式）

を基本〕を使用しています。ただし，保

安上，安全上等の理由で，従来単位を使

用している場合があります。
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環境にどう取り組むか

慶應義塾大学

教授茅陽一

気候変動間題にからんで，先進国が相対的に対策コスト

の安い発展途上国に技術査金援助をする“共同実施＂という

方式がある。本米は発展途上国で二酸化炭索が削減された

分，先進国が削減義務を免除してもらうアイデアなのだが，

それは先進国が自分の国での努力の手抜きをすることにな

るという発展途＿1—ー：国の猛反対があって，現在は先進国の自

国内での削減義務とは切り離した形でのパイロット的な検

討が行われている。それはそれでよいのだが，その実施の

状況について，ある人が，米国での視察の結果として次の

ような話をしてくれた。

I1本では，共同実施というと，多くの人が政府援助いわ

ゆるODAという感党で受け取るが，米国ではまるで違う。

皆が絶好のビジネスチャンスと考え，自分が柏極的に参入

できないかと強い関心を示し，いろいろな提案が出ている。

日本もこのように，民間の力をもっと共同実施で利用すべ

きではないだろうか。

これはなるほどと思える話で，これまでの日本企業の発

展途上国への進出の具合を考えても，民活を利用すべきと

いうのは正論に息える。ただ，そこまではよいのだが，私

が心配するのは，米国人のいうビジネスチャンスという感
もう

党は，下手をすると，儲からないと考えたらさっさと撤退

するという行動につながることである。共同実施のすべて

が経済的に十分引き合うものであるとは言い切れない。も

ちろん，発展途」：．．［国には短期間で査金回収のできる省エネ

ルギーの余地がいろいろあるし，それを引き出すのに民間

の力は重要なのだが，やはり状況によっては，経済的利益

は薄くても地球環境のためにやる価値はあると考えてくれ

ないと困る。その怠味で，常利を追求するのが企業の基本

とはいっても，企業は同時に地球市民としての姿勢をいつ

も忘れてはなるまい。

そのことで一つ息い出すのは，私のよく知っているある

軍気会社の経常者の話である。その人があるとき米国の大

学を訪れて講涼をしたのだが，なにせ躍進を続けてきた日

本の屯子産業の中心人物の話というので，大変な人気で大

勢学生が集まったそうだ。そこで彼は， 自分の会杜を例に

日本の企業がなぜ成功したかという話をした。ところが，

そのとき聴衆から質［廿］が出た。 11本が成功したのは分かる

が， しかし経営者としてはどうか。日本の会杜の多くは，

利益率は米国企業よりずっと低いではないか。

これに，彼はこう答えたという。日本の企業は株主のた

めだけにあるのではない，従業員と顧客のためにあるのだ。

私は，彼の言う顧客とは地球の人類全体なのだと解釈し

ているのだが，現在の環境時代に当たって，この企業姿勢

は余計に大事だと息う。環境を考慮した製品は， ときとし

て利益という面からは必ずしも良い結果を招かない。最近

だいぶ状況は良くなってきたが，再生紙などは典型的な例

である。株主の利益のみが日的であるのなら，このような

製品は作るべきでないのかもしれない。しかし，企業がな

すべきなのは，正にこういう製品を作り販売するという姿

勢を保つことではないか。その怠味で，今後も我が［国Iの企

業が，むしろ非米国型の経常姿勢を維持することを強く望

みたい。

1 (463) 



特集論 文ヽ＿
21世紀へ向けた環境・品質

に対する当社の取組
三橋発＊ 成田義信＊＊＊

石津晴夫＊＊ 福井睦子＋

吉田敬史＊＊＊ 平田郁之＋＋

ノヽ

要旨

顧客の，そして企業の求める“質”は確実に変化している。

21世紀を間近に控え，今まさに大きな視野・観点から“質”

の向上が求められている。それは，これまで豊かな恵みを

受けながらその大切さを意識してこなか った地球環境の

“品質’である。我々企業も顧客も，持続可能な発展を目指

す社会の一員である以上“地球環境の品質”に対して責任を

持ち，行動を起こす必要がある。この責任を果たすため，

三菱電機は， 1996年 5月に21世紀を視野に入れた“環境計

画”を策定した。

企業の環境問題に対する取組は“自主管理”の方向にあり，

これは規制や倫理に頼るだけでは不十分で，企業が経営そ

のも のとして環境に取り組むこと が自由経済市場の中での

自己責任を果たすことであり，“循環型社会システム”を実

現する近道との認識によるものである。

経営 と環境計画という車の両輪が同じ方向を目指し，か

み（噛）合っていなければ，車は正しく前に進まないのであ

る。

21世紀に向けた， 当社の環境・品質への取組を紹介する。
ヽ
~

●交通制御・機器システム

●地球モニタリング技術
（地球環境観測衛星）

扇境修復・覇燒副造関運分野

●リモートセンシング技術

躙境支接関連分野

●水の高度処理・浄化・再生利用技術
（オゾン発生・貯蔵システム）

（黒農恩l19111191 ，11 匿llII? ,Il,II,．1199llIIl1 ，1IIIIll1IlII^

●エネルギー有効活用技術
（高効率発電・送変電システム，
エネルギー管理システム）

●原子力発電システム

一覇境調和型生産エネルギー関連分野

R&D 

●廃家電処理プラント技術
（リサイクルシステム）

●解体性を配慮した設計
(DFD:Design For Disassembly) 

爛境調和型製品関連分野

）
 

●環境共生住宅設備
（高効率空調・照明システム，
ホームエレクトロニクス）

廃棄物処理・リサイクル関運分野

●自然エネルギー活用技術 ●未利用エネルギー活用技術
（太陽光発電システム） （コジェネレーションシステム，氷蓄熱空調システム）

●燃料電池 ●廃棄物焼却 廃熱利用・排ガス処理システム

産業環境ビジョンにおける環境事業 6分野と三菱電機の環境事業

当社での具体的な環境事業 ・技術の一例を，適商産業省が提唱した 「環境産業（環境負荷低減に貢献できる可能性がある産業活動分野）」の 6分
野に合わせて分類した。 ） 

2(464)＊常務取締役生産システム本部長 ＊＊環境・品質部長 ＊＊＊環境・品質部グループマネージャー 1司部
＋＋新環境事業推進プロジェクトグループ参与（エ博）



1. まえがき

当社の環境と品質分野における，これまでの取組成果と，

21世紀に向けた環境と品質の統合経営の考え方，新しい

“環境計皿”の概要について紹介する。併せて“事業を通じ

た環境問題への貢献”について述べる。

2. これまでの取組とその成果

2. 1 環境に関する取組

当杜は以前から公害間題の未然防止に努めてきたが，地

球環境間題にも積極的に取り組むために1991年12月に環境

担当役員を任命し，本社に担当部門“環境保護推辿部”を設

附し，＇ 93年 3月には社内外に向けて“三菱屯機における環

境間題への取組”を発表した。特に“オゾン層の保護”“地球

温暖化防止”“産業廃棄物の削減”“省賽源・リサイクルの推

進（家慮品について）”の 4テーマで，表 1に示すとおり項

目ごとの具体的な数値目標を掲げ，逹成に向けて活動して

きた。

'93年 5月には環境マネジメントシステムの考え方を折

り込んだ社内規則“環境管理規則”を制定し，各事業所での

展開を推進してきた。 IS014000シリーズの考え方や監査

技術に関するセミナを開催し，社内監査人教育を行い，内

部監査の充実に努めてきた。

こうした取組により，半祁体業界としては1忙界で最初

('95年11月）に MSE(Mitsubishi Semiconductor Eur-

ope:ドイツ半導体工場）が EMAS（欧州での環境マネジメ

ント制度）の認証を取得した。また，表 1の取組実績に示

すとおり“環境行動目標”を達成することができた。

これまでの取紐と成果，及び国内外での社会状況の変化

を踏まえて，＇ 96年 5月に新しい“環境計画”を策定し，広

く三菱屯機グループとして新たな活動を展開している。こ

の計画の詳細については後で詳しく述べる。

2.2 品質に関する取組

品質保証の分野では，長年にわたり“品質奉仕の三菱電

機”の理念を掲げ，技術委員会・技術部会の活動及び小集

団活動を推進し，社内品質管理の全社展開を実施してきた。

生産工程での品質改善や厳しい品質検証の手法を1S09000

シリーズと整合のとれた“品質保証システム”として定着さ

せるため，＇ 93年 5月に担当部門“品質保証推進部”を本社

に設附し，＇ 95年度までに1S09000に基づく品質保証シス

テムを構築した。

EUのCEマーキング規制（欧州での健康・安全・消骰者保

設に関する基準への適合義務），各国でのPL法を始めとし

た製品安全への対応を含め，各事業本部が責任を持つ“品

質保証システム・体制”を確立している。

3. 環境と品質の統合経営を目指して

これまでの“製品使用時の品質”と“事業所での生産活動

における環境負荷低減”を更に前進させた“地球環境の品

質”確保に対して，企業として責任を持ち，行動を起こす

必要がある。使用段階だけでなく使用後の“製品の品質”

“地球環境の品質＂を考應した経営が求められているのであ

る。この責任をしっかりと果たすため，＇ 96年 3月に“環

境”と“品質”を担当する部門として本社に環境・品質部を

設置した。今後はこれに合わせ，各事業所の品質保証体制

を“地球環境品質保証”体制に拡充・強化していきたいと考

えている。また，＇ 96年 5月に2000年を目指したチャレン

ジ目標を折り込んだ新しい“環境計画”を策定した。

これは21世紀に向けての当社の“地球環境の品質確保＝

環境負荷低減活動”の枠組みを示すものであり，三つの柱

から成り立っている。

第一の柱は“環境基本理念と環境行動指針”である。国内

外のグループ企業を含めて，当社が環境負荷低減に務める

事業者責務を自覚し，“積極的な自主的管理の取組”“事業

による環境への貢献”などの基本姿勢を明確にした。第二

の柱は，事業活動及び製品の環境負荷を低減するための仕

表1.環境行動目標 ('93年 3月策定）

環境行動目標

［オゾン／i和の保護（特定フロン等全廃）］

c特定フロンを'95年6月末までに全廃

R洗浄用トリクロロエタンを'95年末までに全廃

0四塩化炭索を'93年末までに全廃

［地球温暖化防止（省エネルギー）］

取組実紹

R特定フロン， トリクロロエタン，四塩化炭索ともに

関係会社，協力工場を合めて全廃を確認→目標逹成

R'90年度に比べて2000年度までに必上高原単位で2sI @'95年度の実紐は90年度比で3％削減

％削減

［産業廃棄物の削減］

R'91年度に比べて'95年度までに売上高原単位で30%I R'9s年度の実紹ば91年度比で44％削減→日標逹成

削減

［省衰源・リサイクルの推辿］ （家虚品について）

@'92年度に比べて'95年度までにリサイクル可能部分

比率を30％向上

@'90年度に比べて'95年度までに包装用発泡スチロー

ル使用址を30％削減

R家虚製品のリサイクル可能部分比率50％向上→目標

逹成

c包装用発泡スチロール使用械35％削減→H標逹成
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組みとなる“環境マネジメントシステムの構築”である。第

三の柱は“環境負荷低減の具体的な数値目標の設定”である。

3. 1 環境基本理念，環境行動指針

新しい環境悲本理念と環境行動指針は表 2に示すとおり

である。

3. 1. 1 環境基本理念

改訂に当たり，“環境基本理念”では，国内外グループ企

業を含めた三菱屯機グループの環境負荷低減の哨業者責務，

積極的な自主的管理の取組，事業による環境への貢献等を

改めて明確にした。

国内外の関係会社を含めた三蕊屯機グループ企業が一丸

となって，グループの総合力を生かすことで，グローバル

な環境負術低減の成果を l―9l指す。

そして“すべての事業活動及び杜員行動”として，新規事・

業で環境への配應を実現するのみならず，従米から継続す

る事業活動においても環境への負荷を見直して低減してい

く取組を進めることを明確にした。また，社員は職務遂行

の範圃で環境に配應するにとどまらず，あらゆる場面にお

いて，生活者としても地球環境への配應ができる人材たる

ことを期待している。

技術的に環境負荷を低減するための努力は，技術の革新

につながる。“これまでに培った技術”を応用して環境間題

の解決を図るとともに，“今後開発する技術”がより環境に

配應した技術革新を行うことが重要である。さらに，こう

して培った技術を“環境の保全と向上に務める”ための事業

活動，及び製品を通じて杜会に遠元していくことを基本理

念として宣言した。

3. 1. 2 環境行動指針

“環境行動指針”では，三菱屯機グループのとるべき姿勢

表 2.環境基本理念，環境行動指針

環塙枯本狸念

「持続可能な発展」の国際的理念のド，三蕊屯機グループは，す

べてのれ業活動及び社員行動を通じ，これまでにi脊った技術と今

後間発する技術によって，環燒の保令と 1{rll]こ努める。

環境行動指針

1. ’li業活動及ぴ認＇山の環塙影翡限評価を行い，環境に配｝遥した技

術・プロセスの柏極的な間発・導人を図ることによって，環壕

負術の低減に努める。

2. 環塙問題の直l！解の向上に努め，技術・・/行報を活｝llし，＇） i業を

辿じて循環J・乳社会システムの実現に衿戸j・する。

3. 令•’li業所に環境マネジメントシステムを確立し，［Ii:基準を

設定して述｝llを行うとともに，環境監森罰を通じて [ll恣'；I用活

動の継続的な改仰を図る。

4. 環塙教育裕を通じて杜員の怠識向上を図るとともに，環境保

令に関する社会貢献活動を柏極的に支持・奨1）j}Jする。

5. 環塙保全活動に関し，国内外を1廿lわず積極的なコミュニケー

ションに努める。

4(466) 

を五つの項目に梨約した。

1項では，事業活動及び製品が環境にどのような負荷を

りえているかを評価し，負荷を増大させる要因について改

善に努めることを宣言した。重要課題に対しては，具体的

な期限と数値を明確にした“環境行動目標”を設定した。

2項では，環境事業を通じて積極的に問題解決へ貢献し

ていくことを宣言した。

3項では，環境マネジメントシステムの構築を宣言した。

4項では，全杜員が問題怠識を持ち，職務を通じて環境

保全に貢献することが必す（須）であることから，環境教

育・啓発活動を充実させることを宣言した。また環境問題

は企業だけの取紐で解決できるものではなく，杜員の自

的な活動，又はNGO, NPO（非政府糾織，非常利糾織）な

どの各種団体の活動や，社会全体の動枠と協調しながら積

極的な活動を行うことを宣言した。

5項では，企業にとって多岐にわたる利害関係者に対し，

適切なコミュニケーションを行うことを宣言した。

循環型社会システムヘ向けての様々な活動，すなわち環

境計画の実現に向けた活動と成呆を率先しで情報公開する

ことにより，当杜の取糾に理解を得るとともに社会全体の

啓発への一助となることを期待している。

3.2 環境マネジメントシステムの構築

環境マネジメントシステムとは，地球環境の品質を考應

した経常を自主的に進めていくためのイ士組みである。事業

活動と製品の両面からこのシステムをしっかりと構築し，

着実に運用していく必要がある。

3.2.1 1S014001の導入

IS014001はトランスナショナル企業にふさわしい国際

的コンセンサスを得た規格であり，当社の経常インフラの

ベースの一つとなるものであるとの認識に立って，＇ 95年

12月に，表 3に示すIS014001の導入と認証取得の会社方

針を決定した。この目標に添い，＇ 97年度中には国内事業

所の 8府Ilが認証取得を完了する予定である。

3.2.2 1S09000シリーズと 1S014000シリーズの基本原理

IS014000シリーズに対する国内の対応は，制度面の整

備及び企業の対応とも IS09000シリーズと比較して格段に

く，初めから広範な業種で積極的な対応が進んでいる。

IS014000シリーズの対応が忽速に辿展している要因は

もちろん環境問題の重．要性の認識があるが，先行する

IS09000シリーズとシステムとして悲本的な原理を共有し

ておリ，産業界にその導入のベースとなる考え方が浸透し

ていたこともある。 PDCA(Plan→Do→Check→Action)

表 3.環境マネジメントシステム

環撓マネジメントシステム

R国内'li業所は，＇ 96年度から3年以内に第三者認証を取得する。

R国内外の関係会社は，＇ 96年度から5年以内に第三者認証を取得

する。
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サイクルをシステムとして構築し連用すること，その要索

として①責任と権限の明確化，②システム監査，③文曹化

など， どちらにも共通して求められている。

現時点では品質・環境・労働安全，さらに財務・会計な

どと細分化されている管理対象を211ft紀にはジェネリック

マネジメントシステムとして統合し，規格化することも

ISOの場では議論され始めている。こうした動向から兄て

も‘'環境”と“品質”の統合は21祉紀に向けての必然的な流れ

といえる。

3.,. 3 製品のライフサイクルにわたる環境品質の保師

品質の分野では，従米のTQC(Total Quality Control) 

からTQM(TotalQ叫 ityManagement)という業務や経

営全体の質を保証する概念に発展してきている。環境の分

野では，使用後の製品の再利用， リサイクルが非常に重要

な課題となってきている。

使用時の品質だけでなく， リサイクルや最終廃棄時の環

境負荷に関する品質を保証する必要が生じている。このた

め，表 4のように，製品での環境アセスメントをこれまで

の家電品r:1:1心から全製品に拡大し，設計・開発部門の環境

への取組を強化する。製品に関する環境マネジメントとは，

品質保証の概念を広く製品のライフサイクル全般へ自然に

拡張すること，そして，その仕組みを作り上げることであ

表 4．製品アセスメント

製品アセスメント

'97年度未までに製品アセスメントを全製品に拡大し，既存製品

の環境負荷低減，環境に寄りする新製品の開発など，設計． l｝｝］発

部門での環境への取糾を強化する。

る。

3. 3 環境行動目標

事業活動と製品の双方で“地球温暖化の防止"“省賽源・リ

サイクル／廃棄物削減”“化学物質管理”の三つの主要課題

に対し，表 5に示した数値目標を設定し，表 6に示す具体

的対策を辿めている。この目標は三蕊屯機グループとして

逹成を目指すものである。

3. 3. 1 地球温暖化防止

このテーマは'93年 3月に設定した2000年度目標を継続

するレレもに，祈たに製品における目標を許定 l，た。非＇常

に厳しい状況ではあるが，今までの“省<”という姿勢だけ

ではなく，これからはプロセスの革祈的技術の導入，新エ

ネルギーの間発・導入，未利J'廿エネルギーの活用など，シ

ステム息考による総合的なエネルギー効率改善を強力に推

進し， 目標を達成しなければならない（図 1)。

3. 3. 2 省資源。リサイクル／廃棄物削減

従米は“省査源／リサイクル”と“産業廃棄物の削減”を個

別テーマとして推辿してきたが， リサイクルを推進すれば

自ずと廃棄物は削減される。したがって，今回一つに統合

した。

また，査源の有効活用を促進する上で廃棄物の絶対梵の

把握が重要であることから，絶対批の削減を数値目標とし

て設定した。

3. 3. 3 化学物質管理

技術の高度化とともにますます多様な化学物質が利用さ

れるようになり，それらに対して材料の選定から使用後の

最終廃棄に至るまで，地球環境汚染の未然防止の観点から

表 5.環境行動目標 ('96年 5月策定）

＼ ボ業活動 製 品

co』JI：出抑制に向けて事業活動におけるエネルギー消牝を低 製品の消骰屯力を低減するとともに，省エネルギー•新エネ

減する。 ルギー機器を開発する。

地球温暖化防止 ［｝し1本h勺目標］ ［具体的目標］

⑯ 2000年度のエネルギー il,iY~2it を '90年度に比べて抑制し， R製品ごとのエネルギー消骰：，し低減I□1標を設定し，取糾を行

売」二，．高原単位で25％削滅する。＊ つ。

省森源とリサイクルに配應し，廃棄物（産業廃棄物及びボ業 製品及び包装材の省査源・リサイクルに努める。

系一般廃棄物）の発生を抑制する。 ［具体的目標］

省究源・
［具体的目標］ ◎全製品のアセスメントを実施し，製品ごとに分解時間の短

リサイクル／
c廃棄物の処理委託械を'95年度に比べて2000年度木までに 縮，部品点数削減邪の改善目標を設定して取組を行う。

廃棄物削減
絶対賊で30％削減する。 @'95年度に比べて2000年度木までに再生材の利用址を30%

向上する。

R'95年度に比べて2000年度未までに包装材の使用愉を20%
削滅する。

製造」：程で使川する化学物質の適正管理を行い，放出・排出 製品に使用する化学物質の把握と使用絨の削減に努める。

械を削減する。 ［具1本的目標］
［具体的目標］ 0製品に使用する化学物質の1，しを把捏し，削減目標を設定す

c製造」こ程で使用する化学物質の1itを把握し，削減目標を設 る。

化学物質管理 定する。 R冷熱機器の冷媒に使用するHCFCを2010年までに全廃， Iiil
@ 2000年度末までに開放系での打機塩索系溶剤使用を全廃す 発泡用に使用するHCFCを2004年までに全廃する。

る。

c揮発I生打機溶剤についても 1-｝t]放系での使用を削減し，匝l
収・リサイクルを促進する。

注＊ （社）「9本屯機工業会では，＇ 96年11月に発表した「屯機業界の地球環境保全のための自主行動計画」の中で， “2010年の目標として，＇ 90年

度比で生産高CO』原単位を25％以士．改善することに努める。＂とする行動目標を設定している。
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表 6. 環境行動目標への具体的対策

＼ 事業活動 "t} 態 I
 

ロ
H

ー

［具体的対策］

c省エネルギー対策

小型ポイラ多缶化設骰，空調の高効率空調機器の導入，運転方式

の改善：，インバータ機器の活用，コンプレッサの台数制御，高効

率型照明器具の導入

0新エネルギー源の禅入

地
太励光発氾システム，燃料屯池

球 ◎未利J廿エネルギーの活用

温 コジェネレーションシステム，廃棄物発虚，地域熱供給，蒋排熱

胃 の有効利用，氷蓄熱システムの導入

誓
Rプロセスの改善

生産技術（エ程改旅設備改良），品質管理（不良率低減，歩留り

向上），試験方法（試験基準見直し・試験時間短縮），棚卸賽産管

理

R総合対策

共通課題の推辿体制（委員会，プロジェクトなど）の確立，エネル

ギー管理データの分析・評価，省エネルギー診I折の実施， TPM

活動／VA活動／小巣団活動などの活用

［具体的対策］

R再賽源化（リサイクル・リュース）の推進

省 分別団収の徹底（古紙lffl収の徹底，廃油の油水分離
芥

源
入 再生業者の開拓）

• 0発生仰制対策の推進（源流管理）

リ 廃棄吻発生源の把握、発生抑制策の検討・対策の実施

] ＠購入贅材の包装材の削減

ク 通い箱，リターナプル包装，過剰包装の削減

>

［具体的対策］

◎使用時間及び待機時間の低消牝屯力化対策

国際エネルギースタープログラム，省エネルギー法特定機器指定

基準に対応

R先進要索技術の駆使

熱交換技術，高効率送風機，高効率モータ及び高気密・高餅熱化

技術

0新エネルギー技術の実用化推辿と柏極的な導入

太賜光発虚，廃棄物発虚，燃料屯池

（特に新エネルギー・産業技術総合間発機構(NEDO)，闊祈エネ

ルギー財団 (NEF)等のフィールドテスト 9Ji業へ積極的参加）

［具体的対策〕

◎製品アセスメント

制度化，規定整備，事例の水平展1}卜］，技術の高度化

RDFE手法の検討・見直し

Life Cycle Assessment (LCA)の設計技術への展間

R再生材利用事例の水平展開

取扱説明性の再生紙利用，再生発泡スチロール利用拡大

0包装材削減

包装設計の兄直し（包装設計の最適化、包装基準の兄直し）、 リタ

ーナブル化の推辿

cプロセスの改善

生産伎術（副壺材の投入絨削減，めっき・塗装・機械JJIL［の改善），

品質管理（不良率低減，歩留り向上），試験方法（試験基準見直

し・式験時間短縮），棚卸査産管理

R所内1,1m処理の推辿

焼却子の祈設及び更新，汚泥の脱水率の向上，油水分離の徹底，

排水処理方式改善

［具1本的対策〕

R化学吻質使用拭と物質収支の把捏

入り：J管理の実施（購入絨の把捏），物質収支（マテリアルバランス）の把捏（製品含有械，水系・上攘・大気への排出・放出llt)，環境側
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図 1. 地球温暖化防止の取組実績と今後の計画

適切な管理を行うことが極めて重要である。人の健康に影

郭を及ぽすおそれのある物質については法規制の形で管理

されてきたが，物質の種類やその用途の多様化に伴い，一

律の規制では管理が困難になりつつある。このような背最

から，昨年改正された大気汚染防止法では，初めて指定物

質に対する“事業者による自主管理”という考え方が尊入さ

れた。指定物質に対しては，行政・各工業会・会員企業が

協同して，図 2に示す管理スキームを作成した。それぞれ

がIS014000シリーズの基本、思想でもある PDCAサイクル

を運用し，継続的改善を目指す。

製造業は指定物質はもちろん生産や製品に使用するあら

ゆる査材の化学的組成を把握し，｝いや環境にとってリスク

がある物質に対しては使用削減，代替化，適正使用を進め

る必要がある。索材から製品まで，当社が調逹している資

材は極めて多種多様であり，中には複雑な流通・加工経路

を経ているものがあり，その化学的紐成をすべて把握する

のは困難な場合もある。しかし着実な調査を行い，化学物

6(468) 三蕊屯機技報・ Vol.71・ No.5 • 1997 
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出典：「1ぢ業行による1i害大気汚染物質の自主狩理促進のための指針」に基づく虚機・屯子業界の
ガイドライン(2)

図2.有害大気汚染物質排出抑制のための自主管理スキーム

質データベースを構築して生産工程でのマテリアルバラン

スを把握する情報システムを確立したい。

3.4 計画推進体制，情報インフラの活用

当社は総合遣機メーカとして宇宙から家庭まで極めて多

様な製品を提供しており，各事業分野の特性に応じた事業

責任を遂行するため事業本部ごとの自立経常を推進してい

る。環境計両も各事業本部の自己責任経営の一部と位置付

け， 9．ji業・製品に対応した主体的な計圃を立案し，環境マ

ネジメントシステム構築を始め事業・製品における特色あ

る取糾を進める体制を採っている。そして最新の情報技術

を積極的に活用し，効率的かつ効呆的な活動を実施する。

1S014001については，当社標準環境マニュアルのひな

（雛）型を'95年度下期に作成し，社内イントラネットを通

じて各事業所から閲院できるようにした。また対話型ソフ

トウェアによる“環境マネジメントシステム構築支援ツー

ル”を導入してシステム構築や舜ft持管理の効率化を図って

いる。

また，製品の設計・ 1m発段階での環境配應設計(Design

for Environment : DFE)については， DFEと三次元CAD

を統合した“環境CAEツール”の開発や，査材購入から使

用後のリサイクル，最終廃棄に至る製品（物質）のライフサ

イクルマネジメントを支援するため， CALS(Commerce 

at Light Speed)に準拠した情報システム整備を進めてい

る。

4. 循環型社会システムの構築に向けて

4. 1 環境事業の役割

“環境への配應”を規制への対応や社会貢献的な活動とし

てとらえていては不十分であり，企業か経営そのものとし

て環境に取り紐んでいくことと自由経済市場の中で環境事

業に積極的に進出していくことで，循環型杜会システムの

実現に寄与することが重要である。

従来は公害防止装附製造業などの限定された事業分野を

環境産業としてとらえてきていたが，通商産業省（産業構

造審議会地球環境部会）から'94年 7月に発行された「産業

環境ビジョン」では，環境産業の意義を“産業活動を通じた

環境対策の新たな展開”に求めることとし，環境産業の範

囲としては“環境負荷低減に貢献できる可能性がある産業

活動分野”と定義し，カラーページの図に示す六つの分野

を広く環境事業ととらえている。環境負荷低減に対する前

向きな取組が，循環型社会システムヘ向けての新たなピジ

ネスチャンスを生み出すことになる。

4.2 環境事業への当社の取組

当社は“ものづくり”を基本に，技術・製品・サービスを

広く提供する事業を遥じて社会に貢献したいと頻っている。

エネルギーや査源の有効活用につながる新たな発想とシス

テム息考をもって今までの限界の壁を越えようとする努力

が新たな市場開拓につながるのである。

当社が'94年 7月に公表した2010年に視点を置いた

21憔紀へ向けた環境・品質に対する当社の取紐・三橋・石津•吉田・成田・福井•平田 7 (469) 



"VISION21”では， 211せ紀の社会要求にこたえる六つの事

業分野（ドメイン）を挙げ，新事業開拓を辿めることとして

いる。環境はそのドメインの重要な領域の一つであり，廃

家屯製品の適正処理技術の確立（リサイクルプラントシス

テムの開発），廃棄物焼却廃熱利用・排ガス処理システム

などの新しい技術やシステムの開発を進めている。

既存の環境事業でも新エネルギー源の活用，より安全な

原子力発屯システム技術や熱核融合技術開発，水の再利用

や高度処理のためのオゾン発生装附や貯蔵技術，地球環境

のモニタリング技術， 1中宅用太I湯光絆雷システムなどの環

境共生住宅設備，また，最新のガソリン直接噴射エンジン

やディーゼルエンジンの低公害化を支える電子制御技術，

屯気自動車やハイブリッド自動車，など輻広い分野で取組

を進めている。

新しい“環境計画”を実行する過程で，様々な技術や経験

の蒋栢が期待される。他業種とも粕極的にパートナシップ

を築き上げ，環境事業の拡充を通じて環境間題への貢献を

果たしたい。

4. 3 環境マネジメントと環境事業との関係

“地球環境適合型経営”が，これからのトランスナショナ

ル企業に求められる使命である。これを環境事業に当ては

めれば，事業所における環境を配應した生産から生じる経

験・知識の蒋積が環境事業を支える基盤になるということ

である。環境マネジメントと環境事業（ビジネス）のシナジ

ー効果を肥料とし，より大きな環境事業の花を咲かせられ

るかどうかが， 21憔紀型企業の成否を捏っていると言って

8 (470) 

も過言ではない。

5。むすび

限りある資源をループさせる仕組み“循環型社会システ

ム”の実現は，人類に課せられた生存への必須条件，イン

フラ整備である。この社会の什組みの変化に伴い，物質・

金・情報などあらゆる流れが大きな変革を余儀なくされる

であろう。この変化を無限のビジネスチャンスとしてとら

えることが21憔紀の企業に求められる姿勢であると考える。

製滸業にンっては脊源牛陪性の向卜がかぎ（雛）レなろ。

H本経済は労働生産性向上でこれまで大きな発展を遂げて

きた。 21iせ紀に向け，査源生産性の向上で再び匪界をリー

ドしたい。そして，当社はその先頭を切ってまい（邁）進し

たいと考えている。

参考文献
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/ 宮古島における太陽光発電・

ディーゼル発電ハイブリッドシステム
浅岡正久＊

坂田末男＊

寺内博一不

川畑重幸＊

要旨

現在，離島等の遠隔地の多くはディーゼル発電機（以下

“DG” という。）を電力源としているが，コスト高，燃料輸

送の不安定件等の問題を抱えており，礫境保令の面からも

クリーンなエネルギー源である太陽光発電の導入が期待さ

ーヽノ

れている。

このような状況の下，三菱電機（株）は，通商産業省ニュー

サンシャイン計画の一環として，新エネルギー ・産業技術

総合開発機構(NEDO)からの委託により，沖縄電力（株）と

共同で，沖縄県宮古島に実証設備を建設して，独立電源用

の太陽光発電・ディ ーゼル発電ハイブリッドシステムの実

用化技術開発を進めている。

このシステムは太陽光発電を主電源とし，

電を補助電源としたもので，無尽蔵で無公害なエネルギー

源である太陽光発電の特長に加えて，次の特長を持ってい

る。

●太陽光発電電力の利用率が高い。

●太陽電池・蓄電池容量を低減でき，経済的である。

●日射量の変動に対する電力供給信頼度が高い。

●ディーゼル発電の負荷率向上制御機能によって燃料

節約ができる。

離島や山間へき（僻）地等ではディーゼル発電の代替とし

て，東南アジア等の無電化地域では村落電源用として，

のシステムの導人が期待される。

こ

ディ ーゼル発

高圧開閉器

／ 

ノヽ ▲
’
▼
 上

蓄電池

3,000kWh 

， 
＇ ， 
＇ 
＇ 
＇ ＇ ＇ ＇ , ＇^'  ;''  

,＇’ 
300kW: 

--―‘’’’―--------------’’’ ’ ’’’’ lシステム I,J百5
叫~ ：太陽光発電 ..：デイーゼル発電

シス テ ム構成図

、ノ

宮古島実証設備の例

沖網凛宮古島に建設した実証設備は，平均負荷BDkW（計画）に対して太陽光発電（太陽霞池750kW,蓄電池3,000kWh)を主電源，ティーゼル
発電300kWを補助雷源として電力供給する八イブリッドシステムである。太陽光発電の規模は国内最大のものである。
平成 6年ID月から，沖縄電力昧の配電系統から分離・独立した約ビ50軒の一般需要家に電力を供給して，運転研究を行っている。

＊伊丹製作所 9 (471) 
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1。まえがき

現在，離島等の遠隔地の多くは中小規模のDGを屯力源

としているが，発電所相互の屯力の融通ができないので設

備利用率が低く，規模が小さいほど運転骰が割高になるこ

とから，発屯コストが高い上，燃料輸送の不安定性等の間

題を抱えている。

これを解消する方法として，また環境保全の而からも，

太協光発屯の導入が期待されている。

このような状況の下， J．,l社は，通産省ニューサンシャイ

ン計皿の一環として， NEDOからの委託により，沖縄虚

カ（株）と共同で，独立虚源用の太陽光発屯・ディーゼル発虚

ハイブリッドシステムの実証研究を進めている。

この研究では沖縄県宮古島に平成 2~ 5年度にかけて実

証設備を建設し，試験調整の後に平成 6年10月から近隣の

一般需要家に屯力供給を開始した。平成 8年度末までの予

定で，システム実用化技術開発のための運転研究を進めて

いる。

本稿では，宮古島に建設した太I湯光発電実証設備の概要

を紹介する。

2. システムの概要

2. 1 システム構成と特長

太賜光発屯システムは大きく分けて，屯力系統に接統さ

れている辿系形システムと，接続されていない独立形シス

テムに分類される（図 1)。

連系形システムでは，負荷屈に対する太I湯光発屯屈の過

不足は，屯力系統を蒋屯池代わりに使用して吸収できる。

これに対して独立形システムでは，夜や雨の Rに備えて

太陽屯池と蒋屯池を設岡することが必要であり，その容枇

が大きくなる。しかし，後述する独立電源用ハイブリッド

システムでは，太陽光発霊屈の不足時には補助のディーゼ

ル発電電力を活用するため，太楊光発屯電力の利用率が高

く，表 1のシステム比較例に示すように，システムの容鼠

をかなり低減できる。特に蒋慮池容批は1/4-1/5にでき

太陽電池ElB— 

(a) 連系形システム

太陽電池Elll— 

インパータ

蓄電池T

(b) 独立形システム

図 1.太陽光発電システム

10(472) 

る。

この設備の概略仕様を表 2に示す。太I湯光発屯を主屯源，

ディーゼル発慮を補助屯源とし，交流側で並列接続したハ

イブリッド型のシステムで，既存の配屯系統から分離；。独

立した約250庫干の一般霊要家（平均屯力約90kW)に氾力を

供給する。太陽光発屯の規模は国内最大のものである。

日照時には太協光発逍で虚力を供給しながら余剰虚力を

蓄屯池に充屯し，必要に応じて蒋屯池から氾力供給する。

雨天等の H照鼠の少ない Elが続いて，蒋虚池の保有屯気星

が不足し，太陽光発屯から屯力の供給ができなくなると，

DGを自動起動して屯力を供給する。このとき， DGの負荷

率を向上し燃料消骰率(Q/kWh) を減少させるため，イ

ンバータを充遣モードで運転することによって， DG→イ

ンバータ→蒋電池の経路で，蒋霞池への充慮を行うことを

特長とするシステムである。

DGの燃料消骰特性例を表 3に，年平均エネルギーフロ

ーの比較を図 2に示す。図の上がDGの起動時にDGから蓄

屯池へ充屯を行う場合で，下が充心を行わない場合である。

燃料消骰率は，負荷が軽くなるに従って急、打似加する。

このシステム（充電ありの場合）では， DGから苦屯池ヘ

充屯を行うことによってインバータや蒋屯池等の機器損失

が増加し， DG発慮:mは約19％増加する。しかし，平均負

表 1. システム比較例（平均負荷90kW用）

システム容抵＊ 1 年間システ

システム 太励虚池 将屯池 DG ム利用率＊2

(kW) (kWh) (kW) (%) 

ノヽ イブリッド 750 3,058 300 10.5 

太I湯光発屯単独 1,200 13,000 7.7 

注＊ 1年間傾斜ffliI]射斌1,598kWh/m2（平成4年8月～5年

7月）でのシミュレーション結果に枯づいて選定した

*2・年間システム利用率LSY (％）は次式で表す

Ls,= v!伍 XlOO/(P,。X8,760) 

ここで， IVsy ：年間システム発屯這）JJit(kWh) 

P。 ：標準太I湯屯池アレー容械 (kW)

表 2. システム全体概略仕様

太I湯屯池容焔

敷地

1 F I lil 1E iじ＇，じ）J1化

91FIiil ft雀iiじ）J:li¥:
交流出力

直流虚 IE
パワーコンディショナ

高調波屯IEひずみ率

制御

将虚池容械

補助DG容ht

PV:太陽光発・1じ

750kW 

敷地面柏 約16,000m2 

アレー用地lfli柏約10,300m2

PV: 671,200kWh (76.6kW) 

DG: 136,400kWh (15.6kW) 

807, 600k Wh (92. 2k W) 

三相 6.6kV 60Hz 

定格430V （運転範岡350-600V)

3X250kVA i1cl励PWM制御

定格変換効率： 94%

実効変換効率： 92%（負術率40％時）

総合 5％以下

定屯圧定周波数制御

3,058kWh (4Xl,950Ah 10h) 

300kW 

三菱屯機技報・ Vol.71• No.5 • 1997 



荷率を30%（対象負荷の平均屯力90kW)から定格100％ま

で向上することができるので，燃料消骰鼠は逆に約20％低

減できる。したがって，このシステムは燃料セービングに

有効である。

太陽光発電所の無人運転を実現するため，遠方監視制御

システムを設置し，技術員が駐在する宮古第2発電所から

太陽光発電所の遠隔監視（発屯出力等の運転状況及ぴ故障

発生した場合の内容。）及び遠隔制御（起動，停止等）を行う

ものとした。

2. 2 実証サイトと需要家負荷

このシステムは沖縄県宮古島（北緯 24° 43'，東経 125°

27'）に設置し，対象負荷の平均霞力賊を，需要家負荷の実

紹値に基づいて2,212kWh/1:1（制御屯力屈42kWh/Rを

合む。）とした。

表 3. DGの燃料消費特性例（定格容量300kW)

三□(%) I [124:>[ 1(0134:25>1(0153:49[ |(0173:06: I (011口0)
注＊括弧内は負荷率100％の値に対する比である

傾斜面日射足： 4.14kWh/m2・日

837 
' 2,381 2,292 

' 

750kW 

単位： kWh/El

3,OOOkWh 
燃料消費

300kW 10212／日

(a) 充電あり

783 
. 

2,387 2,092 
c r 

750kW 

負荷電力の計画と平成 7年度の実紹値を表 4に，年平均

した日間の負荷パターン実紹を図 3に示す。負荷のピーク

は20時前後で，夜型の負荷である。

2. 3 システム容量

前節の対象負荷に対して太賜虚池・蒋屯池容鼠をパラメ

ータとした運転シミュレーション及び経済性評価を行い，

システム容鼠を決定した。

シミュレーションで得られたシステム容｝化と余剰・補完

這力率の相関を図 4に示す。同図の余剰屯力率凡（％），

補完虚力率見（％）はそれぞれ次式で表す。

Rc = WE X 100 x刀BX刀l/ wL.．．．.．．．.．．．．．．.．．．．．．．．（l) 

凡＝ ［佐 X 100 / wl. ...............• ・ • ・ • ・ ・ • ・ ・・・・・・・・....(2) 

ここで， 爪：太賜屯池余剰屯力絨

加 ：蒋‘9じ池効率

刀I ：パワーコンディショナ効率

附：負荷屯力紙

尻： DG'，l丘力｝it

太I湯這池容閑を多くするとDGの補完慮力率は減少する。

しかし，蓄虚池容紐が少なく，太楊電池の発屯屯力を十分

に蒋えきれないので，太楊電池の利用率が低下する。すな

わち，余剰虜力率が増加するため，補完屯力率は太I湯虚池

容屈の増加に比例して減少せず，コスト高となる。逆に太

陽霞池容薗を減少すれば，補完霞力率が増加し， DGの運

転骰が増加する。また，蒋屯池容鼠を減少すれば，余剰電

カ率，補完屯力率ともに増加する。査本骰と運転骰のコス

ト比によって最適なシステム容鼠が存在する。
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図 2.年平均エネルギーフロー（シミュレーション）

表4. 負荷平均電力の計画と実績

単位： kW

項 目 計 両 平成7年度実紐

一般訴要家
80.9 

(2 5 0 Ilif) 92.6 
配屯損失＊ 1 8.1 

所内虚力＊2 3.2 3.4 

ヘJこI 計 92.2 96. O*' 

注＊1 配氾変圧器等の損失

*2 データ収録装罰to.5kW,制御1.75 

kWを含む

*3 5分平均値の最大は192.lkWであっ

た

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 

時刻（時）

図3. 日間負荷バターン（年平均の毎時刻負荷電力）

70 

50 

゜
4
 

（苓）

料

只 30
翌

甲

/[36

レ

量

h

h

h

w
w
w
 

容

K

K

K

ュミ

池

0

8

0

シ

電

9
応

9

の

蓄

2

3

6

月

：

・

・

:

9

□

ム

E〗率

年7
 

～

カ

月

電
1

0

剰

年

余
6
 

成平

ト

゜
6
 

20 

5
 ゜

0

0

 

ー

0. 7 0. 9 

太陽電池容星 (MW)

1. 1 1. 3 

図4. 太陽電池容量と余剰・補完電力率
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インバータは系統連系兼用とし，総容紐は 3X250kVA 

として，独立運転時には 3台のうちの 1台は予備機とした。

最大負荷を平均負術の約 3倍として， DGの容漿は300kW

とした。

3. 要 素 機 器

3. 1 太陽電池アレー

太I湯屯池アレーの設附状況を図 5に示す。太I湯虚池モジ

ュールは，シリコン単結品型と多結品型を合計約12,000枚

設置した。

標準試験条件(1kW/m2, 25℃,AM (Air Mass) 1. 5) 

において，モジュール平均の最大出力は62.0W, 最大'，1,1

力動作屯圧は20.3V, 効率は12％である。このモジュール

24枚を直列に， 5031りl路を並列に接続してアレーを構成し

た。アレー平均の最大／E1カ動作屯圧は標準試験条件で488

V, 動作条件(lkW/m尺 気 温25℃，風速 1rn/s)で423

Vである。

アレー架台は，夏期の電力需要増に対応させること，傾

斜角の低い方が風荷重に対して有利なこと，また傾斜角の

低い方が同一架台間隔に対し影による損失が少ないこと等

を勘案し，傾斜角を15゚（緯度角25゚ ）とした。モジュールは

縦方向配罰で 3段配四とした。アレー架台間隔は，アレー

用地面積と架台の影による発屯損失との相凋及び保守点検

時の通路を考應して1.5mとした。

台風襲米の多い沖縄地方，特に当設置サイトは障害物の

ほとんどない海岸近くであることから，太協慮池アレーは

地理的条件，地表面の状況等を考慮した建築物荷重指針

（日本建築学会）の罪定式を採用して設計速度圧を333kg/

面（瞬間最大風速73rn/s相当）とした。また，建築基準法

施行令によって風力係数を1.0とし，コスト低減のため，

風が直接当たらない中央列架台は風力係数を0.5として風

荷重を設定した。

アレー架台の耐塩処理については，過去の沖縄地方での

経験に碁づき，溶融亜鉛メッキ処理の上に耐塩塗装を行う

仕様とした。

図5.太陽電池アレーの設置状況

12 (474) 

3. 2 蓄電池

蒋屯池は，サイクル使用に適し長寿命である太陽光発屯

用クラッド型鉛蓄電池 1,950Ah (10h)を196個直列 (392V)

にし，さらに，これを4並列接続で設附した。したがって，

設備容鼠は10時間率で3,058kWhである。

蓄虚池の保有虚気鼠は，蒋慮池に流入又は流出する虚流

の時間栢(Ah}it)で管理し，保有慮気鼠20~100％の間（放

軍深度 80％の場合，充放屯サイクル寿命 1,700サイクル）

で運用するものとした。

太賜光発虚システム，なかでも独立形システムでは，蒋

屯池は不規則な充放軍の繰返しで使用され，屯槽内で屯解

液の濃淡が発生しやすく，寿命が短くなる。これを改善し，

延命化を図るため，エアポンプを用いた氾解液かくはん装

骰を設置して定期的に30分間運転している。

3. 3 パワーコンディショナ

インバータはIGBT(Insulated Gate Bipolar Transis-

tor)パワーモジュールによるPWM（パルス輻変調）方式を

採用し，交流出力電圧は変圧料と組み合わせて既存の配電

線に直接接続できるように 3が6.6kVとした。

一般需要家を対象とした負荷では平均的に軽負荷で運転

される時間が長いので，負荷率向上によるシステム効率向

上のため複数構成とし，負荷慮力に応じて運転台数を制御

する。また， 1系列運転時における太陽電池出力の利用率

を向上させるため，全系列を同一直流母線に接続した。

250kVAインバータの外観を図 6に示す。

電気室内の冷却は，塩害対策のため， ヒートパイプ式熱

交換器を使用し，外気と遮断した風冷方式を採用した。熱

交換料用の送風機は，室温に応じて1且l転数を制御して冷却

動力の低減を図っている。同図の左側がインバータ，右側

が熱交換器である。

4. システム運転制御

4. 1 独立運転制御

独立運転時のインバータの概略制御ブロック図を図 7に

図6.250kVAインバータの外観
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示す。這｝王制御をメインループに，虚流制

御をマイナループに持つ正弦波霊圧発生泣

流制御方式を採用した。フィルタコンデン

サの電圧が正弦波となるように瞬時制御す

る。

この方式の特長は，①非線形負荷（整流

負荷，変圧賂の励磁突流等）に対して屯圧

波形のひずみが少ない。②変圧器の励時突

流，負荷の起動霞流等の瞬時屯流に対して

制御性が良いなどである。

インバータは，独立運転Il寺には，内部発

振器を基準にCVCF（定軍圧・定周波）制御

を行うが， DGとの並列運転時は， DGの泣

VCref 

へ、／

に対して位相と屯圧を制御し，有効・無効屯力をそれぞ

れ制御する。

4.2 蓄電池充電制御

DGは低コスト化のため，同期並入，負荷分担制御装附

を設備しないで， DGを並列運転する場合の同期・負荷分

担制御はすべてインバータ側で行う。図 8に蓄電池充虚制

御の概要を示す。

インバータから負荷に＇心力供給中に蒋虚池の Ahfitが規

定値(20%）以下となった場合には， DGを自動起動し， DG

から負荷に屯力を供給するとともに，定格，［!',力との差をイ

ンバータを通して蓄屯池に充虚する。また， Ah絨が規定

値 (30%）以上に1iil復すれば，充屯及びDGを1序止して，再

びインバータから屯力を供給する。

充屯運転時のインバータの制御手順は以下のとおりであ

る。

(1) DG並入時

①DGを起動（＇心圧確立）し，インバータを DGの'，1丘｝］：・位

相に追従制御して，同期完了の後にDG出力52Gを閉路す

る。②インバータの負担していた屯力をDGへ移行させる。

③インバータを充屯モードで運転し， DGから蒋屯池への

充屯を行う。

(2) DG解列時

DGの負荷をインバータ側に戻して負担．した後に， DG出

力52Gを開路する。その後に，インバータをCVCF運転に

移行するとともにDGを1窄止する。

5. 試 験 結 果

5. 1 パワーコンディショナ効率

インバータ， l．li力変圧点怜，及ぴフィルタの各損失を含め

たパワーコンディショナの効率机ll定結果を図 9に示す。模

擬負荷（力率1.0)で測定したものである。定格負荷時に約

93％が得られた。また，かなり軽負荷の領域まで高効率を

維持し，負術率40%（ほほ平均実負荷軍）J90kWでの負術

率に相当。）では，約94%という定格時よりも高い効率が得

十

-7 

-------------__, ______ ----------------------— 円回良i

ヘ ＼ ／ icrcf la,・e,=l,cec+（ぶ

図7. インパータの制御ブロック図

ノンハータ（システム年111詞装置を含む） ティーゼル発霊機 (DG)
r-------------------―→ r------------------7 

： 蓄電池Ah星く20％ □□□□□□ 
: DG起動指令 , DG起動開始 l 

， 心圧・周波数制御 l 

□ 三負0p□＼□充:

三
二二負芍PL

L------------------_J 

スレマスフ□□□□三／ロロ□①／／゚
図8.蓄電池充電制御の概要

られた。

5. 2 実運転状況

実負荷での Il間の運転状況を図10に示す。

前11は天候があまり良くなく，十分な太賜屯池出力鼠が

得られなかったため，午前4時ごろに蓄屯池のAhhtが下限

の20％に逹し， 4.2節に述べたようにDGが起動され，将軍

池の充軍が行われている。
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5.3 

システムの運転状況

その後， 日中に太賜屯池出力が十分得られたため，蓄屯

池Ah最は95％前後まで回復している。

発電実績

2年間（平成 6年10月～ 8年 9月）の発虚実紹を図11に示

す。

冬期は 11射鼠が少なく，負荷屯力屈に対して太［湯光発電

屯力鼠が不足するので， DGによる補完霞力賊が多くなる。

逆に，夏期は El射屈が多く，太楊光発氾屯力姑が過剰とな

口：太陽光発電望 (MWh／日）
：ディーゼル発電星 (MWh／日）

．／゚＼ 傾斜面日射蜀 •ヘ
5./．/（kWh/m2．日） ＼． 

4 『\＼／•I←•/mm --＼．、／―゚＼／
3
 

゜94/IO 11 12 9511 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 96/1 2 3 4 5 6 7 8 9月

図11。発電実績

り，余剰屯力批が多く発生する。

2年間の余剰虚力率と補完電力率 (2.3節式(1)，式（2）を参

照）はそれぞれ約 7％と 19％で，負荷屯力量の約81％を太

協光発屯で供給することができた。

6. む す び

このシステムは太賜光発電とディーゼル発屯の特長を生

かし，①太I湯光発電屯力の利用率が高い，②太陽電池容紐

と蓄屯池容絨を低減した経済的なシステム設計ができる，

③屯力供給信頼度が高い，等の特長を持つ独立電源用シス

テムである。

離島や山間僻地等では，発電コストが高く，燃料補給の

不安定性があるディーゼル発屯の代替として，また，東南

アジア等の無屯化地域では村落電源用として，環境保全の

面からも，将米，このシステムの尊入が期待される。これ

らの実現のためには，更に高効率．低コスト化が課題であ

る。

最後に， このシステムの研究開発に当たりご指導，

カいただいた新エネルギー・産業技術総合開発機構(NED

0)，及び沖縄屯力（株）を始め関係各位に深く感謝の意を表

する次第である。

(1) 

ご協
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住宅用太陽光発電システム
岸添義彦＊ 篠田幸雄＊

田中清俊＊ 西尾直樹＊

沼倉良＊

ーヽノ

要旨

太陽光発電の普及を目指した国の助成制度が1994年度か

ら始まったのをきっかけに，住宅用太陽光発電システムの

市場が急速に拡大している。また，システム機器の価格も

年々下がっており，太陽光発電が本格的に普及する時期は

近いと思われる。

三菱電機では十数年前から太陽光発電システムの開発と

製造に取り組んでいたが，一般住宅用の市場へは'96年度

から参入した。住宅用システムでは，種々のエ法で造られ

た多様な家の屋根に太陽電池（モジュール）を設置しなけれ

ばならず，施工の面で多くの制約がある。また，専門知識

を持たないユーザが使用することを前提とするため，安全

性に優れ，メンテナンスの手間の掛からないシステムが要

求される。

当社のシステムは，前述のような住宅用としての基本機

能を満たすとともに，高性能の太陽電池と高効率のトラン

スレス型インバータ内蔵のパワーコンディショナを組み合

わせ，業界トップクラスのシステム効率を実現した。

本稿では，住宅用システムの基本構成，システム全般の

制御を担うパワーコンディショナの内容と機能，代表的な

屋根構造に対応する施工方式等について述べる。さらに，

近日発売予定のパワーコンディショナの次期モデル（トレ

ンチ構造IGBTUnsulated Gate Bipolar Transistor)搭

載）についても概要を紹介する。

太陽電池モジュール

ヽ ヽヽヽヽ

電カメータ
（売電，買電）

ノヽ 分電盤

接続箱

パワーコンディショナ

住宅用太陽光発電システム

9̂1旧詈罰塁温9口三匹

インバー
乙al'.J口 に

晴天日 1日の発電と消費の推移

闊翻
／ミ翌- 売電できる電気

、
j

住宅用太陽光発電システムの構成

住宅用太陽光発電システムは，商用電源と系統連系するものが一般的である。このような系統湮系システムでは，発電量が不足するときは系
統からの電力で哺うとともに，太陽のEl射量が十分で余剰電力が発生した場合は逆潮流して売電することができる。直流から交流への変換や系
統連系のための制御は，パワーコンディショナによって自動的に行われる。

＊中津川製作所 15(477) 



1。まえがき

近年，地球環境に対する Ilil題怠識が高まる中で，クリー

ンなエネルギーとして太l湯光発這システムに多くの人が関

心を寄せている。国の施策においても新エネルギーヘの積

極的支援策が打ち／廿されており，住宅）ll)<l湯光発屯システ

ムについては，将及と霊要創ihに向けた助成制度が1994年

度から開始された。この制度は伽l)＼住宅に設附する太I湯光

発屯システムの機悩及ぴ施工骰用の一部を国が補助するも

ので，高価なため将及が進まなかった太賜光発軍の市場が，

にわかに注目されるようになってきた。

太励光発虚システムに対する当社の取糾は，十数年以士．

前から始めておリ，新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)のフィールドテスト事業を中心に業務用用途で

は多くの実績を上げている。一方，住宅用システムについ

ては，前述のような市場の動きの中で'96年度から柑業に

参入し，この一年11りで 200システム近くの出荷・設附を行

った。

住宅用システムは，構成機器の標準化を図って抵産によ

るコストダウンをねらう必要があること， 1システム当た

りの発屯容絨が 3-5kWと小さいこと，専1"］知識を持た

ないユーザを対象とするため原則としてメンテナンスフリ

ーであること等，業務用とは違った機器開発を行う必要が

ある。

本稿では，住宅用太陽屯池モジュールの概要，システム

制御の I:I1心となるパワーコンディショナの構成と機能，及

ぴ住宅の屋根への設附工法等について述べる。

2． 住宅用太陽光発電システムの構成

住宅用太賜光発霞システムの構成を，カラーページ

のシステム構成図に基づいて述べる。

太陽電池モジュール PVボiROOl（後）
パワーコンディショナ PV干 PN03A（前右）
接続箱 PV-CN03A（前左）

図 1. 住宅用システム(3.10kW)の構成機器

16(478) 

太賜'9じ池モジュールは，光エネルギーを屯力に変換する

もので，住宅川の場合は通＇常屋根の上に架台を介して設附

される。

接続箱は，必要な屯圧・屯流が得られるように組み合わ

せた太I湯這池モジュールのI:liカケーブルを接続するための

ものである。また，屯気的サージを吸収するための索子や，

施工・点検に必要な開閉梱等も内蔵している。

パワーコンディショナは，太I湯慮池モジュールで発遣し

た直流屯力を商用屯源と同じ周波数の交流に変換する機能

や系統連系するための保設・制御機能，及びシステム全体

の管理機能等を受け持っている。

分氾盤は，通常の住宅に設附するものと同様のもので，

専川の遮断機を介してパワーコンディショナの/I',力をここ

につなぎ込む。

氾カメータは，売買する氾力を計屈するものである。

通常は，上記構成要索のうち，分虚盤と這カメータを除

いた機悩をセットにして住宅用システムとしてih荷してい

る。図 1に当社3.lOkWシステムの構成機悩，表 1に主な

仕様を示す。

3. 構成機器と施工の概要

3. 1 太陽電池モジュール

太賜屯池セルをアレー状に配列して接続したものをガラ

スや樹脂で封止し，長訓財風雨にさら（曝）されても信頼性

が確保できるようにしたものを太l湯軍池モジュール（以下

“モジュール”という。）という。

太l場心池セルにはいろいろなタイプのものがあり，その

表 1.住宅用システムの仕様

---3.lOkWシステム 5.16kWシステム

型名 PV-MROOl 

モジュール 外形寸法 (mm) （横） 1,200X（縦） 802X (/り［さ） 46

質ht(kg) 12.5 

使）llモジュール数 24 40 

太陽虚池総面積 (m2) 24.0 40.0 

公称太陽屯池出）J(kW) 3.10 5.16 

咽名 PV-PN03A PV-PN05A 

定格入力屯Il: DC210V 

宜升各{li)J礼社玉 AC202V, 50/60Hz 

定格/l'i)J 3.0kW 5.0kW 

ノ‘゚
屯）J変換効率 94%（定格出）JII寺）

ワ 出）J枯本波,'L',)J 0.95以上
I 
コ インバータ方式 ，，じ[E
ン スイッチング）j式 正弦波PWM力式
デ
イ 絶緑力式 トランスレス方式
シ

単相2線式ヨ ，，じ気）j式
ナ （単相3線式配屯線に連系）

辿系保渡機能 OV, UV, OF, UF 

単． 1虫 •i巫崩公杉計1',t幾ti巨 受動方式，能動方式

外形寸法 (mm) 470Xl70X250 710Xl70X250 

質ht(kg) 16 24 
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表 2. 太陽電池セルの種類と特長

単結晶シリコン太励屯池 〇単結晶シリコン）甚板を使）llしたタイプ
紐 一般Illとしては最も高い効率が得られる。" ,} }, 

シ 系 多結品シリコン）く［易屯池 〇多結品シリコン基板を使用したタイフ
)-< 

1) 比較的高い効率が得られ，｛，t］；伶性も良し％
コ
ン 非

アモルファスシリコン 〇ガラスやステンレス害の）店材l*］こ薄膜状の
系

I i }， 太I湯屯池 シリコンを成長させて造る
質 姑外を性に優れ，低価格化か期特できる。
系 Af 平A

高効率化と初期劣化特性の改節が諜題。

化
l札紺囁ィヒ合物太I湯屯池 o,：9:j効率化がII［能

結 (GaAs, InP笠） )¥. lツ．．衛星罰の特殊）ll途に1史われる。
⑰ i ¥ : l 

多結品化介物太陽屯池 〇材料によってJll途や使い）jが多様
系

系
(CdS/CdTe罪） 低価格化が期待できる。

種類と4寺長を表 2に示す。

Iヽi社の住宅用システムでは，一般用途用と

しては最も発氾効率が高いとされる，単結r晶

シリコンタイプのセルを搭載したモジュール

を採用している。しかし，太［湯屯池セルの研

究開発は多方而で進められており，今後は，

聾産1生ど性能のバランスを考應した上で，他

のタイプのセルとモジュールについても積極

的に舜入していく計圃である。

図 2に当社の現行住宅用モジュールの平面

図と断ifli構造を示す。

3. 2 パワーコンディショナ

3. 2. 1 構成

パワーコンディショナの[iii路は，以下のように構成して

いる（図 3)。

(1) :t.l叩●l路

太l湯電池の発電屯）Jを交流に変換するもので，スイッチ

索子にIGBTを使用し，外圧コンバータとフルブリッジ屯

圧型インバータで構成している。また，系統と太肋虚池を

絶緑しないトランスレス方式を採用した。これにより，絶

緑トランスが不要となり，小型，高変換効率を得ている。

(2) ，11心力紺ll1ill機能

系統にih力する這力を制御するもので， 1チップマイコ

ンで機能を実現している。太陽屯池の発屯虚力は， ［l射屎

やモジュールの温度によって大きく変化する。したがって，

太l湯屯池から取り /J'1される電力が常に最大になるよう，太

陽霞池の動作点を設定する必要がある（最大屯力、点追従制

御）。このため，太賜屯池の虚流及び虚圧を常Il俎監視し，

太陽屯池からの屯力が最大となるように制御している。

(3) PWM制御liil路

主阿路索子の動作を制御するもので， DSP(DigitalSig-

nal Processor)とデイジタルICで構成するディジタル制

御方式を採Jllした。 DSPは系統の屯圧波形からひずみの

少ない正弦波を生成する。インバータのパルス輻を逐次変

化させ，インバータからilけJされる虚流が前叫正弦波と一

致するように制御する。

住．宅）廿太陽光発屯システム・岸添•田中・沼介・篠ll•1 •四尼

析面

A-A 

外形す，去伍m)

1,200 

図 2. 太陽電池モジュール

U, W 分電盤

注 WhM:屯カメータ（売電，閂電）

図 3. パワーコンディショナの構成

(4) 保設機能

拠常状態を検出して安全を確保するためのもので，保設

機能には系統辿系保護機能及び1Hl路拠常保設機能がある。

jiij者には，系統の＇［じ） l:．：，周波数など，系統の異常を監視す

る機能と系統の停虚を検出する機能（単独述転検出）がある。

後行には， 1III路各部の過‘［じl.に過虚流，過熱などを検/1'1す

る 1•IIl路保設機能がある。いずれの場合も，拠常な状態が所

定時間辿続した場令には，インバータを倅止させる。

(5) 制御屯源1HI路

制御Illl路に虚源を供給するもので，制御屯源は基本的に

太I湯屯池側から供給されるが，雨天時や夜1}｝］など太l湯電池

の発虚虚力がほとんどない場合には，マイコンを動作させ

るためのわずかな氾力が系統から供給される。

3. 2. 2 特性

(1) ＇，じ）J変換効率

トランスレス）j式の採Jl]とゲート駆動lli1路の最適化節に

より，定格出力時に94％を逹成している。また，太陽屯池

のIIi)］は，公称値の50-80％が最も発屯頻度の高い領域で

ある。したがって，パワーコンディショナの出力が 2kW

程度の実使用に近い状態では， 94.5％の高い変換効率が得

られる（図 4)。

(2) 雑音レベル

トランスレスカ式を採Jl]しておリ，系統と太『易屯池は絶

緑されていない。このため雑脊レベルの増加が心配される

17 (479) 
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が，ノイズフィルタ及び部品配置の最適化を行うこと

により， VCCI-2種規格を満足することができた（図

5)。

(3) 運転力率

パワーコンディショナの出力電流はひずみの少ない正弦

波となっており，運転力率が 1になるように制御している

（図 6)。

(4) 単独運転防止

系統連系ガイドラインでは，単独運転防止機能（系統が

停電した場合に，パワーコンディショナを系統から切り放

す機能。）を具備することが義務付けられている。当社の

パワーコンディショナには，系統電圧の位相跳躍を検出す

る電圧位相跳躍方式と，出力電流の周波数を微妙に変化さ

せる周波数シフト方式を採用した。

3. 3 モジュールの設置

平均家庭の年間消費電力相当を発電できる3.lOkWシス

テムのモジュール設置面積は約24m2必要である。一般的

な住宅においては， 日当たりの良い場所として，屋根面へ

モジュールを設置することになる。屋根面の傾斜角度は

22゚程度 (4寸勾配）が多く，最適傾斜角度よりもやや小さ

いが，年間総発電電力聾としては数％の減少でさほど問題

にならない。

しかし住宅の屋根の形状・構造や屋根ぶき材は多種多様

であり，それらに柔軟に対応でき，かつ屋根面に確実にモ

ジュールを固定できる施工方法を提供することが，住宅用

の太閣光発電システムにおける技術ポイントの一つとなる。

図7.金属板瓦棒ぶき屋根への施工概略図

3. 3. 1 施工部材仕様

モジュールを屋根面に設置するための施工部材には，以

下のような配應をしている。

(1) 強度

台風などの強風による風荷重や梢雪荷重などを支えるだ

けの強度を要するため，アルミの型材を架台のフレームと

して使っている。

(2) 耐食性

長期間の屋外設罹に耐えられるよう，施工部材には耐食

性の高い材質や表面処理を採用している。アルミ材には賜

極酸化皮膜の上に塗装をし，複合皮膜としている。このほ

かにステンレス材を用いているが，アルミとステンレスと

いう異種金属の接触部分で地食を生じないように表面処理

などの配應をしている。

(3) 施工性

スレートぶきや和がわら（瓦）ぶき屋根の場合，屋根ぶき

材やたる（垂）木の位置に合わせて金具を取り付け，それに

縦桟を固定した上，横桟となるCチャネル材を組み付けて

いる。これにより，屋根構造や屋根ぶき材に合わせてモジ

ュールを柔軟に位置決めして設置することが可能になって

いる。また，アルミをフレーム材として用いることによっ

て軽量化し，施工作業を容易にしている。
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(4) 意匠性

各モジュールの間はモジ

ュール間カバーで裂ってい

るため，全体が一面と見え

るようになり，屋根面へ納

まりよく据え付けることが

できる。さらに，建物設計

時点からモジュール設罹部

分の屋根面をくぽませるよ

う配胞しておくし-レによ

り， 設置後に周辺部と面

が合うようにして， より意

匠性を上げることもできる。

3. 3. 2 施工方法

標準施工用として，心木

付き金属板瓦棒ぶき屋根，

薄板平板スレートぶき屋根，

JIS53A, B和瓦ぶき屋根

に，施工する部材を提供し

ている。基本となる金属板

瓦棒ぶき屋根への施工の概

略図を図 7に示す。この場

合， Cチャネル材を心木付きの瓦棒とその下にある垂木に

対して直接木ねじで固定し，それにモジュールを取り付け

図8.金属板冗棒ぶき屋根への施工例

図9. スレートぶき屋根への施工例

図10．和瓦ぶき屋根への施工例
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図11.一日の発電電力の推移

ている。スレートぶきや和瓦ぶき屋根の場合は，それぞれ

専用の取付金具によって瓦棒に相当する縦桟を固定した上

で，金属板瓦棒ぶきと同様の施工を行う。

実際に金属板瓦棒ぶき屋根，スレートぶき屋根，和瓦ぶ

き屋根に施工した家屋の例を図 8～図10に示す。

4. 発電量とエネルギーペイバック

4. 1 発電量

図11に，太閣光発電システムによる発電電力が一Hのう

ちの時刻によってどう推移するかを実測した例を示す。こ

れは， 3.lOkWシステムでの晴天 Hの例('96年 5月15El, 

岐阜県）である。この図によると，朝 6時ごろから発電を

開始し， H射羅が増加するにつれて発電電力も増加し，正

午付近には発電屯力がピークに達する。その後H射賊の低

下とともに発電電力も低下し，夕方には発電しなくなって

いる。なお，この一 Hの発電電力鼠としてはおよそ16

kWhであった。

図12に，太賜光発電システムによる一年間の発電電力鼠

がどれぐらいになるかをシミュレーションした結果を示す。

シミュレーションの条件としては，東京地区において3.10

kWシステムを設置した場合であり，モジュールの方位は

真南，勾配角度は21.8゚ とする。この結果によると，毎月

200-300kWhの発電電力餓が見込め，一年間のトータル

住宅用太闊光発電システム・岸添•田中・沼倉・篠田・西尾
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図12.年間の発電電力量（月ごと）

では約3,200kWhと予想できる。平均的な家庭での消費電

力は月300kWh前後（年間3,600kWh前後）と言われている

ので，大部分の電気が太賜光発電システムで賄えることに

なる。

4.2 エネルギーペイバック

3.lOkWシステムが 1年間に生み出すエネルギーを火力

発電で賄うとすれば，約730リットルの石油が必要である

と言われている。また，システム製造に必要なエネルギー

を前述の発電鼠と比較し算出したエネルギーペイバック時

間は 3~4年間となっており，太陽光発電は環境にやさし

いクリーンエネルギーと言える。

5. 今後の技術開発

5. 1 パワーコンディショナの小型・高効率化

パワーコンディショナは，低コスト化とともに，太楊電

19 (481) 
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図13.パワーコンディショナ次期モデル
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図14.

池の発屯屯力を無駄にしないi%効率化や，家庭内への設附

が容易となる小型化が求められている。このため，近11発

売予定の次期モデル（図13)では以下の技術間発を行い，従

米比50％の低コスト化と同70％の小型化，及び定格II!f95%

の高効率を実現する。

(1) 新開発の太陽光発屯J廿IPMの採用

主IEI路のスイッチ索子に祈11}］発のトレンチ構造IGBT

（図14)を用いた IPM(Intelligent Power Module)（図15)

を採用し，高効率と小型・低コスト化を行う。

制御IIil路の高密度実装

IPMを11lいることによって保設[lil路を削減して[iii路の

簡索化を図るとともに，デイジタルlHl路の収Il]IC化やア

ナログ1111路の高密度実装を行う。

{l}荷検査の自動化

パワーコンディショナは認証登録された仕様を維持する

ために厳しいlli荷試験が必要であるが，これをパワーコン

ディショナに設けたシリアル入i-^h)Jを用いて検査の自動化

(2) 

(3) 

トレンチ構造 IGBTの構造

を行う。

薄膜シリコン太陽電池の開発

21|ll：紀の本格的許及期に向けて，祈しいタイプの薄膜多

結品シリコン太賜虚池VEST(Via -hole Etching for Sepa-

ration of Thin -films)セルの研究I}fl発に取り糾んでいる

5.2 

（図16)。

VESTセルは，シリコンなどの材料骰を約 1/10に低減

できるため，／原理的に低コストでかつ高効率の太陽屯池で

ある。現在， 10cm角サイズで14％以上の変換効率を逹成

している。

この研究は，

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

．
 

r
ヽゾヽ

き

電極（＋） 電極(-)

図16.VESTセルの樽造

NEDOからの委託によって実施した。

6. む す び

環燒に対する怠識が高まる中，住宅｝ll太I湯光発屯システ

ムヘのI玉Iや消骰者の期特は大きい。堺杜はII乍1．ド度， 1主宅川

としてトップクラスの1生能を持つシステムを開発し，市場

に参入した。今年度は，システムのかなめとなるパワーコ

ンディショナについて，更に小型・高効率化を図った製品

を間発している。

今後，太賜虚池セルやモジュールについても，市場の要

求にこたえるため，建物とのシステム化等を含めた技柿i|}fJ

発を行い，太陽光発軍の沢及拡大に向けて柏極的に取り糾

む所存である。
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省エネルギー照明“メルセーブシステム”
上村一穂＊

伴和生＊＊

要旨

地球温暖化防止のため， 二酸化炭素の排出量抑制をね ら

った地球規模での省エネルギーヘの取組から，我が国にお

いても通商産業省のエネルギーの使用の合理化に関する法

律（省エネルギー法）の改正など，照明の省エネルギーにも

目が向けられている。

日本の照明電力の約80％を占める蛍光灯の省エネルギー

促進のため，従来器具比約50％の大幅省エネルギーを実現

する照明システム“メルセーブシステム”を開発した。

メルセーブシステムは， Hf（高周波点灯専用蛍光ラン

プ）連続調光照明器具“メルセーブ— CD” と照度センサ及び

コントローラからなる自動調光制御装置“メルセーブベー

/--．、-

シック— S”で構成される。照度センサで作業面の明るさを

検出し，照明器具の出力を連続的に調整して，一定照度を

維持する。

メルセーブ— CD は，連続調光として世界初の HVIC

(High Voltage IC:高耐圧 IC)を採用したインバータを

搭載し，特に周囲温度 5℃の低温でも光出力 5~100％ま

で安定した点灯を確保でき，連続調光器具の使用環境を従

来照明器具と同等に広げている。

窓からの太陽光が得られる場合や，ランプの光出力が大

きい設置初期には明る過ぎる分だけ自動的に調光し，必要

な明るさを得ながら省エネルギーを図る。

已否る可

ェ
笞 n9: ＇ 

三―"軍雫"’"
'・ |';．玉心云 ―’ 

-1・← --‘"'応！

,. 9 

上：メルセーブ—CD
右：高耐圧IC(HVIC) 

メルセーフシステム

I 
じ`、年．＇

」̀~ 
: 

ー上

メルセーブベーシック-S コントローラ

/ 
/、1ぺど;‘9
ゞ入や，．．
＆ジ／

メルセーブベーシック-S 照度センサ

（注） “メルセーブベーシック-S"設置場所

コントローラ：分電盤内 照度センサ：天井埋込み

日f連続調光器具“メルセーブ-CD’'と照度センサ及びコントローラからなる自動調光装置“メルセーブベーシックーS”で構成されるシステムに
よる一定照度維持により，大幅な省エネルギーを図る。

＊三菱電機（悧住環境システムエンジニアリングセンター ＊＊三菱電機照明（株） 21 (483) 
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1。まえがき

省エネルギーが継続的課題であることは言うまでもない

が，特に近年は，生態系のバランスを崩す地球温暖化防止

のために，二酸化炭索の排出量を抑制するねらいで地球規

模での省エネルギーに力が注がれている。

日本においても省エネルギー法(1993/3改正）として指

針や義務が示されており，照明については以下の点が指示

されている。

(1) 機械器具にかかわる措岡

施設用蛍光灯器具の総合効率を70lm/W (1993年）から

75 lm/W (2000年）に引き上げることをメーカに義務づけ

ている。

(2) 建築物にかかわる措置

照明エネルギー消骰係数(CEC/L)を計算した「省エネ

ルギー計画書」の提出を施主に義務づけている。

日本の全電力消費鼠の約15％が照明に使われており，こ

れは1,000億kWh／年になる。この中で約80％が蛍光灯で

あり，省エネルギー法の中で特に蛍光灯器具の効率に言及

しているのもこのためである。したがって， 日本では照明

用電力の削減法として蛍光灯の省エネルギー化が大きなテ

ーマである。

2. 照明電力の構成要素と

省エネルギー手法

照明の明るさの中で最も一般恥な目安として使われてい

る水平面平均照度の計算は，下式の光束法で求められる。

E= (FxNx UXM)/ A ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (1) 

ここで， E:平均照度， F:ランプ光束

N:ランプ本数， u:照明率

M ：保守率， A:被照面面積

この式には電力の要索は含まれていないが，発光効率F

/Wを用いて書き換えていくと，省エネルギー照明の考

え方を整理する上で適当な式(2)及び式(3)となる。

FXN=(F/W) X WXN  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (2) 

ここで， w:ランプ入力電力

w XN= (E XA) /(UxMx (F /W)) ……（3) 

さらに使用時間を加えると電力餓の表現にできる。

W xNx T= (E xAx T)/(UxMx (F /W)) 

........................... (4) 

すなわち，照明電力最＝（照度x面積 X時間）／（照明

率x保守率 X発光効率）

この関係式から照明の省エネルギーつまり照明電力最を

減らすためには，上式右辺に示された電力量の各構成要索

のうち，分子を小さく，分母を大きくすることが必要と言

える。

このことをCEC/L計算の手引書叫こ示されている省エ

ネルギー手法と対応させてみると図 1のようになる。

このように効率の高いランプと器具を用い，必要な所へ

必要な時に適切な光を配る“適光・適所・適時”の制御を行

うことによって，総合的に省エネルギーが図れる。

3. メルセーブシステム

こうした背景を踏まえて蛍光灯器具の省エネルギーを促

進するため，高効率なHf蛍光灯照明器具（総合効率91.8 

lm/W)に自動調光制御を加えて，従来器具比約50％の大

輻な省エネルギーを実現する“メルセーブシステム’'を開発

したので紹介する。

3. 1 システム構成

メルセーブシステムは， Hf連続調光照明器具“メルセー

ブ— CD" と照度センサ及びコントローラからなる自動調光

制御装置“メルセーブベーシック— S”が互いに信号線で結

ばれ，システムとして構成される。照度センサとコントロ

ーラを1: 1に組み合わせ，器具は最大50台まで接続可能で

ある。

メルセーブー CDの連続調光インバータに採用したHVIC

の外観を図 2に，仕様を表 1に示す。段調光タイプ(2)はさ

きに製品化しているが，蛍光灯連続調光用のHVICは世界

初のもので，高調波低滅制御厠路，連続調光制御回路，高

耐圧ドライバなどをワンチップに集積化したICである（図

3)。特に周囲温度 5℃の低温でも光出力 5~100％まで安

定した点灯を確保し，連続調光器具の使用環境を従来照明

(1) 高効率光源の採用 発光効率↑ <←  

照明設備に (2) 省電力型安定器の採用 発光効率↑ ..._ 

かかわる手法 (3) 高効率照明器具の採用 照明率↑ ... _ 

(4) 照明方式の工夫 面積↓照度↓

(5) タイムスケジュール制御 時間↓照度↓ <-

(6) 在室検知制御 時間↓ <奇

制御設備に
(7) 昼光利用制御 照度↓かかわる手法 ...-
(8) ルームキー等による客室電源制御 時間↓

(9) 適正照度調整 照度↓ →尋鴫-
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図1.照明の省エネルギー手法とメルセーブシステム 図 2. HVICの外観
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器具と同等に広げている。

3. 2 動作

入力要索としての照度センサ，処理系としてのコントロ

ーラ，出力要索としてのHf連続調光器具が制御ループを

構成している。図 4に示すように，

(a) 照度センサによる対象面の明るさ検出

(b) コントローラでの設定照度との比較と調光信号発生

(c) Hf連続調光器具の明るさ変化

を常時繰り返し，常に一定照度を維持するように動作する。

また，人の通行や雲の通過等の瞬時の変化に過敏に反応し

すぎることのないように，照度センサの視野内（高さ 2m

で，約cp4 mの範匪内）での感度の平均化と，コントロー

ラでの比較判断アルゴリズムでの許容レベル幅の設定，及

び過去のサンプリング値を考應した判断式の採用等のエ夫

を加えている。

この基本動作に加えて，入力要索としてタイマや人感セ

ンサを接続すれば，定刻又は不在時に通常時とは異なる明

るさに設定することが可能である。

メルセーブシステムは，無段階に明るさを変化できる連

続調光制御であるが，これをON/OFFだけの点滅制御，

明るさを 2段階に切り換える段調光制御と比較すると次の

ように言える。

図 5に示したように太賜光による明るさが連続的に変化

したとき，必要な照度以上を確保するように制御しようと

すると，点滅や段調光では明るすぎる割合が大きく残り，

省エネルギー効果が小さい。さらに連続調光では急な明る

さの変化がなく，快適な視環境が保たれる。

3.3 ゾーニング計画

システムの設置と配線の考え方を図 6に示す。省エネル

ギーの大きな要索である太陽光によって得られる明るさは，

窓からの距離によって異なる。このため，照度センサ及び

コントローラと接続する複数の照明器具は，同じ条件の器

表 1. HVICの仕様

項 目 仕 様

耐 圧 600V 

最大出力電流 0.5A 

制御電源電圧 15V 

出力制御範囲 5~100% 

パッケージ 64ピンQFP

「―---------------------------------------------→
:「―ゴ 1 年 m：叩⇔:五唸 1 | 1 

I 

メインスイッチング回路 ' 

高耐圧ドライバ

l _______ ~竺遷竺＿ィー、ここ日
点灯制御回路
連続調光制御回路

図3. HVICのプロック図

メルセーブシステム

制御装置（メルセープベーシックーS) 照明器具（メルセープ-CD)

タイマ，人感センサ

訊．．と：亙位打匝面‘
ヽ

ヽ
ヽヽ

ヽ

そ
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図 4.制御動作
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具同士を接続する怠味で，窓に平行にグループ分けする。

また太陽光による明るさの分布は，窓際で大きく変化して

窓から離れるほど均ーになるため，窓際で細かく，奥はど

大きくグループ化する。これは，実際には調光信号線を接

続することになる（図 6)。そして，グループ化された器具

が配附されたゾーンの中央付近に，代表観讃lj点として照度

センサを配置する。

3.4 省エネルギー効果

タイマを加えたシステム構成での省エネルギー効果につ

いて，従米から広く使用されているFLR40W哨光ランプ

1
_
1
ーー；＂ー
d
り

""hli

ィ,‘ 

／
 ／
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点滅の照度変化
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ll ＼ Ii段調光の
I 
’l照度変化
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Ii 

照度

／ 

(2) 

をj1lいた悩具と比較して概罪する。

(1) Hf採用による省エネルギー効果

高効率なHf批光ランプを採用することで， FLR40W幽

光ランプとの発光効率の差により，同等の明るさにするた

めに24％の省エネルギーが図れる。

太陽光利用による省エネルギー効果

オフィスの窓際など，太I湯光によって明るくなる分は，

照明料具を調光しても必要な明るさを確保できる。どの程

度調光（省エネルギー）できるかは窓の方位や窓の大きさ等

の部犀の条件や天候の違いによっても罪なるが，！！｛｛l‘l)l'学会

技術指針JIEG-002叫こ記載の仕光照明の計邸方法により，

一般的オフィスの条件（例えば， 1．iil「_125.6m, 奥行き 12.8

111, 窓高さ1.7m, 窓）j位は南，窓の沿れを兄込んだ係数

0. 8, 1日の、点灯時寸illは昼/illsh十夜 2h=lOh)を想定した

予測を行うと，年1.illの平均省エネルギー率25％が得られる

(3) 

（図 7)。

初期照度調整による省エネルギー効果

ランプは，設備の設附初期やランプ交換直後など，新し

いときは光ili力が高く，時l:!｝］経過とともに劣化する。照明

設備を計訓するときは，ランプの劣化（幽光ランプの場合

30%)をあらかじめ兄込んで，ランプ交換直前でも必要な

照度

人工光

設計照度

省エネルギー分

月吉ャ

昼光の照度変化 連続調光の照度変化

昼

時間

夜

図5. 調光段階と合成照度 図7. 太陽光利用

Aゾーン

Bゾ ン

cゾ ン

D Hf連続調光器具

0 ：照度センサ

亡］：コントローラ

調光信号線

センサ信号線

図 6. ゾーニング

24(486) 三淡屯機技報 •Vol.71 ・ No.5 • 1997 
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明るさを確保するように設置する。このため，

しいときは必要以 1この明るさになってしまう。したがって，

設骰刈初やランプ交換直後からランプの光lli力の経時変化

に応じて必要な明るさまで調光することによって省エネル

ギーが図れ，初期からランプ交換直前までの平均で12.5%

の省エネルギーが図れる（図 8)。

(4) タイマ制御による省エネルギー効果

任休みなど作業が行われない Il寺 Iltilili;• は，作業II寺 ll}］中より

ランプが新

初期照度

照度

設計照度

100% 

電力

｀`彎｀`彎 ～~ヽ

-̀~ ̀～` ・̀~ ̀～` ｀~ヽ‘‘ ‘‘ .̀、-、～
-̀-
｀` ～ 

‘̀ 
‘̀ ヽ

ゞ

------．制御なし

・制御あリ

も賠く調光することによって省エネルギーが図れる。例え

ば，ー 1110時間中1時間の牡休みに作業II寺間中の半分の出

力に調光することにより， 5 ％の省エネルギーが図れる

（図 9)。

以上の効果により，メルセーブシステムは約50％の総合

省エネルギー効果を兄込める（図10)。

システム全体軍力絨＝76%X 75% X87.5% X95% 

与50%

すなわち，システム省エネルギー率＝100%-50％与50%

、-．のほかにも，照明虚｝］は最終的には熱レなるため，照

照度

省工 ネJ レギ 分

作業照度

初期 メンテナンス時

時間

12: 00-13: 00 

時刻（時）

図 B。初期照度調整 図 9. タイマ制御

(Hf照明器具〉

「メルセーブ-CD」

く自動調光制御〉

C メルセープベーシックcs」

↓ 
適正（一定）照度調整

過剰な朗るさをカット

Hf採用

従来より高効率化

x
 

昼光利用

太陽で明るい分を減光

X 

初期照度調整

設備当初の明るい分を減光

x
 

タイマ制御

昼休みは減光

使用電力量76% 使用電力量75% 使用電力鑓87.5% 使用電力量95%

図10. 省エネルギー効果

南
側
窓
面

北
側
窓
面

照度センサ信号線

．調光信号線

II ：コントローラ
0 ：照度センサ＝ ：中央ゾーン照明器具

ー：窓際ゾーン照明器具

図11.三菱電機照明（株での設置例

省エネルギー照明“メルセーブシステム”•上村・伴 25 (487) 
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図12. 1日の運転記録

明の省エネルギー化はそのまま空調の省エネルギー化に役

立つ。また電力供給事情の面からみても，最も電力が多く

使用される夏の日中は昼光を多く利用できる時間帯である

ため，電力消費のピークを下げる効果が期待できる。

4. メルセープシステム実施例

前述のメルセーブシステムを三菱電機照明（株）において導

入した例を図11に示す。北側と南側の 2面に窓があるため

ゾーニング計画は 4グループとし，照度センサとコントロ

ーラを 4セット設置した。また，タイマを接続して昼休み

に調光している。

設備導入後に実測した照明器具の消費電力変化の一例を

図12に示す。晴天の日でもあり，窓際ゾーンは日中太楊光

によって十分な照度が得られるため，調光によって絞り切

った状態で中央ゾーンでも太賜光の影響を受けながら調光

変化している様子が分かる。このような測定を二月末から

四月末までの約 2か月間行った結果，従来のFLR40Wの

照明設備と比較して，平均省エネルギー率52％となった。

年間平均してこの省エネルギー率が得られるとすると，年

間27万円の電気代節約が期待できる（年間点灯時間3,000時

間，電力料金単価25円／kWhとして）。

5. む す び

このシステムは， 1996年 6月から発売しており，咄省エ

ネルギーセンター主催の平成 8年度省エネバンガード21で

資源エネルギー庁長官賞を受賞することができた。

今後も下記の観点で更なる快適省エネルギーシステム開

発を進めていく所存である。

〇独立制御からバランス制御ヘ

R一定制御から可変レベル制御ヘ

Rゾーン制御から個別制御ヘ

◎照明制御から空間環境制御ヘ

参考文献

(1) 闘住宅・建築省エネルギー機構：建築物の省エネルギ

一碁準と計算の手引き， 225 (1995) 

(2) 小川 勇，前田忠司，荒井武司，永井敏，江日健太

郎：施設照明器具用新インバータ，三菱電機技報，

70, No.8, 839-843 (1996) 

(3) （初照明学会：照明合理化の指針， 25-27 (1981) 

26 (488) 三菱電機技報 •Vol.71 ・ No.5 ・ 1997 
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ヽ 事務所，工場の

省エネルギー空調・照明システム設備導入事例
小松正樹＊

小早川浩之＊

岩瀬進＊＊

要旨

“氷蓄熱空調システム”と“メルセーブシステム”を併用し

て計画的に導入することにより，大幅なランニングコスト

の削減と，大幅な電カピークダウンによる受電容量と契約

電力の低減が実現できる。

標準的な事務所ビルの場合，氷蓄熱空調システムを導入

することによって安価な夜間電力の利用と氷蓄熱の高効率

運転が可能となり，日中の空調消費電力を約40％削減でき

ビル全体の運転費を約16%，全受電容量も16％低るので，

ーヽノ

減できる。

またメルセ ーブシステムを導入することにより， Hf照

明器具，昼光利用，初期照度調整，タイマ制御の活用で照

明消費電力量を約50％削減できるので，ビル全体の運転費

を18%，全受電容量も9％低減できる。

照明消費電力最を約50％削減すれば照明の発熱による冷

房負荷も減るので，その分冷房用消費電力量と空調分契約

電力を低減できる。つまり，両システムを個別に導入する

場合に比べて，ビル全体の運転費を5%，全受電容量も7%

低減できる。

両システムを併用して導入した場合のビル全体の年間運

転費は，空調分16%，照明分18%，統合効果による空調分

5％の合計39％の削減が可能であり，全受電容量について

も，空調分16%，照明分 9%，統合効果による空調分7%

の合計32％の低減が可能である。

両システムの導入により，空調・照明設備のランニング

コストの大幅な削減，受電設備と契約電力の大幅な低減が

夏期の消費電カピークダウンとCO2排図れることになり，

出量の低減にもつながる。

■隊蓄酪システムlx「メJ以7ーブシステムい茂を引

フン＝ノワ ...J人ドの削減

◎大幅な受電容量・
契約電力の低減

ーヽノ

8 i 2 18時刻
＿＿＿＿＿―-従来照明

メルセーブシステム

ークダウン

• ――氷蓄熱システムによる低減□-＼メルセーブシステムに

、一、 よる低減

,-2 ,・s時刻～～｀統合効果による低減

従来空調＋従来照明
（照明発熱量低下）

「氷蓄熱」＋「メルセーブ」

↑ 
●照明電力費50％ 削減

●照明発熱量50％低減

その他

エネルギー 空調エネルギー

（約40%)

照明エネルギー

（約35%) 事務所ビルの
1次エネルギー消費量

ーヽノ

氷蓄熱空調システムとメルセーフシステムの統合効果

両システムの個々の長所と併用による効果も含め，大唱なランニングコストの削減と大幅な消費電カピークダウンが図れる。

＊住環境システムエンジニアリングセンター ＊＊冷熱システム計画部 27 (489) 
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1. まえがき

近年，杜会の進歩に伴うエネルギー，特にその使い勝手

の良い電カエネルギー消骰は増大が続いている。一方，地

球的規模での環境間題に対する関心の高まりとともに，省

エネルギー化の動きも活発化してきており，特に地球温暖

化に大きな影粋を持つと言われる二酸化炭索(CO2)排/111械

抑制のために柏極的な省エネルギーヘの取糾が要求されて

いる。

本稿では事務所，／［場におけるエネルギー消骰ウ下ート

が大きい空調・照明設備の省エネルギーポ例を紹介する。

2. 市場 背 景

OA化や高精密加工技術の発達に伴い，事務所や作業空

廿りの快遥I生が追求され，事務所や工場の空調・照明設備の

屯力負荷が増加し， Ifli}]の氾力術要ピーク値を押し上げ，

屯）J昼夜間格差が拡大する要因となっている。霞力負荷の

平準化や省エネルギー化は，社会経済の発展の基盤となる

屯カエネルギー安定供給及び地球環境維持のために必す

（須）の課題となっている。

昼夜の発屯批調整は主として石油やLNGを燃料とする

火力発屯設備（所）が受け持っており，この結果，昼I.！il軍力

ではC仇発生梵が多くなり，夜1"！}］の危力では原子力，水力

発屯の構成が高くなり，この結果CO2発生屈が少なくなる。

氷菩熱空調システムと省エネルギー照明を組み合わせて

使用することにより，昼間の電力使用鼠を削減し，夜側の

屯力使用鼠を増し，結呆として霞力負荷平準化， C仇発生

削減が図れることになる。

3. システムの概要

3. 1 氷蓄熱空調システム

氷蒋熱空調システムとは，夏期の冷房時には夜

間蒋熱槽内に氷を造り，昼間にその氷を溶かして

冷房に利用し，冬期の暖房時には夜間蒋熱槽内に

温水を造り，その温水が持つ熱屎を昼I川の暖房連

転に使用する空調システムである。図 1に氷蒋熱

マルチエアコン“ICE-Y”の外観を示す。特長と

しては，夜間軍）J利用による屯気料金の削減，受

屯設備容搭軽減による受屯コストの軽減，将熱利

用による安定した空調の実現， IPF(Ice Packing 

Factor :氷充てん（堀）率）約70％の将熱槽による

省スペースなどがある。

3. 2 省エネルギー照明システム

“メルセーブシステム”

(1) 概要

このシステムは，照明器具を自動調光すること

によって作業而の明るさを適正照度に維持し，快

28(490) 

適な視環境を保持しながら従米照明設備に比べて50-70%

の大l|liiな省エネルギーを実現する。

(2) 構成

図 2に示すように，メルセーブベーシックーS照度セン

サ，メルセーブベーシックーSコントローラ， Hf32W連続

調光賂具で構成する。なお，別売品としてタイマを用怠し

ている。

(2) 基本機能

(a) メルセーブベーシックーS!！｛1度センサ

対象而の明るさを検知し，明るさを虚圧伯号でコント

ローラに伝える。

(b) メルセーブベーシック-sコントローラ

照度センサからの明るさと設定照度を比較し，対象Ihi

の明るさが設定照度になるように調光信号をHf32W連

続調光悩具に出力する。

(c) Hf32W連続調光賂具

コントローラからの調光倍号によって調光出力を行う。

(3) 省エネルギー要索と効果

(a) Hf照明料具

Hf照明器見を採用することにより，従米のラピッド

スタート式照明器具に比べて24％の省エネルギーが可能

である。

(b) 初期照度調整

照明賂具設置初期，清掃後やランプ交換後などに必要

照度以上を調光制御し，約12.5％の省エネルギーが可能

である。

(c) 昼光利用

太賜光による室内の明かりを利用し，必要照度以上を

調光制御して約25％の省エネルギーが可能である。

(d) タイマ制御

蓄熱槽 室外機

図 1.氷蓄熱空調システムの外観

電力線

調光信号線

分電盤

図 2.構成図

三菱屯機技報 •Vol.71 ・ No. 5 ・ 1997 



仕休みなどの定時刻に通常作業状態よりも明るさを抑

える調光を行って約 5％の省エネルギーが可能である。

4。事例

4. 1 環境管理センター

当杜冷熱システム製｛乍所の環境管理センターは 2階建て

で， 1階（床面積約900mりが倉廂とボイラ室， 2階（床

面積約600mりが1i務室である。 1階の倉）収と 2階に水

裕熱利用直膨武マルチエアコンを採用し，！！（｛明は 2階にの

みメルセーブシステムを採用したので，その概要について

述べる。

4. 1. 1 氷菩熱空調システム

2階の市務室における水蒋熱利｝llii!［膨武マルチエアコン

の平Ihi図を図 3に示す。

製管1i務所には室内機が 4台設附され， 16馬力の室外機

につながっている。その他の部／料においても各部屋の最大

冷暖房負荷に兄合う能力の室内機が設附され，各々 16馬力

表 1.両空調方式の年間の消費電力量 (kWh／期間）

空調分契約 夏期 (7-9月） その他の訓：：J

，，じ）J (kW) 1:Hivil'1友I:il 仕Il il 夜間

41 1 26,400 0 17,200 

゜水掛熱窄晶lI 25.7 16,900 12,100 12,000 6,160 

表 2．両空調方式の年間の電気代（千円／年）

本 夏期 (7-9月） その他の訓！il
I : i l ），し料含 仕Ilil 夜llil 仕間夜Ilil 年

818 381 

゜
226 

゜
1,425 

512 244 51 158 26 991 

の室外機につながっている。

水裕熱空調と非特熱空調（直膨式マルチエアコン）の経済

性を検討する計邸条件として，冷房期llりが 7月から 9月，

暖房期間が12月から 3月，空調時1l_i]は 8時から18時， ll Il{i: 

llは連転しないとし，全負荷相当述転時椙l法で＄訂I',した。

虚気料金は関西虚力（枷業務用将熱調整契約を用いた。両空

調方式の年1廿lの消骰虚）J｝ltを表 1に示す。

空調分契約虚力の氷将熱空調の値が小さいのは，定格能

力は布しいが消骰屯力が小さいためである。昼間の消骰虚

)J砒は水蒋熱空調の）jが小さいが，夜間の分も含めると水

蒋熱空調の）jが多くなる。

両空調）i式の年廿りの屯気代を表 2に示す。基本料合は氷

蒋熱空調の方が少なく，従鼠：料金も夜間蒋熱割引後料金に

よって氷蓄熱空調の方が小さい。

両空調方武の年I廿］のCO』|:ililitを表 3に示す。 CO』|:/L',

厭単位については，参考文献(1)から引川した表 4の値を使

J1lした。夜I!.ilの将熱運転時の排出屈を含めると，両空調方

表 3.両空詢方式の年間のCO2排出量 (kg-C／年）

反期 (7-9月）

仕Ilil 1 夜間

2,664 

その他の訓：｝l

仕I:il| ｛及IlllI年
1:u 

o I 1.686 I o I 4,350 

1,705 I 970 I 1. 176 I 519 I 4,370 

表4.年間のCO2排出原単位(g-C/kWh)<I) 
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式とも同等のC仇排出量となる。氷蓄熱空調の場合，夜間

に捨てられる電力の一部を使用していることと，夏期 H中

の電カピークダウンに寄与していることを考えれば，これ

ら数値で表されないところでCO孔非出量の低減に貢献して

いることになる。

次に，両空調方式の経済性を見る。両空調方式のイニシ

ャルコスト及ぴ比較を示したものが表 5～表 7である。機

器代と工事費は設計事務所の見積り価格を用い，氷蓄熱空

調には設備費低減となる将及奨励金とエネルギー需給構造

改革投資促進税制の適用も含めた。イニシャルコストは氷

蓄熱空調の方が75.9万円高いが，年間の電気代とメンテナ

ンスを含めたランニングコストは36.4万円安いので，イニ

シャルコストの増分は2.1年で1賞却できることになる。こ

の1賞却年数は，空調機器の価格設定や年間運転率，受電設

備費の削減をどの程度にするかによって変わる。

表 5.非蓄熱空調のイニシャルコスト

台 数 金額（千円）

非蓄熱室外機 (16馬力） 3 6,510 

室内機 (3.2馬力） 15 4,862 

工事費（概罪） 5,950 

合 計 17,322 

表 6. 氷蓄熱空調のイニシャルコスト

------台 数 金頷（千円）

氷蓄熱室外機 (16馬力） 3 6,930 

蓄熱槽 3 2,520 

室内機 (3.2馬力） 15 4,862 

工事骰（概算） 5,589 

普及奨励金 -767 

エネ革税制 -1,053 

A ロ 計 18,081 

表 7.非蓄熱と氷蓄熱のコスト比較

蓄熱槽の容量を大きくして翌日の冷暖房負荷量の大半を

夜間に蓄熱するようにし， 日中の空調機の運転は圧縮機を

運転せずに搬送動力のみを運転することにより，年間の消

費電力量，電気代， C仇排出絨を更に低減することができ

る。

4. 1. 2 メルセーブシステム

この事務室は，東西南北の各方位に窓があり，メルセー

ブシステム溝入による省エネルギー要索のうち最も大きな

効果が期待できる昼光利用制御を最大限に活用できる。

図 4に示すように，昼光によって得られる明るさがほぼ

同じ条件のA, B, C, D, Eの五つのゾーンを設定し，

ーンごとに，照度センサ及びコントローラ各1セットに複

数の天井直付け形のHf32WX2灯連続調光器具を接続す

る。各機器の台数を表 8に示す。

このシステムを採用することにより，照明年間電力量は

C仇排出最も 43％減少従来照明器具に比べて43％減少し，

する。

また，このシステムと従来照明器具とのコスト比較を表

9に，ライフサイクルコストを図 5に示す。システム導入

によってランニングコスト（年間照明電力料金）は43％削減

し，イニシャルコスト（初期設備費及び設備工事費）の増加

分は3.9年で償却できる。

統合効果4. 1. 3 

非蓄熱空調と従来照明を“従来方式”,

ゾ

氷蓄熱空調とメル

表 8.機器の台数

＼ 照度センサ（台） コントローラ（台） 照明器具（台）

Aゾーン 1 1 21 

Bゾーン 1 1 16 

Cゾーン 1 1 21 

Dゾーン 1 1 18 

Eゾーン 1 1 21 

ィーシャル

コスト（千円）

17,322 

18,081 

ランニングコスト（千円／年）

冒 表 9. コスト比較
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セーブシステムを“省エネ方式”ということにする。省エネ

方式では，個々のランニングコスト低減のほかに照明消費

電力量が従来の50％になるので，照明発熱量の減った分冷

房消費電力鼠が低減する。表10に示すように，イニシャル

コストは省エネ方式の方が164.3万円高いが，年間の電気

代とメンテナンスを含めたランニングコストは68.2万

円安いので，

表1□.従来方式と省エネ方式のコスト比較

¥¥＼  
イーシャル ランニングコスト

コスト （千円／年）

（千円） 遣気代 メンテナンス

従来方式非蓄熱空調 17,322 
2,109 150 

従米照明 2,585 

合 計 19,907 2,259 

省エネ方式氷蓄熱空調 18,081 
1,357 220 

メルセープシステム 3,469 

A I 計 21,550 1,577 
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イニシャルコストの増分は2.4年で1賞却

口：氷蓄熱による削減量
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国：統合効果による削減量
口：氷蓄熱とメルセープの消費電力量
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図 6. 8月の時刻別空調・照明用消費電力量
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図 7．空調機器の平面配置図
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できることになる。

8月の日中の空調・照明用消費電力最の変化を図 6に示

す。省エネ方式は従来方式に比べ，氷蓄熱利用とメルセー

ブ利用により， 45％もの大幅な低減が可能である。これは，

電力会社にとっては電カピークカットによる新発電所建設
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図 8. メルセーブシステムの平面配置図
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図12.従来方式と省エネ方式のコスト比較

表11. 非蓄熱と氷蓄熱のコスト比較

ランニングコスト（千円／年）

，，じ気代 メンテナンス

, 380 I 2,271 I 250 

, 464 I 1,738 I 300 

表12. 従来照明とメルセーブのコスト比較

イコロ□□二□〗(TIl/  19) 

表13.従来方式と省エネ方式のコスト比較

＼ 
イニシャル ランニングコスト (-Tl―ll／年）

コスト (T孔l) 屯気代 メンテナンス

従米照明 4,728 
従米）j式

非蒋熱空調 27,380 
3,010 

250 

人" 9i 1’ 32,108 3,260 

メルセーブ 5,633 

省エネ方式 システム 2,104 

水蒋熱空調 28,464 300 

合 計^ 34,097 2,404 

省エネ方式の契約屯）J低減は，空調分と照明分を含む。

表14. 電気料金【中部電力（株産業用蓄熱調整契約］

基本料金

期間

通常料金 (PJ/kWh)

将熱府llり1後料金 (Pl/kWh)

] 1,605 (Pl/kW／月）

及期fff二Ol|！il

4.26 I 4.26 

能となる。

の抑制につながり， また，消牲者にとっては受屯設備の小

型化と契約屯カ・基本料金の低減となり，大きなメリット

である。

4.2 当社中津川製作所第 4事務所

この事務所は4階建てであり， 3階部分（床Ihi栢約1,300

mりに氷蒋熱利用直膨式マルチエアコンとメルセーブシス

テムを採用した。その平而配附図と経済性検討の内容を図

7以降及び表11以降に示す。

氷蒋熱空調システムとメルセーブシステムのイニシャル

コストの崩分は各々2.2年と4.2年で1i,t却できており，両シ

ステムを併用したイニシャルコスト削分は2.3年で1伐却で

きている。また，図11にポすように従米システムに比べ

て両システムを1ji:J-l]すると夏期の 11中のピークダウンが

45%も図れるので，受虚設備と契約屯力の大輻な低減が可

5. むすび

氷蓄熱空調システムとメルセーブシステムは，個々の長

所のみならず併用することによる統合効果もあり，年廿i]の

虚力消骰絨，屯気代， CO濯1サI―-i批を低減でき， さらに夏期

の屯カピークダウンと受電設備の小型化，契約電力と基本

料金の低減が可能である。

今後の事務所や工場などの祈築及びリフォームにおいて

は，両システムを併用して計画的に導入することが望まし

し、

゜
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特集論文、一
山口省吾＊ 小寺嘉ー＊＊＊

廃家電品一貫処理リサイクルシステム
内山幸雄＊

佐藤信也＊＊

要旨

家電製品は種々の価値ある素材で構成されている。近年，

最終処分埋立地のひっ（逼）迫と周辺の環境汚染が大きな問

題となり，さらに，有限資源のリサイクル効率の向上が強

く要望されている。家電製品からの有価素材同収と最終排

出物の減容・無害化のための一貫処理リサイクルプラント

を開発するため，通商産業省補助事業として闘家電製品協

会からの委託を受けて，このプラントの一次分解工程と

AI (Artificial Intelligence)利用システムに関して開発に

参画した。その成果と実証システムの概要を紹介する。

回収の効率化と現境影響物質の拡散を防止して最終埋立

物を減容化するために，従来の破砕処理の前段に一次分解

工程を設けている。作業者の負担を軽減させで快適な作業

一貫処理リサイクルプラント完成予想図

環境を実現するため，解体作業を自動化させた。

●品種と型式名称認識のため，ビジョンセンサによる

自動認識機能が開発された。

●大型製品や重量物の搬送のための装置の開発が行わ

れた。

●搬送・移載・合流の制御が自動化された。

●製品分解，部品取出しのための自動機械の開発が行

われた。

●自動機械への設定値出力のために製品構造データベ

ースが構築され，作業者支援のガイダンスがされる。

●プラント運用とシステム機能評価のために，管理用

計算機システムが設置されている。

このプラントにテレビ，冷蔵庫，エアコン，洗灌機が搬入され，品種型式ことに，人と機械が協調して高効率な分解リサイクルを実現する。
1998年度から実証研究運転が開始される。阻オ）家電製品協会御承認

＊三菱マテ リアル（悧 ＊＊三菱電機（松名古屋製作所 ＊＊＊同新環境事業推進プロジェクトグループ 33(495) 



1。まえがき
まれている。環境保全のため，これらを自然環境に排出し

ないように回収し，無害化することが望まれている。

家電製品は，種々の索材を高密度に県積させ，その利便

性と高効率性を提供してきた。その役割を終えた製品は，

次［北代のより利促性と効率の優れた新製品へと“買い替え＂

がなされている。この時点で，一部は自治体による回収ル

ートを経て一般廃棄物として自治体によって処理がなされ

ている。他方，大半の使用済みの家屯品は，販売店によっ

て回収され，事業系廃棄物として民間処理業者によって処

岬各れている。

平成 4年度家電製品協会統計によると，年間に排出され

る家屯品はテレビ・冷蔵廊・洗濯機・ルームエアコンの四

品種で約 1,453万台， 53万トンと推定されている。

3. リサイクル効率化のための分解プロセス

従米は，複合索材，有価物，処理困難物を内蔵したまま

の製品を一括して破砕処理し，その後に磁気選別・比重選

別により，ガラスと金属類を分別桓l収する方法が採られて

いた。今回の開発では，破砕工程の前段に各製品別に主要

部品に分解する一次分解工程を設けて，マテリアルリサイ

クル効率と無害化を高度に達成することを主眼とした。こ

の開発において得られたプラントの自動化技術の成果を中

心に紹介する。

昨今特に，廃棄物の物屈増大と最終処分場周辺の環境汚

染にかかわる話題が祈間紙上を賑わしている。家屯製品の

うちカラーテレビ・冷蔵庫は指定一般廃棄物としての指定

を受け，さらに，カラーテレビ，冷蔵庫，エアコン，洗濯

機の四品種は「再生査源の利用の促進に関する法律」（リサ

イクル法）上の第一種指定を受け，再生査源の利用が促進

されている叫

マテリアル1il収のための製品解体は，効率的になされな

ければならない。解体作業は手作業にゆだねられる部分も

存在し，快適に安全に行われなければならない。この開発

では，人と機械が調和して処理作業を行うための環境の実
2. 使用済み家電品のリサイクル

使用済み家屯製品を“ゴミ”とみなす考え方は，

以下の理由により， もはや受け入れられないも

のと考えられている。

(1) 再利用可能な索材を多く含んでいる

主な家屯製品の構成索材を表 1に示す。例え

ばエアコンと冷蔵庫では，極めて純度の高い状

態で鉄，銅，アルミニウムの金屈を含有してい

る。洗濯機においてもほぼ同じ傾向である。ま

たテレビにおいては，その質賊組成の大半が高

品腐のガラスで占められており，再利用によっ

て原料生産におけるエネルギー消四が大きく軽

減される。

さらに，今後の採掘可能年数に限界のある金

属類もあることを十分に注意しなければならな

し、

゜
(2) 最終処分埋立地に限度がある

埋立地間発も多くのエネルギーを要するもの

であり，特に家電品からの排出物は，管理型処

分場での埋立てが義務付けられている。最終処

分場の余裕に関しては，既に以前からその危機

が叫ばれている。特に'94年 4月の厚生省賽料

によれば，首都圏での余裕が0.8年となってお

り，全国平均でも 2.3年とされている。さらに

古くにば92年危機説なるものが既に叫ばれて

いた（2)。表 2に最終埋立地の残余年数について

の最近の統計を示す叫

(3) 環境影粋物質の無害化を要する

家屯品にはフロンや鉛等の環境影評物質が含

34 (496) 

表1.冷蔵庫，テレビの構成素材

＼ 
冷蔵廂 テレ ビ

質}If (kg) 質祉比（％） 質械 (kg) 質抗比（％）

鉄 28.50 49.78 3.93 10. 70 

銅 2.32 4.05 1.06 2.88 

アルミニウム 0 54 0.94 0.16 0.44 

リン青銅 0.09 0.24 

ステンレス 0.01 0.03 

フェライト 0.39 1.06 

発泡ウレタン 6.36 11.11 

ゴ ム 0.77 1.34 

その他プラスチック 17.48 30.53 8.15 22.19 

紙 0.10 0.17 0.10 0.27 

ガラス 0.04 0.07 18.18 49.48 

フロン・冷凍機油 0.30 0.52 

（古計板） 0.16 0.28 1.95 5.31 

（外付けコンデンサ） 0.03 0.05 

（虚子銃部） 0.06 0.16 

（外付けトランス） 0.93 2.53 

分解中のロス 0.65 1.14 1. 73 4.71 

計（分解前質拭） 57.25 100.00 36.74 I 100.00 

冷蔵／ili: A社製， 320Q,'87年製

テレビ： B社製， 25",'89年製

（ ）は，材料に分解していないことを表す。

表 2. 産業廃棄物の最終処分場の残余容量と残余年数 ('94年4月現在）

区 分 要埋立処分祉（万トン） 残余容枇（万mり 残余年数（年）

酋都圏 2,360 (2,572) 1,772 (1,471) 0.8 (0.6) 

近畿圏 1,260 (1,424) 4,323 (4,801) 3.4 (3.4) 

全 国 平 均 8,400 (8,900) 19,487 (20,065) 2.3 (2.3) 

（ ）内は前年度('93)の調在結果

* l'i生省沢料「一般廃棄物及び産業廃棄物の排出及び処理状況等について」(3)

三菱屯機技報・ Vol.71 • No.5 • 1997 



現を，その重要な開発ポイントとしている。

3. 1 荷さばき工程

廃棄・阿収された使用済み家屯製品はトラックでプラン

トヘ運ばれ，登録。仕分けされて処理工程へ投入される。

リサイクル処理プラントの避けられない間題として，①

あらゆる年代のあらゆる型式の製品が同時に扱われること，

②製造メーカにより，使用者の家族構成その他に応じた多

様な商品が追られていること，③さらには破損・変形を受

けた製品もその処理対象となることが挙げられる。

作業には粉じん (1廂）・騒音・奥気が避けられないもの)--

されている。特に重絨品・大型商品においては，作業者の

健康と安全に対する十分な配應がなされなければならない。

表 3に処理物の質猿と寸法の平均値と最大値を示す。通常

の安全作業の限界を超えている。

3.2 解体プロセスにおける自動化技術

(1) 処理プラント内での製品搬送はその質鼠．寸法を考胞

して自動化が求められている。

（2) 商品の廃棄・収集の季節的変動が大きいことが，処理

工程の宿命的な特徴として栄げられる。今圃の開発におい

ては，これらに対し可能な限り対策し，機械化を実現する

ことをその第一目標としている。

(3) 入荷物の季節的変動，凹収作業サイクルに由米する週

日変動，交通事情による日間変動について，処理工程作業

表 3.解体処理物の質量と寸法

品 日 平均（最大）質ht(kg) 最大寸法 (mm)

カラーテレビ I 25 (80) 950 X 600 X 950 

冷蔵 liii 59 (90) 950 X 600 X 1, 950 

エアコン（室外機） 51 (70) 850 X 350 X 650 

エアコン（室内機） (50) 950 X 350 X 650 

洗濯機 25 (50) 870 X 600 X 1,100 

負荷を平準化するための検討がなされている。図 1に，製

品の入荷｝it変動と各製品分解処理の搬送・処理能力の関係

についてのシミュレーション検討の一例を示す。

(4) その製品品日・堕式・製造者認識のため， 自動化され

た画像処理認識装置が開発されている。図 2に画像処理を

応用した型式文字認識の結果を示す。

(5) プラントの管理制御の自動化のため，製品の質批．寸

法が計測されている。全工程でのマテリアルバランス管理

と加工機械作業指示検索に利用されている。

4． 一次分解工程

図2.型式文字認識の一例
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処理対象となる家屯品はテレビ，冷蔵廊，エアコン，洗

濯機の四品種である。この製品から一次分解される部品索

材は表 4のとおりである。

ここでは冷蔵廊からのフロンIE!収，テレビからの甚板と

CRT取出しのための処理手順について検討した。冷蔵庫

とエアコンのコンプレッサ配管系に合まれるフロンについ

表4.一次分解部品

テ レビ 脊ll 品 llll収 索材

CRT P/Fガラス

1i 価物 Dヨーク 鉗

虚子銃 希少令屈

無 ‘;if ィヒ 基板 はんだ

冷蔵 Iiii 部 品 旧収索材

きょう（筐）体 鉄
有価物 熱交換機 銅，アルミ

コンプレッサ 鉄，銅

無害化 フロンガス，冷凍機油

エアコン（室外機） 部 品 [iil収 索材

筐体 鉄
有価物 熱交換機 銅，アルミ

コンプレッサ 鉄，銅

無害化 フロンガス，冷凍機油

エアコン（室内機） 部 品 lril収索材

-｛f 価物
熱交換機 銅，アルミ

筐体 鉄

無 ‘,if ィヒ 基板 はんだ

洗濯機 部 品 li!l収 素材

有価物
モータ 鉄，銅
筐体 鉄

無富化 バランサ 塩水

30m 

I= =I 
g 

ては，冷媒ガス回収のみならず，潤滑油に合有される冷媒

フロンも 1iil収される。

自動化の実現には，対象物の寸法計測，加工箇所。加工

内容の指示が要求される。このための計測技術と認識装附

の開発がなされた。

4. 1 テレビ分解の自動化

テレビのリアカバー分解においては，ワーク保持のため

の専用パレットが開発され，真空パッドによる把持がなさ

れ，汎用ロボットによるキャビネットの切断・分離がなさ

れる。全自動加工のため，＝．次元窄間座椋測定機を用いた

切断ライン教示法が開発された。

CRTの自動取外しのために，取付けねじ位置検出のビ

ジョンセンサとねじ解締専用工具が開発され，真空解除と

屯子銃取出しに圧縮破砕ハンドが開発された。これにより，

重抵物ハンドリングと危険作業から作業者は完全に開放さ

れている。図 3にテレビ分解ラインの構成を示す。

4.2 冷蔵庫分解の自動化

冷蔵庫においては， まずコンプレッサから冷媒フロンが

抜き取られる。さらに二次工程で処理困難な部品としてコ

ンプレッサを冷蔵庫本体から取り出すための自動機械が開

発された。図 4に冷蔵庫一次分解ラインの構成を示してい

る。

4.3 エアコン分解の自動化

エアコン室外機においては，冷媒フロン (R-22)の回収

及びコンプレッサ内の冷凍機オイルの回収が行われる。こ

こでも，外箱からコンプレッサの取出しにロボット自動切

断による作業の省力化が図られている。ここでは，コンプ

レッサ外部を巻く防振・防音用バッド類が作業を複雑にさ
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図3. テレビ分解ラインの構成

36(498) 三菱氾機技報 •Vol.71 ・ No.5。1997



15m II 7m 
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図4。冷蔵庫分解ラインの構成

一次分解

（記号説明）

．．←  •----• 
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移故装四A

移設装窟rB
東菫計

ロ. :認滋装切

こ＇ ：パーコードリーダ

已コ ・フットスイッチ

冷蔵廂

低温破砕

一 常 混 破 砕

CRT処理
`‘哀叫ン5．．．忍ゞ＝→

予 ：作業負

作菜机

分解物収納箱

図5. エアコンの解体処理フロー 図6.一次分解ラインのレイアウト

せている。

エアコン室内機は熱交換悩，モータ，ファン，慮源部で

構成されている。熱交換器は純度の高いアルミや銅索材で

構成されるため，特に専用の分解処理機構が開発されてい

る。モータは通常の破砕機で処理すると刃先の絣命を損ね

るため，冷凍破砕機又は難処理物専用の工程で処理がなさ

れる。エアコンの解体処理フローを図 5に示す。また，一

次分解処理ラインのレイアウトを図 6に示す。

4.4 解体作業自動化における留意点

解体処理工程は，その作業効率を勘案して，必ずしも製

作工程の正確な逆順ではない，一部においてはるかに複雑

な作業であり，また一部においては大胆な加工がなされ，

このため，解体作業専川の自動機と計測方法が1}Fl発された。

自動搬送とプラント内物流制御においても，解体処理特

有の間題として，解体作業の辿行とともに部品数がJ曽加す

る。一次分解工程と二次分解工程において分岐と合流が発

生する。

製作・年代と使｝廿者の目的に応じて，各製品はそれぞれに

固有の索材構成と組立構造を持っている。さらには，使｝ll

期間とその環境，又はその後の保管状態などにより，その

損傷程度が大きく巽なる。

製品の索材構成や組立構造は今後も大きく変革すると考

えられている。このため自動化機械の間発においては，構

造が筒単で多様な動作に対応し得るものとした。特に汎用

廃家屯品一貫処理リサイクルシステム・山 lニ―l・内山・佐藤・小寺 37 (499) 
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表 5. プラント運用のための

スケジューリング機能

スケジューリング i「I!li[内容

設備負荷バランス 設備の乳術に応じた投人

作業者負荷バランス 分解作業者の負術状況

在lii製品優先 製品在J車に対応した投人

エネルギー最小化 エネルギー使用を最小化

加工ロポットは，ツール選択とソフトデータによってあら

ゆる動作処理に耐え得るものとして注目される。

5. プラント管理制御機能

プラント全体の円滑な運転と運転管理と述用評価のため

に行った計邸機利用技術の特長を述べる。

5. 1 マテリアルバランス管理システム

投入製品からの有価物の最大のマテリアルリサイクルを

実現するため，プラント出側での索材[iiI収絨が常時計測さ

れ，管理される。

投入される家粛品の品種・型式から予測される回収有価

物撼と比較して，桓l収効率が評価され，以後の運転に利用

される。このようにして圃収効率は運転実績に伴って徐々

に改善されていく。ここではAI技術の適用が試みられて

いる。

5。2 分解処理支援システム

手作業となる工程に対して，その作業員に分解手順。使

用工具と作業数を表示する。あらかじめ登録されている家

霞品データベースから巧妙に検索することにより，製品の

各作業ステーションヘの到着以前に作業者に表示する。こ

れにより，作業者の作業の安全，労働負荷軽減，作業能率

の向上が期待されている。

5。3 搬送自動化システム

プラント内各設備の処理能力を効率良く機能させるため，

表 5に示す連用形態について検討を実施している。

投入された製品はその品種識別によって分解作業に要す

る時間。工数が予測されている。現在のプラントライン状

況に応じて最適なタイミングにプラントヘ投入される。ラ

イン上でのワークの渋滞や作業者への“手待ち”の発生を未

然に防止し，安定したプラントの操業を行うことができる。

38 (500) 

6. むすび

家霞製品一貰処理リサイクルプラント開発における最近

の開発成果を報告した。製品解体手順及び解体加工工具と

作業の自動化，作業者支援について多くの成果が得らた。

家電品製造メーカとして，開発し製造すべき立場から，

解体プロセス開発に貢献する意義は大きいと認識する。解

体技術・解体工程開発の多くが製品設計・製造技術から濱

えき（繹）されるものであり，製造者の経験がそのライフエ

ンドにおいても大きく期待される。さらに，解体方式開

発・解体工程自動化開発の過程で，次祉代の商品開発への

多くの知兄が得られた。而品製造過程のみならず，製品の

全ライフサイクルにわたる経済性，環境負荷の最小化を追

求する姿勢がいま求められている。

使用を終えた製品の効率良いリサイクルを製品開発の段

階から既に作り込んでおく製造者の姿勢を維持発展させて

いきたいものと考える。

このプラントと社会生活の接点としての回収・搬送・荷

受け作業についても，更に大きな改善がなされようとして

いる。

製品の使用と解体リサイクルを結び付ける匝l収システム，

皿収索材を再び査源として受け入れる材料技術上の更なる

進展にも大きな期待がかけられている。

今後も製品の全ライフサイクルに関与し，人間にも環境

にもやさしい製品造りに貢献していきたいものと考える。

この開発は（財）家屯製品協会からの委託事業として行われ

ている。開発に当たり種々のご指袢をいただいている同協

会一貰処理システム開発室の各位及び委託事業関係各位に

深く感謝の意を表する。
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小鍛治稔＊ 末永和裕＊＊

木塚和徳＊ 中村俊文＊＊

服部晋ー＊＊

要旨

産業発展と生活水準向上に伴い，多菫の廃棄物が排出さ

れている。廃棄物処理は身近な生活環境問題であり，焼却

などによって生じる環境への負荷（排ガス・熱・残さ等）の

低減，中でも毒性が強いダイオキシンの排出抑制（新たな

ガイドラインによる。）は急務である。また同時に，ごみの

再資源化（リサイクル）を拡大して有価物の再利用／焼却熱

の回収・再利用を推進することも必要である。

本稿では市民生活に密接に関係している粗大ごみ処理と

焼却処理に関する取組の一端を紹介する。

(1) 粗大ごみ処理

マテリアルリサイクルを行う施設建設が増える中，三菱

電機が納めた国内最大規模の粗大ごみ処理工場で実現した

内容を以下に述べる。

(a) 設備の耐久性向上

ごみ投入時の衝撃トルク等を実績データから解析し，

高振動加速度に耐える破砕機駆動用電動機を納入した。

(b) 設備の効率的な運用管理

DCSの導入により，設備の大型化に対応したCRTオ

ペレーションを可能にし，運転員の負荷を軽減した。

(2) 焼却処理

(a) 有害物質の排出抑制

ダイオキシン発生を抑制する目的で，①相関があると

言われる一酸化炭素(CO)の発生を完全燃焼によって抑

制する方法と，②850℃以上の燃焼温度を 2秒間以上確

保し，十分かくはんする方法を次のように確立した。

R燃焼前段階の熱分解ガスをリアルタイム分析装置で

検出し，完全燃焼に必要な空気量を算出するフィー

ドフォワード燃焼制御

R燃焼室内の燃焼ガス流動パターンと温度分布を把握

して燃焼現象を解明することにより，炉形状・構造

の最適化を支援する三次元燃焼シミュレーション環

境

(b) 高効率廃熱利用

小型焼却炉に適合した発電システムを開発し，評価を

進めている。

ド
ごみの分類

＋
 

主な処理

T
 

循環型環境共生システムの構築

粗大こみ・一般ごみ焼却処理の取組を通じて，循環型環境共生社会へ貢献するイメージをフロー図にしたものである。
なお，屁中斜線部分は本文に記載の対象こ＇み（粗大ごみ・一般ごみ）とその主な処理を表している。
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1。まえがき

環境に与える負荷（炭酸ガス，窒索酸化物，フロンガス，

廃棄物等の排出）を低減することは，人類にとって差し迫

った課題である。特に，身近な生活環境問題である廃棄物

処理への取組は，地球資源を有効利用して循環型環境共生

システムを実現する」：で重要である。

我々は，これまでに培ってきた技術と現在間発を辿めて

いる最新技術によって，環境保全の向上に努めることを基

本理念とし，事業を展開している。

本稿ではその活動の中から，廃棄物処理に関する取組の

一端を紹介する。

2. 廃棄物処理の現状と動向

廃棄物には一般靡棄物と産業廃棄物がある。そのうち一

般廃棄物には粗大ごみと一般ごみ（可燃・不燃）があり，廂

業活動に伴って排出される産業廃棄物には汚泥・廃油・廃

プラスチックなどのごみがある。本稿では，一般廃棄物処

理の中で，市民生活に密接に関係している粗大ごみと一般

ごみ（可燃ごみ）の処理について述べる。

循環型環境共生システムの構築においては，ごみの再衰

源化を拡大する必要があり，現在，マテリアルリサイクル

とサーマルリサイクルが行われている。マテリアルリサイ

クルは主として分解技術によって有価物の再利用を図るも

のであり，サーマルリサイクルは可燃ごみを焼却してその

排熱を再利用することを主な日的としている。図 1に廃菓

物処理及びリサイクル（マテリアル／サーマル）施設を示す。

生活水準の1旬上とライフスタイルの変化に伴い，粗大ご

みが多様化・多輩化の傾向にあり，有価物回収（マテリア

ルリサイクル）と残さ減容をねらった粗大ごみの破砕・選

別を行う施設建設が贈えている。 1996年度からの第 8次廃

棄物処理施設整備 5か年計画でも，粗大ごみ処理施設への

投賽頷は第 7次 5か年計画に比べて約 3倍の仲びを示して

いる。

一方，可燃ごみ処理は，衛生面での無害化及び大輻な減

容化を図れる焼却方式が従米から行われている。特に国土

が狭く埋立地の確保が難しい我が国では，焼却方式が主流

となっている。排ガスをクリーンにするため“大気汚染防

止法”などの法的規制が設けられ， とりわけ揺性の強いダ

イオキシンについては'97年 1月に新ガイドラインが発表

され，更なる低減へ向けての施策が必要となった。それと

並行して，焼却熱を高効率に利川する技術（サーマルリサ

イクル）を確ゞ［するため，新エネルギー・廂業技術間発機構

(NEDO)を中心として，ごみ焼却による高効率発屯の技

術間発が進められている。

以上のような背最を踏まえ，粗大ごみ処理及ぴ可燃ごみ

処理の技術／施設の特長とその取組について述べる。

3. 粗大ごみ処理

粗大ごみの大絨化に伴い大規模な処理施設の建設が進む

中で，当杜は国内最大規模の粗大ごみ処理施設に電機品を

納入した。この納入事例を基に実現した技術の一端を述べ

る。

施設の破砕処理能力は 1ライン200t/5 h, 2ライン計

400t/ 5 hで，搬入されたごみから①不燃物，②プラスチ

ック，③可燃物，④鉄，⑤アルミの 5種が選別され，①②

は埋立て，③ぱ焼却処理，④⑤は再利用される。

図 2に粗大ごみ処理施設の設備フローを示す。大抵のご

みを処理するため，施設が大規模化し，これを安定して操

業できることがこの施設の課題である。このために要求さ

電力会社

コンポスト化施設 十一-@ぅ
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固形燃料化施設 十―-〈□三〉
声 f下 9

9し£已

地域冷暖房施設
0ボイラ
0冷凍機（吸収式， ターホ）

灰溶融固化施設

0 
図1.廃棄物処理及びリサイクル（マテリアル／サーマル）施設

三菱屯機技報 •Vol.71 ・ No.5 • 1997 



分
別
こ
み
・
祖
大

fi

み

分
別
ご
み
ピ
ッ
ト

相
大
ご
み
ピ
ッ
ト

可
燃
性
粗
大
こ
み
ピ
ッ
ト

ご
み
ク
レ
ー
ン

可燃物コンパタタ

図2. 粗大こ‘‘み処理施設設備フロー

れる機能の中から，特長を幾つか述べる。

3. 1 設備の耐久性向上

破砕処理では，多種多様な粗大ごみをその寸法・材質に

かかわらず一定寸法（この設備では15cm)以下に破砕する

ことが，後工程である選別作業効率化に必要である。この

ため，破砕機及びその駆動装固は，粗大ごみ投入時の大き

な負荷変動と軸振動に耐えることが要求される。

この破砕機用駆動装閤としては， 1,OOOkW, lOP, 

6,600V, 60Hz巻線型誘尊屯動機を採用し，高負荷GD2

(38, 000kg ・ mり，耐高振動加速度(6G)，高始動トルク

(250%）を実現した。特に耐振動加速度については，

か（噛）み込み時の衝撃トルクとフレーム据付け部からの衝

幣力を，過去納入品の実納データを悲に解析した。その結

果を固定子押込み方式によるフレーム剛性アップ，コイル

端部スペーサ挿入によるコイル剛性アップ及びスリップリ

ング支えの強化へ反映し，耐振動加速度 6Gを実現した。

図 3にこの破砕機用屯動機の外観を示す。

3. 2 安全対策と操業の安定化

粗大ごみの中に混入しているプロパンガス，燃料，シン

ナーなどの可燃1生物質による爆発や火災事故を未然に防ぐ

必要がある。破砕機内部がそのままでは可燃性ガスがこも

り，破砕で火花が出るなどして爆発・火災になる可能性が

高い。従米，これに対しては，破砕機内発生ガスを検出し

てごみ投入停止を行っていた。今厠，これに加え，不活性

ガスである水蒸気を流入することで破砕機内仇の濃度を

制御して引火防止を図った。

3. 3 設備の効率的な運用管理

設備が大型になると機器台数が飛躍的に増大し，

ごみ

その連

図3.破砕機用電動機

転と監祝，異常時の復1日処理／メンテナンスが煩雑となる。

また破砕という過酷な条件での使用のため，部品の消耗．

磨耗が激しく，効果的な保守管理で設備稼働率を維持向上

させる必要がある。

これに関し，連転の効率化，

対応策を以下に述べる。

(1) 運転の効率化（監祝の集中化と制御の自動化）

従米の一般的な処理規模(10-lOOt/5 h)における監祝

制御システムには，グラフィック監視盤が主として適用さ

れている。この方式をそのまま大型設備に適用したのでは

盤が大型化するとともに，現場機器・機械設儲からの情報

表示もそのブロックを代表する信号に制限され，異常発生

時には現場まで詳細情報を確認に行くなど運転員の負担が

大きかった。

及び保守支援の両而からの

廃棄物（粗大／可燃ごみ）の破砕／焼却処理・小鍛治・木塚・服部・末永・中村 41 (503) 



システム構成

中央監視室

セミグラフィック盤

□□ 

1号系 2号系 共通系
制御用 制御用 制御用

コントロールセンター室

画面枚数： 130枚

帳票枚数： 17種17枚

三言□
Gネットバス

各種現場盤

疇ミ
、¥
lサノ

甜,1 

直
”
↓

監

入

／

入

投

い
投
〖□〗
ニ

DI : 2,700点 Al:600点

DO : 1,600点 AO:12点

OPS:オペレータステーション

図4.監視制御システムの構成例

その対策としてこのプラントではDCS(Distributed 

Control System)を導入し，必要な情報を監視制御システ

ムに集中させ， CRTオペレーションを可能にした。図 4

に監視制御システムの構成例を示す。主な特長は以下の点

である。

(a) 貯留ピットに搬入されたごみはその日のうち（破砕

処理運転制限時間の 5時間）に処理する必要があり，機

器故障による操業停止を極力避けねばならない。このた

め，監視制御システムによってプラント設備機器全体の

操業と状況把握を間断なく行う必要があり，制御CPU

の二重化と監視用OPS（オペレータステーション）の冗

長化を図り，システム全体の信頼性を高めている。

(b) 各設備を，その運転形態により， 24時間連続運転す

るもの，選別ラインの起動前に立ち上げておくものなど

に系統立ててグループ化した。その上で，各設備の起動

／停止条件をすべて抽出して逐次チェックしながらシー

ケンスを進める制御ロジックを構成し，自動運転を実現

した。これにより，従来は 5種の選別）レートごとに行っ

ていた起動／停止操作を一括立上げ／立下げも可能とし，

運転員の負荷を軽減した。

(c) 4画面一括表示を可能とした高解像度CRT(l,472X

1,152ドット）を採用し，全体設備フローの一括表示とそ

の設備ブロックに対応した階層的表示，ウィンドウ画面

による操作展開を可能とし，オペレータが容易に状況を

把握し対応できる運転環境を構築した。図 5に中央監視

室オペレータステーションを示す。

(2) 保守支援（予防保全支援）

図5. 中央監視室オペレータステーション

設備稼働率の向上には，破砕機，減容機，コンベヤ，選

別機などの適切な消耗部品管理と，これに基づくタイムリ

な部品交換が重要である。粗大ごみで特有な設備について

保守支援機能を以下のように実現した。

(a) 破砕機，減容機などの破砕減容設備については，粗

大ごみ破砕時に加わる衝撃負荷によるハンマの摩耗を運

転時間から割り出し，各機器単位で管理した。

(b) ベルトコンベヤ，選別機などのベルトがある設備に

ついては，機器の摩耗がベルト長当たりの負荷によって

決まるため，単位ベルト長当たりの運転時間を各機器単

位で管理した。

このように，機器対応の稼働状況データを長期蓄積し

(3年間分），このデータの傾伺管理から部品の交換時期の
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日安を立て，効率的な保守管理の実現を図った。

4．焼却処理

焼却処理の目的は無害化・減容化であるが，ここでの重

要課題である“有害物質の排出抑制’'と“高効率排熱利用”に

ついてその取組を述べる。

4. 1 有害物質の排出抑制

現状の燃焼制御技術と排ガス処理設備によってNOx,

SOx, HClなどの有害排出物は規制値以下に抑えることが

できる。しかし，翡性が強く人体への影評が大きいダイオ

キシン（ガイドラインとして全連続式新設炉でO.lng・TEQ

/Nn廿以下を基準）は排出抑制が難しく，この抑制が緊急、

を要する課題となっている。現在，ダイオキシンの発生を

抑制する手段としては以下が挙げられている。

(a) ダイオキシンは不完全燃焼で発生する一酸化炭索

(CO)の抵と訓州があると言われ，完全燃焼によりこ

れを抑制する方法

(b) 厚生省のガイドラインにより 850℃ （新設炉）以上の燃

焼温度を 2秒間以上確保し（温度と時間の管理），かつ

燃焼ガスと燃焼用空気の十分な混合かくはんを行う方

法

これらを達成するため，（a）でば燃焼制御，（b）では三次元

燃焼シミュレーションによる炉体形状（構造）の最適化に着

目した。以下にこれらについて述べる。

(1) *然化尭制御

ごみ焼却においてダイオキシンの発生を抑制するために

は，焼却炉の立上げ／定常燃焼／立下げ時の全ステージに

おいて完全燃焼を逹成する必要がある。現在，焼却炉の立

上げ／立下げ時の過渡状態では完全燃焼が難しいため，こ

の頻度が高いバッチ炉／准連続炉におけるダイオキシンの

発生が特に懸念されている。そこで過渡燃焼状況において
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も完全燃焼に近づける燃焼制御が重要であると考え，制御

システムによる燃焼最適化に取り組んでいる。

従来の燃焼制御は，炉内温度／圧力／ポイラ蒸発批／煙

道酸索濃度など燃焼プロセスの結果を検出し，与えられた

設定値になるようにフィードバック制御をしている。この

ため不完全燃焼を検知して空気批の調整を行うまでに時間

遅れが生じ，完全燃焼に近づけることが困難であった。こ

れを解決するにぱ燃焼の前に必要な空気賊，ごみ投入批を

罪出し，燃焼制御の目標値として与える必要がある。

そこで，ごみの燃焼前段階における熱分解ガスをリアル

タイム分析装置で検出し，完全燃焼に必要な空気鼠を募出

するフィードフォワード制御を確立した。

現在，社内実証炉設備を使用してこのシステム（方式）の

有効性を評価している。実証炉設備の構成を図 6に，外観

を図 7に示す。

(2) 三次元燃焼シミュレーションによる炉体形状（構造）の

最適化

前述(b)項のガイドラインにおける燃焼温度(Tempera-

ture)，燃焼時間(Time)，混合かくはん (Turbulence)の

3T条件を達成するためには，供給空気量やバーナ燃料の

制御のみならず，燃焼室形状及び給気口／バーナの位置／

数など炉形状と構造も大きな要因となる。

そこでコンピュータシミュレーションによって熱流動を

解析し，燃焼室内の燃焼ガス流動パターンと温度分布を把

捏しで燃焼現象を解明することにより，炉形状と構造の最

遥化を支援する環境（シミュレーション評価ツール）を確立

した。さらに，ダイオキシン発生賊と相関が高い一酸化炭

索(CO)発生の予測シミュレーション技術も組み合わせ，

これによってダイオキシン発生をより確実に抑える炉体形

状の構造設計への適用に向けて取り組んでいる。

4. 2 高効率排熱利用

従米からごみ焼却炉の排熱回収は，蒸気・温水のほかに，

タービンによる発電や吸収式冷凍機による冷暖房が一般に

押込みファン

図6。実証炉設備の構成

廃棄物（粗大／可燃ごみ）の破砕／焼却処理・小鍛治・木塚・服部・末永・中村

図7. 実証炉設備の外観
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実施されている。一方，小型焼却炉では，タービンによる

発虚や吸収式冷凍機による冷暖房の設備が大きくなり排熱

利用による投査効果が見込めないため，蒸気・温水による

排熱Iil収が主体となっているのが現状である。焼却炉の排

熱利用拡大を行うためには，多目的な用途に使える虚力に

変換できる投査効果のある小型焼卦］炉の排熱忙l収システム

を開発する必要がある。

ダイオキシンの排出抑制及び灰の減容化に対しで燃焼の

高温化の研究が盛んに行われ，一部実用化も進んでいる。

この高温の排熱左利用すれば更に高効率に雷力に疫挽する

ことが可能である。小型焼却炉の発電は起動／停止が多く

運転稼働率も低いので，立ち上がりが速くかつ低コストな

発屯方式が望まれる。現在，小型焼却炉に適合した発屯シ

ステムを開発し，評価を進めている。この中で，熱ー電力

変換装岡までの排気ガス引込み経路の断熱対策，ごみ質や

二次燃焼の状態によって発生する熱交換器表面への付着物

対策，及び熱交換器の強度・腐食対策などに取り糾んでい

る。

5. むすび

一般廃棄物処理における粗大ごみ処理と焼却処理の特長，

その対応技術及び取組について述べた。

粗大ごみ処理については， 自動化及び保守支援技術を導

入して安定操業システムを確立した。今後この技術の適用

拡大によって安定かつ効率的操業へのニーズにこたえたい。

焼却処理については，燃焼制御技術と三次元燃焼シミュ

レーション技術を一般廃棄物処理，産業廃棄物処理へ拡大

展開し，ダイオキシン排出を抑制するシステムを提供して

44 (506) 

しヽく。

今後，よりクリーンな環境へ向けての技術間発が地球環

境保護のために不可欠である。燃焼制御の高度化による有

害物排/!",制御とともに，分解／リサイクルを考廊した設計

など，新たなリサイクルプロセス技術が重要になる。当社

の燃焼制御，エネルギー制御，シミュレーションなどの各

種技術を生かした総合力で環境保全に貢献していく所存で

ある。
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特集論文、_
電カエネルギーの配電監視・計測システム

酒井文明＊ 丹重憲治＊

川口員由＊ 井上雅裕＊＊

石井和宏＊

（
 

要旨

地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量抑制を目的

とした省エネルギーの実行のため，電力使用状況の把握に

よる電力管理によってエネルギーの有効利用を図るシステ

ム2例について説明する。

(1) B/NET電カエネルギー管理システムによる実施例

特別高圧受電(66kV)の組立工場での省エネルギーシス

テム実施例について，日報・月報データ利用による変圧器

損失の削減，各測定点での電力使用量 トレンドデータによ

る無駄の抽出，表計算ソフトウェアによる電力使用量デー

タの加工例を表す。

(2) 負荷監視システム

サブ変電所の低圧主幹フィーダ部に設置される遮断器で

計測したデータを一括で収集 して表示し，各遮断器の電力

量計測による各フィ ーダごとの原単位管理と電流デマンド

計測による設備・フィ ーダの容量監視，漏電監視による電

路と設備の予防保全を行う 。システム構成機器として，低

圧負荷側の電圧 ・電流・ 電力量 ・高調波電流を 1台の遮断

器で監視・計測することが可能とな った計測機能付き 電子

式遮断器と，サブ変電所での一括監視用に使用する 負荷監

視パネルの開発を行った。

負荷監視パネル

計測機能付き電子式遮断器

8/NET伝送線

負荷監視システム

このシステムは，巳／NE丁配電監視伝送ターミナル機能の付いた計測機能付き電子式浬断器と，サブ変電所での一括監視用に使用するグラフ
イカル表示の負荷監視パネルで構成される。

＊福山製作所 ＊＊住環境研究開発センター 45 (507) 



1。まえがき

地球温暖化の原因となる“温室効果ガス”である二酸化炭

索の排出量抑制が，国際的には「気候変動枠条約」で方向付

けがなされている。我が国では，「地球温暖化防止行動計

画」により，国民 1人当たりの二酸化炭索排出屈について，

2000年に，おおむね1990年レベルでの安定化を図るなどの

目標を設定している。さらに，製造業では「エネルギー使

用の合理化に関する法律」（通称：省エネ法）によって，ェ

ネルギー使用合理化努力義務などが求められており，省エ

ネルギーの推進が要求されている。

本稿では，省エネルギーを目的とした，屯力使用状況の

把握を主体とする電力管理によってエネルギーの有効利用

を推進するシステムについて説明する。

2. 電力管理の概要

電力管理の碁本は，管理対象である屯気・ガス・温度な

どのエネルギー関連データを監視・計測し，適正な制御を

行うことによって屯力の有効利用と設備保全を実施するこ

とである。

省エネルギーとなる電力の有効利用を図るには，次のこ

とが重要であり，それぞれについてきめ細かい対応が必要

である。

R使用電力蜀そのものを少なくして屯力批料金を低減

する。

R最大デマンドを抑え，負荷の平準化を図り，契約屯

カの上昇を抑え，契約屯力内で有効に屯力を活用し，

基本料金の適正化を図る。

R力率を改善し，無効屯力抑制に伴う力率割引による

基本料金の低減を図る。

以下に，使用電力屈の計測を主として行うシステムであ

る“B/NET電カエネルギー管理システム”の禅入事例と

“負荷監視システム”について述べる。

(a) 受電室

3. B/NET電カエネルギー管理システム

ビル及び工場の受配屯設備や機器のアナログデータ，パ

ルスデータ，接点データを計測して収集し，常時監祝を行

うとともに日報・月報を作成するB/NET虚カエネルギー

管理システムを使用した，特別高圧受電 (66kV)の組立工

場での省エネルギーシステム実施例について述べる。

受屯点での屯力管理に加えて，サブ変屯所22か所の高低

圧フィーダの計測を実施した。システム構成を図 1に示す。

中央監視装置を受屯点の屯気室及び守衛室に，各伝送端末

悩を既設のサブ変屯所キュービクルに設岡し， 2線の伝送

線による多重伝送によってデータを収集する。中央監視装

置の受虚室及び守衛室での設附状況を図 2に，サブ変屯所

［三ー□三三―]

＇ 

I←||  

し――- ------
B/NET 

No.22変電所

No. l変電所

口：電力計測コントロールユニット

図1. B/NET電カエネルギー管理システム構成例

(b) 守衛室

図2．中央監視装置設置状況

46(508) 三蕊屯機技報 •Vol.71 • No.5 • 1997 



(b) 

(a) サブ変電キュービクル

伝送端末器

（電力計測コントロールユニット B-MRU1)

図 3.伝送端末器のサブ変電所キュービクルヘの設置状況

表 1. 管理日報・月報データ 120 

＼ 管理日報 管理月報

時間帯データ 時間幣1~12 時間幣1~12

日合計 月合計

日最大 月最大

H最小 月最小

H平均 月平均
負荷率 負荷率
月累計

集計データ 粛要率 需要率

夜間率 夜間率

力率 力率

昼間力率 昼間力率

不等率 不等率

キュービクルでの伝送端末器（電力計測コントロールユニ

ット B-MRU1)の設骰状況を図 3に示す。霞力計測コン

トロールユニットば厄子式電力羅計と同一寸法であり，

れまで機械式電力量計が設置されていた場所にそのまま設

置している。この伝送端末器は，計測のディジタル信号処

理により，電カフィーダ計測にこれまで必要であった 5台

の指示計器， 4台のトランスデューサ， 1台の電力搬計が

1台で実現できる。

この実施例での使用電力紐の管理方法のうち，①H報・

月報，②各測定点でのトレンドデータ，③表計罪ソフトウ
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図4. 電力使用量トレンドデータ（昼休み間引き照明制御例）

ェアの 3項目について述べる。

通常の日報・月報以外に，管理データ用帳票である管理

H報・月報として，表 1に示すデータを出力でき，これま

でよりもきめ細かい管理ができる。この実施例では，変圧

器の需要率を監視し，余裕のある変圧器の台数を削減する

ことにより，変圧器の無負荷損を削減した。

各測定点の電力使用批のトレンドデータを分析すること

によって無駄を抽出し，時間制御などによって屯力使用椛

の削減ができる。図 4に昼休みの照明間引き制御を実施し

た例を示す。

フロッピーディスクに出力した計測データを汎用の表計
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図 5. 空調電力使用量のトレンドデータ例

算ソフトウェアに使用できるため，ューザで自由に屯力使

用批の分析ができる。分析例として，建物の空調電力使用

餓トレンドデータの変化を図 5に示す。このデータでは，

電力使用餓が月耀日が最も高く，耀日が経つにつれて金耀

日まで低下する傾向を示している。土曜日と日曜日は，休

屯カエネルギーの配電監視・計測システム・洒JI:•川口•石井・丹重•井上 47(509) 



B/NET伝送ライン (2線）

口
3 NET伝送ターミナル付き
愕霞芝断器

二
B NET伝送ターミナル付き
閂霞芝舌器

二
B.INET伝送ターミナル付き
月霊芝む予器

□工］
BINET伝送ターミナル付き
漏霊遮所器

図 6. 負荷監視システム

llのため，軍力使用｝iしが少なくなっている。こ

れは，空調を使用している月曜 l1から金111inで

の建物自体の蒋熱効果を示しており，早朝での

余熱運転によって虚力使用姑の削減ができる。

この実施例では， B/NET虚カエネルギー

管理システムの消入により， 2%／年の省エネ

ルギー効果を示した。また， IS014001で求め

られている， 日常的な監視・測定のツールとし

て今後とも役立てることができる。

4. 負荷監視システム

4. 1 システム構成

B/NET虚カエネルギー管理システムは中

央監祝を主体としたシステム構成であるが， 口

ーカル監視を目的としたサブ変屯所での監視・

計測を行うシステムとして，図 6に示す負荷監

視システムの開発を行った。このシステムは，

サブ変屯所の低圧主．幹フィーダ部に設置される

遮断悩で計測したデータを一括で収媒し，表示

する。

このシステムは，省エネルギーと予防保全デ

ータの提供が目的であり，各遮断悩の軍力鼠計

机llによる各フィーダごとの原単位管理と，虚流

デマンド計測による設備及びフィーダの容鼠監

視・漏虚監視による氾路と設備の予防保全を行

う。

分散したサブ変屯所を一括して中央で監視す

る場合は， B/NET伝送とのインタフェース

を使用して上位システムとの接続が可能である。

また，負荷監視パネルによってサブ変虚所単独

での監視が可能であり，段階的なシステム構築

を実現する。

4. 2 計測機能付き電子式遮断器

絶縁バリヤ
（着脱でぎる）

トリップ
ボタン

取付け穴

I 

゜
゜

感度電流切換装四

動作時間切換装閤

漏電表示ホタン

テストボタン

定格電流切換装習
引ぎ外し特性切換装習

図 7．計測機能付き漏電アラーム遮断器

表 2. 基本仕様

機 種 叶測機能付き虚千式漏屯アラーム遮断器

形名・極数 NFSOO-ZEP 3P 

外 形
NF/NV同一外形＋
計測機能ユニット（前ifli)

定格虚流 400-SOOA可調整

引き外し特性 マルチ可調整

アラームトリップユニット (ATU) 可能

負荷屯流 (2.5級） 各相デマンド値

虚圧 現在値

閾屯）lJ1t flt t;［ ｛li • ll寺I: il ili)J 1 It 

信
高，凋波・，li流 1, 3, 5, 7次高調波

トリップ原囚表ぷ 過負術／短絡／ili『心
ユ
二 [iliI[llili』乏7Jミ 別売の負術監視パネルで可能
ツ

卜 社測値B/NET伝送 標準装備

遮断岱状態伝送 可能

紺ll1企Iliじi/）ii AC 100-ZOOV 

屯子式遮断器にB/NET配屯監視伝送ターミナル機能

を搭載することで，低圧負荷側の遣圧・軍流・雷力蜻・高

調波電流等を 1台の遮断悩で監視・計測することが可能と

なった。 800Aフレームの計測機能付き屯子式漏電アラー

48(510) 三菱屯機技報・ Vol.71 ・ No.5 • 1997 



表 3.監視・計測仕様

計＼測・記憶項H 能

表示 モニタ
上位システム

での 記憶 備 考
（注1) （注2)

通常モニタ

現在値（デマンド値）

゜゜ ゜
時限0~15分可変 (0分設定時は瞬時値）

屯流 最大値

゜゜ ゜゜
｝前回リセット後の最大値

最大発生 年・月・日・時

゜゜ ゜゜
（デマンド値）

現在値（デマンド値）

゜゜
時限0-15分可変 (0分設定時は瞬時値）

屯圧 最大値

゜゜ ゜
｝前回リセット後の最大値

最大発生 年・月・日・時

゜゜ ゜
（デマンド値）

現在栢尊値

゜゜ ゜
上位システムからリセット後の利t罪値

虚力賊
時間屯力iit

゜゜ ゜時間虚力鼠最大値

゜゜ ゜゜｝前回リセット後の最大値
最大発生年・月• H ・時

゜゜ ゜゜高調波
各相の総合値（デマンド値）

゜゜
時限0-15分可変 (0分設定時は瞬時値）

最大値

゜゜ ゜
｝前回リセット後の最大値

,直:i,,i,,JムIL 
最大発生年・月• H •時

゜゜ ゜
（デマンド値）

遮断器の替報

゜゜ ゜
腎報を発生するとすぐに上位に通報する

AL, AX, ECA (AL, AX, ECA内蔵の場合）

遮断器の漏屯アラーム／トリップ

゜゜ ゜
漏虚アラーム遮断器でATU付きの場合

モードの設定

注 1. 負荷監視パネルを使用。 1台の負荷監視パネルで16台の遮断器の監祝ができる。

注2. B/NETを通して．上位システムでモニタ可能。

図 B. 負荷監視パネル

表 4. 負荷監視パネルの仕様

No. 項 目 仕 様

表示範囲 (W) 115 X (H) 86 (mm) 

1 表示部 表示方式 LCDモノクロ (4階調）

バックライト付き

操作範囲 (W) 115 X (H) 86 (mm) 

2 操作部 （スイッチアイコンで操作部指示）

操作方式 アナログ式タッチパネル

屯源屯圧 AClOO/llOV 

3 制御虚源
15-+10% 

屯源周波数 50/60Hz 

消骰VA lOVA 

ム遮断器の外形図を図 7に，碁本仕様を表 2に，監視・計

測仕様を表 3に示す。このほかに， 400A, 600Aフレーム

の計測機能付き電子式遮断器も製品化した。

特長としては， PSSの小型化技術により，一般の遮浙器

と同一外形で計測用のVTとCTを内蔵している。計測回

各場所GUIアプリケーション

口□
 

>>

ニロニ宣
H/Wコア

CPU 

ROM, RAM 

通信用LSI, 音源

* "TRON’'は， TheReal-time Operating System Nucleusの略称
"ITRON’'は， IndustrialTRONの略称

図 9. GUIプラットフォームの機能構成

路部は遮断器負荷側前面取付けであり，投影面積を同一と

し，スペース効率を良くしている。伝送は，配電制御機器

の高度化を図るために用いられている B/NET伝送を使

用している。また，単体で表示機能を持たせることも可能

である。

4. 3 負荷監視パネル

サブ変電所での一括監視用に使用する負荷監視パネルを

図 8に，仕様を表 4に示す。

この表示器は，設備用システムのグラフィカルユーザイ

ンタフェース (GUI)機器として開発を行い，ソフトウェア

プラットフォームとハードウェアプラットフォームにより，

虚カエネルギーの配屯監祝・計測システム・酒井・川口•石井・丹重•井上 49 (511) 



表 5. ソフトウェアブロック機能

------- 機能プロック名 概略機能

各場所GUI 各場所GUIプログラム

カスタマイズ領域 アプリケーション 各場所の独自の操作器画面／手1韻管理プログラム

ユーザプログラム GUI機能以外のプログラムなどの領域

GUI基本クラス
GUI動作のための基本プログラム群

（フレームワーク）
（手順管理，メモリ管理，インスタンス管理，画

像管理，データベース管狸）

GUI-OS 
GUIエンジン GUIオブジェクト管理，メッセージ交換機能

GUI部品

部品ライブラリ （画面テンプレート，ボタンセレクタなどの基本

表示用部品ライプラリ）

グラフィックライブラリ 描画プログラム群（カラー／モノクロJll)

NOS (Network OS) NOS 通信プログラム

μITRON3 小型リアルタイムマルチタスクOS
ハードウェア

各種ドライバ群 ハードウェア依存のドライバプログラム群
プラットフォーム

ハードウェア ハードウェア

| 
一覧表示切換えボタン

ド[
|
|
]
 

レ'j
 

卜イ
ー
／

l

夕 遮断器名称

I 
刻

j
時

スクロー）レエリア

面
ン

画
タ

ー
定
ボ

設
え

期
換

初
切

スクロール
ェリア 画面終了ボタン

(a) 遮断器データ一覧 (b) 遮断器データ表示

図1□.遮断器データ表示例

各設備監視に共通なGUI表示器の提供を実現した。また，

アプリケーションソフトウェアの設計に際して，オブジェ

クト指向分析によって設計の効率化と品質の向上を図り，

操作方式・表示方式についても操作1生評価手法の確立によ

って共通化を実現した。図 9にGUIプラットフォームの機

能構成を，表 5にソフトウェアブロック機能説明を示す。

図10の遮断器データ表示例に示すように，サブ変屯所の

低圧主幹遮析器一括監視と各遮浙器の詳細データ監視が，

容易にかつ操作性良く実現できる。

5. む す び

泣力管理における省エネルギーシステムについて，事例

と小規模システムについて述べた。これからは，ますます

きめ細かい原単位管理が要求されるものと考えられる。

今後は，計測データの分析と省エネルギーの実施に直結

した制御機能の充実と，省エネルギーにとどまらず省賽源

を実現するシステムの開発を辿展させる所存である。
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要旨

オゾン層の破壊や熱帯雨林の減少など，地球規模での環

境変化が様々な形で顕在化している。地球環境の保全は

“美しい地球”を守るために全人類に共通の命題である。衛

星によるリモートセンシングは，高度500~800kmの低軌

道周回衛星に搭載した複数のセンサにより，数日から数十

日周期で地球全体の気象・気候変動などを継続的に観測し

ており，地球環境問題解明に大きな役割を果たしている。

1985年には米国航空宇宙局(NASA)のオゾン全量分光

計によって南極上空にオゾンホールが観測され，三菱電機

（以下“当社”という。）が開発したJERS-1搭載の全天候型

の合成開ロレーダによってアマゾン流域の熱帯雨林の減少

などが観測されている。また，＇ 97年初めのナホトカ号重

油流出事故では，カナダのRADARSATが細い帯状の重

油汚染分布をとらえている。

宇宙開発事業団(NASDA)は世界に先駆けて'96年 8月

に本格的な地球環境観測衛星“ADEOS（愛称：みどり）”を

打ち上げ，取得データは既に国内外の共同研究機関に配布

されている。

当社は， ADEOSや後継機のADEOS-IIのシステムイン

テグレータとして，衛星本体や地圏観測の高性能可視近赤

外放射計，及び天候や昼夜の別なく水圏観測ができる高性

能マイクロ波放射計などを開発し，地球環境観測に貢献し

ている。

今後は衛星運用やセンサ運用，データ交換などの国際協

力を今まで以上に進める。また全地球観測システムの整備

も必要となる。

道
星脇静中

ロ

5
 

ロ
ニこ氾《疇

周回軌道
地球観測衛星

火山贖火

臨洪水
こ湖 沼汚 染

c 
資源探査

植生，
土選分布 ＜二＞

砂漠化

衛星によるリモートセンシングの概念とシステム構成図例

地球観測センターとデータ解析研究センターは，各種センサによって取得したデータの受信・記録・処理及びデータ利用者への配布を行ってい
る。観測データは海外局や受信契約を結んだ外国局経由でも取得され，また国内外のセンサ供給機閑へのデータ提供も行っている。観測データ
は通常は1周分（約100分）衛星上で記録され，観測衛星が地球局上空を洒過するときの可視範囲（約10分）内で数十Mbps以上の速度で高速再生し
て伝遼している。
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1. ま えが き

1992年 6月にリオデジャネイロで“環境と開発に関する

国際会議（地球サミット）”が開催され，オゾン層の破壊，

地球の温暖化，酸性雨，大気汚染，海洋汚染，熱帯林の減

少，砂漠化，火山噴火などに対する“環境保全”の観点と，

農林水産業，国土利用，地下査源，建設，運輸などの“開

発”の観点との調利が必要で，このために地球観測システ

ムの構築を推進しようという決定がなされた。

地球環境問題は地球規模での長期的な環境・気候変動の

問題であり，この解明のためには気圏・水圏・地圏•生物

圏の動態を把捏し，これら各圏の相互作用を含めた地球規

模でのエネルギーの流れや物質循環のメカニズムを明らか

にする必要がある。このためには，広域かつ開期的に継続

して観測・監視が行える衛星によるリモートセンシングが

極めて有効な手段となっている。

本稿では，当社がこれまでNASDAや閲資源探査用観測

システム研究開発機構(JAROS)などの指導を受けながら

開発を進めてきた衛星リモートセンシングによる環境観測

の現状について紹介するとともに，今後のリモートセンシ

ング利用の方策について述べる。

2. 衛星による地球環境観測の仕組み

2. 1 地球観測の仕組み(1)~(3)

衛星によるリモートセンシングでは，通常は高度500-

800kmの低軌道周回衛星に観測目的別に搭載した複数の

センサにより，数日から数十日周期で地球全体を観測する。

地表や海表を観測するセンサでは，対象となる物質の放

射・反射特性や散乱特性を測定するため，可視光線から赤

外線の一部（近赤外～熱赤外）の波長帯及びマイクロ波帯が

用いられる。一方，大気を観測するセンサでは，大気を構

成する気体分子による吸収を利用して観測を行うため，特

定の帯域（例えば，オゾンの観測では紫外域，熱赤外域）を

用いることが多い。観測センサから得られた各スペクトル

のレベルデータや位相データなどから地表の状態や組成，

大気の成分などの物理量を測定し，植生の環境，水の分布

とその動態，大気の組成成分，火山噴火とその影響等の情

報を得ることができる。表 1に地球環境の観測項目と主な

観測センサを示す。

2. 2 ADEOSによる地球環境観測(4)(5)

日本の地球観測衛星はNASDAが'87年に打ち上げた海

洋観測衛星(MOS-1)が最初で，＇ 90年にはMOS-lb,'92年

には地球資源衛星(JERS-1)を打ち上げ， JERS-1は現在

表 1.地球環境の観測項目と主な観測センサ

目 的 観測項目 観測センサ（搭載衛星）

大気温度

陸上風

海上風
NSCA T (ADEOS), Sea Winds/ AMSR (ADEOS-II), 
AMSR-E (EOS-PMl) 

大気ダイナミックス／ 水蒸気 AMSR (ADEOS-II), AMSR-E (EOS-PMl), PR (TRMM), 

オゾン）iりの破壊 水エネルギー循環 降水械 雲レーダ (ATMOS)

地球の温暖化 雲分布
A VHRR (NOAA), OCTS (ADEOS), GLI (ADEOS-II), 

環 酸性雨 雲レーダ (ATMOS)
境 大気汚染 雲頂高度，雲厚 雲レーダ (ATMOS), LIDAR（ライダ実証衛星）
保 海洋汚染 エネルギー収支
全 熱幣林の減少

海面温度 A VHRR (NOAA), OCTS (ADEOS), GLI (ADEOS-II) 
砂漢化

火ll」IItt火 海洋ダイナミックス
水温 AMSR (ADEOS-II), AMSR王 (EOS-PMl)

海面ジオイド

炉IIL八J） ”/I,'町〈又ti: 

温室効果ガス IMG (ADEOS) 

大気科学 オゾン等 TOMS/ILAS/RIS (ADEOS), ILAS-II (ADEOS-II) 

エアロゾル OCTS/ILAS (ADEOS), GLI/ILAS-II (ADEOS-II) 

海洋生物 海色，海洋生物 OCTS (ADEO$), GLI (ADEOS-II) 

雪氷
積雪水1it，氷床水抵， AIVISR (ADEOS-II), AIVISR-E (EOS-PMl), SAR (JERS-1), 

間
国土調査 氷床高度，海氷分布 P ALSAR (ALOS) 

衰源探査
植生分布

A VHRR (NOAA), OCTS (ADEOS), GLI (ADEOS-II), 

発
裳業用地の選定 SAR (JERS-1), P ALSAR (ALOS) 

防災 陸域 土地被悛，地形，地質 A VNIR (ADEOS), A VNIR-2/PRISM (ALOS) 

土壌水分，地表面変動 SAR (JERS-1), P ALSAR (ALOS) 

地表面温度
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も運用中である。

各国とも今後の観測の主題を環境観測や災害監視におい

ており，特に地球環境変化のタイムスケールが長いことを

勘案して衛星のシリーズ化を計画している。これら地球環

境観測衛星シリーズのうち，最初に打ち上げられたのは日

本の“ADEOS(AdvancedEarth Observing Satellite)シ

リーズ”であり， NASDAが'96年 8月17日に 1号機（愛

称：みどり）を打ち上げ，同l]月から定常運用している。

2番目は米国NASAの“EOS(Earth Observing Satellite) 

シリーズ”で‘,'98年 6月に 1号機(EOS-AMl)が打上げ予

定であり，欧州 ESAでば‘ENVISATシリーズ”の'99年打

上げなどが計画されている。

日本ではさらに日米共同プロジェクトによる“熱僻降雨

観測衛星(TRMM)シリーズ”の開発が進められており，

また“陸域観測衛星(ALOS)シリーズ”の検討も始められて

いる。

ADEOSは，地球温暖化，オゾン層の破壊，熱帯雨林の

減少，異常気象の発生など， 日米仏の国際協力による地球

環境監視を目的とした地球観測衛星である。取得データは

既に共同研究機関に配布されており，間もなく一般ユーザ

も利用可能となる。当社はNASDAからADEOSのシステ

ムインテグレータ，及び主要なセンサの一つである高性能

可視近赤外放射計(AVNIR)等を受注し，製作メーカとし

て開発を担当した。表 2に，搭載されているセンサの主変

諸元を示す。

'99年には ADEOS-IIが打ち上げられる。 ADEOS-IIは

ADEOSの観測ミッションを継承するとともに，水に関す

る様々な物理畑（水蒸気賊，降水械，海面水温，海上風，

海氷など）を昼夜の別なく，また雲の有無にかかわらず観

測できる高性能マイクロ波放射計 (AMSR)等を新規搭戟

する衛星である。 AMSRは若干の仕様変更を加えて米国

EOS-PM]にも AMSR-Eとして搭載される。当社はNAS

DAから衛見システムインテグレータと J¥MSR, AMSR 

E及び地上のAMSRデータ解析処理設備や筒易データ収集

システム (DCS)等を受注し，製作メーカとして 1}廿発を担

当している。図 1にADEOS-IIの飛行想像図を示す。

図 1.ADEOS-IIの飛行想像図 (NASDA提供）

表 2.ADEOSに搭載されているセンサの主要諸元

センサ名 開発国 間発機関 観 測 目 的 概 略 仕 様

観測輻：約80km
観測バンド：

高性能可視近赤外放射計
H本 宇宙開発事業団 陸域及び沿岸域

可祝域 3バンド，近赤外域 lバンド

(AVNIR) パンクロマチックバンド（ii[視域） 1バンド

地表分解能：約 8m （パンクロマチックバンド）

約16m（マルチバンド）

紺↓illll輻：約1,400km

海洋海温走査放射計
観測パンド：

日本 宇宙開発事業団 海色及ぴ海表面温度 可視域 3バンド，近赤外域 lバンド
(OCTS) 

中間赤外城 lバンド，熱赤外域 3バンド

地表分解能：約700m

米国航空宇宙局／
潅見m111i晶： 糸勺1,200km

NASA散乱計
米国 ジェット推進 海上風の風向，風速の測定

観測周波数： 14GHz
(NSCAT) 風速測定精度： 2m/s

研究所
風向測定精度： 20'

オゾン全賊分光計
米国航空宇宙局／

紺む則l幅： 2,565km
(TOMS) 

米国 ゴダード宇宙飛行 オゾンの測定
潅比油li皮長： 308.6-360.0nm(6ノゞンド）

センター

地表反射光観測装置
仏国

国立宇宙開発 地表表面や大気で反射される 観測輻： 1,825km X 2, 470km 
(FOLDER) センタ 太I湯光の偏向と方向性の測定 観測波長： 443-910nm(9バンド）

温室効果ガス観測装置
大気中のCO2,CH,, N,O, 

観測輻： 550km
(IMG) 

日本 通産省立地公害局 その他の温室効果ガスの地域
紺む！llj波長： 3.3-14μ!11 

分布のillll定

改良型大気）弄l緑赤外分光計
極域における大気の徴拭成分

観測波長： 753-784nm,6.21-ll.77μm 
(ILAS) 

日本 環境庁企画調整局 （オゾン， CO2,CHぃ応0,
観測高度:10-60krn 

エアロゾル）高度分布の測定

地上・衛星間レーザ長光路
地上局」こ空のオゾン，フロン，

吸収測定用リトロリフレクタ 日本 環境庁企画調整局
CO等の濃度測定

観測波長： 0.4-l4μm
(RIS) 

衛星リモートセンシングによる地球環境観測・岩橋•井村 53 (515) 
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3. 環境観測によって得られる解析画像

3. 1 オゾン層の監視(6)

地球を紫外線から守っているオゾン陪破壊の問題が大き

く注目を集めるき っかけとなったのは，＇74年に“冷媒や洗
1981.10.15 1982. IC. 15 1983.10.15 

19E4. 10. 15 1985. 1:. I: 19e6. 10. 15 

1987.10.15 19:B. 10. 15 1,89..), 15 

• 993 1 ?． '5 : 99'1 0 : ； 

図 2. 1981年から 1991年の南極上空のオゾン分布の変化

(NASDA提供）

図 3. ADEOS搭載のTOMSによる南極上空のオゾン分布

(NASDA提供）

、
¥
'
/

ーヽノ

図 4. NOAA搭載のAVHRRによる世界の植生分布

(NASDA提供）

ーヽ
ノ

(a) 噴火前 (b) 噴火後

図 6. LANDSAT搭載のTMによる普賢岳(NASDA提供）
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q:··,; 曹'` • '
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．疇

¥
'
 図 7. SPOT搭載のHRVによる紋別沖の流氷分布

）
 

図 8. JERS-1搭載のSARによる紋別沖の氷の厚み分布
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浄剤として広く利用されているフロンによってオゾン層が

破壊されている”という米国の科学者の研究発表であった。

図 2は米国観測衛星によって観測された'81年から'91年

の10年間の南極上空のオゾン分布の変化を示したもので，

'85年にはオゾンの屈が極端に減少するオゾンホールとい

う現象が観測され，国際世論に衝撃を与えた。これまでに，

大気循環によって極地方で特に春先にオゾンが最も減るこ

とが解明されており，北極上空でもオゾン層破壊が観測さ

れ，オゾンホールに発展するのではないかと懸念されてい

る。この結果，国連環境計画(UNEP)はフロン生産の規

制を決め， 2000年までにはハロン等関連物質を含めて全廃

することが採択されたわけである。

図 3はADEOS搭載のオゾン全紐分光計(TOMS)によっ

て'96年 9月12日に取得された南極上空の初画像によるオ

ゾン分布である。 “RIS” と呼ばれる環境庁が開発した装固

は，地上から照射したレーザビームを鏡を使ってはね返し，

返ってきた光の波長を地上で分析して，オゾン最などを計

測する。このように新しい観測によって実態の解明が進み

つつあるが，フロン全廃の後でも一度壊れたオゾン層がこ

の先どうなるかはまだ明らかではない。

3.2 地表の監視(7)

地球環境観測で最初に注目されたのは， NOAA衛星に

搭載された AVHRR (Advanced Very High Resolution 

Radiometer)である。 NOAAは，米国海洋大気局 (NOAA)

が常時 2~ 4機体制で運用している周回軌道の衛星シリー

ズである。 AVHRRは本来海面温度の計測と雲の観測を目

的とした気象センサであるが， 5バンドある波長帯域のう

ち，可視と近赤外のバンドを用いることにより，グローバ

ルな植生の変化をとらえることに成功した。図 4に

NOAA搭載の AVHRRによる'88年の世界の植生分布を示

す。この継続的な観測により，熱帯雨林の減少や砂漠化の

進行具合を監視できる。

図 5にJERS-1搭載のSAR（合成開日レーダ）で取得した

アマゾン流域のモザイク（重ね合わせ）処理画像を示す。

図 5.JERS-1搭載のSARによるアマゾン流域

(NASDA提供）

衛星リモートセンシングによる地球環境観測・岩橋•井村

SARは衛星からマイクロ波のパルスを次々と送信し，地

表面からの後方散乱波を受信して，位相情報を含む信号を

データ処理することによって，あたかも大きなアンテナで

観測するのと同じ効果を得ることができる。 JERS-1搭載

のSARは当社がJAROSから受注して製作メーカとして開

発したもので， Lバンド (1.7GHz)を使用し，アンテナ寸

法が約ll,9mX2.4mであるが，進行方向に約14kmの開日

長のアンテナを用いたことと同じ効果を得て， 18mの高分

解能を実現している。 SARはアマゾン流域のような多雨

地方でも雲に影評されることなく且夜の別なく観測できる

ので，本来の目的であった査源探査だけでなく，熱帯雨林

などの植生の状態監視センサとしても注目されている。

図 6(a), (b)は噴火前後の蒋賢岳を米国LANDSAT5号

のTM(Thematic Mapper)でとらえた画像で，＇ 88年 4月

の緑豊かな一骨が，噴火後の'92年 9月に，降灰や土石流

の被害域に大きく変わっていることが分かる。

3. 3 海表の監視

増え続ける大気中の二酸化炭索が主要因で，地球の温暖

化が進行している。気温の上昇は海水面を膨脹させたり，

南極やグリーンランドの氷河や氷床を溶かし，海面を上昇

させる。現在， 日本の海岸線約34,000kmのうち， 自然の

ままの砂浜が約6,700kmを占めるが， 30cmの海面上昇で

半分， lmの上昇で 9割が浸食されるという報告もある。

二酸化炭索は石油•石炭等の化石燃料を燃やすことで大

気中に放出されて増大し続けており， また本米バランスが

とれているはずの自然界での二酸化炭索の収支バランスも

森林の消滅等で崩れ，放出超過となっている。このため地

球の温暖化は生産活動を制限しない限り避けられないとの

悲観的な見方がある一方で，さんご礁は熱帯雨林よりも多

くの二酸化炭索を吸収しており，人工さんご礁の造成によ

って温暖化が相当防止できるという報告もある。いずれに

しても，これらの海表・地表・大気の状態は，従来からあ

る地上や航空機による観測に加え，現時点ではまだ観測内

容や頻度に制限があるが，観測衛星によるリモートセンシ

ングで相当の監視ができる。

カナダのRADARSATに搭載のCバンドSARが'97年初

めのナホトカ号重油流出事故で細い帯状の重油汚染分布を

観測し，新聞に掲載されたのは記憶に新しいところである。

図 7と図 8は，北海道紋別沖上空の衛星観測データから

当社が流氷の画像解析を行い，紋別市に提供した一例であ

る。図 7は仏国SPOT搭載のHRV(High Resolution Vis-

ible)の'94年 2月の観測データから流氷分布を求めたもの

で，地上レーダよりも観測頻度は少ないものの，広範圃を

一度に観測できるので，オホーツク海域からの流氷の漂着

状況が分かる。図 8はJERS-1のSAR画像解析によって氷

の厚み分布を求めたもので，厚い氷を避けて航行すること

で船の安全性の確保と燃料節約などに利用できる。
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表3．環境分野における今後のリモートセンシング利用の方策

分光帯城の増加

表 3は，環境分野における今後のリモ

ートセンシング利用の方策を，センサ，

観測体制，データ利用に分けてまとめて

示したものである。これらの必要性は関

係者では認識されている項目が多く，実

際， NASDAを始め関係機関を中心に積

極的に活動が進められている状況である。

センサ関連

観測体制関連

目的に合ったセンサ（スペクトル）の充実
全天候型センサの充実
空間的分解能の向上

観測頻度の増大

多数の衛星によるリアルタイム観測
長期モニタリングシステムの構築
短期間・局所的現象に対する予測体制構築

海域での汚染物質（有機物質，懸濁物等）把握や環境監視
多様なセンサの有機的組合せ

データの高頻度・リアルタイム提供
地域計両等への入カデータ

5. む す び

データ利用
地方自治体等への実況局等の設附，衛星網との直結による定常的監視
地球レベルの大気，水蒸気，森林など環境状況のTVによる定期的放映

地球環境の保全ば‘美しい地球”を守る

ために全人類に共通の命題である。地球

環境問題は地球規模での長期的な環境・

4. 今後のリモートセンシング利用の方策

これまで，オゾン層の破壊や酸性雨，熱帯雨林の減少な

どの観測結果が新聞などにも掲載され，一般市民でも環境

問題の関心は日増しに高まってきている。

地球環境間題の解決のためには，地球規模で常時，長期

的に気圏・水圏・地圏・生物圏の動態を把握し，これら各

圏の相互作用を含めた地球規模でのエネルギーの流れや物

質循環のメカニズムを解明する必要がある。このためには，

従来から行われている地上観測や航空機による観測と合わ

せて，広域かつ周期的に継続して観測・監視が行える衛星

によるリモートセンシングが極めて有効な手段となってい

る。

天気予報でおなじみの日本の“ひまわり”など気象衛星に

よる観測体制は全世界で整備され，グローバルな気象デー

夕取得の大きな一腐を担っている。しかし，地球環境情報

の把捏のためには，天候及び昼夜の別なくより多くのデー

タ（物理情報）が観測でき，地上分解能も高い低軌道で周回

する地球観測衛星による観測システムがより有効となる。

現在，各国で地球観測衛星の受信・処理システムが構築さ

れ，運用されている。しかし，今後はより有効な地球観測

情報システムの整備が必要である。

すなわち，衛星とセンサに関して言えば，地上分解能を

高くすれば元の位置に戻ってくるまでの回帰日数が増え，

多くの情報を観測するためには多くのセンサの搭載が必要

となり，複数の観測衛星を常時運用する必要がある。また，

より観測精度の高いセンサの開発も必要となる。

地上システムに関して言えば，得られた物理情報から精

度の良い所望の環境・気象情報を算出するためには， より

良いアルゴリズムと解析ソフトウェアの開発が必要で，ま

た，利用者への情報提供のためには，一部実現されている

が， より迅速な配信系(8)の整備が必要となる。

システム全体に関して言えば，衛星運用やセンサ運用，

データ交換などの国際協力を今まで以上に進め，全地球観

測システムの整備が必要となる。
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気候変動の間題であり，この解明のために地球観測衛星を

用いたリモートセンシングが極めて有効な手段となってい

る。

当社は，これまで培ってきたこの分野での技術をベース

に，今後も衛星によるリモートセンシング技術の向上発展

と環境保全に積極的に貢献していきたいと考える。

最後に，環境問題の解明・解決に当たられている環境庁

ゃ，地球観測衛星や観測センサ及び地上システムの開発に

携わってこられた科学技術庁／宇宙開発事業団 (NASDA)

や闘リモート・センシング技術センター (RESTEC)，通商

産業省／偲オ）資源探査用観測システム研究開発機構

(JAROS)や閲資源・環境観測解析センター (ERSDAC)の

方々を始め、多くの関係各位に謝意を表する。
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規模情報制御システムにおける
品質システム

富永善治＊ 浜田賢二＊

内藤俊文＊＊ 小川清史＊

横山勲＊

要旨

三菱電機（株）制御製作所（以下“当所”という。）は，電力，

工業，公共プラント等において，プラント取りまとめ機能，

及びその中核となる情報制御システムの設計・製作という

極めて社会的責任の重い業務を担っている。一方，我々を

取り巻く市場環境は，メガコンペティション，規制緩和と

大きく変化する中，品質面においてはより有効で透明性が

高く，コストパフォーマンスのある品質システムが求めら

れている。

このような背景の下，

(1) 顧客の要求する品質を達成するためのシンプルで有効

な品質システムの構築

(2) より良い品質システムの構築による利益の創出

を目的に1S09000シリーズに基づく品質システムの構築活

動を行い， 1996年10月までに全事業分野にわたって認証取

得に成功した。この活動を通じ，従来の品質システムを

ISOの要求事項に基づいて再構築するとともに，品質計画，

妥当性評価，構成管理，品質システムのPDCAサイクル化

と統計的手法の導入など，新しい概念を導入して品質シス

テムの高度化に成功した。

この結果，審査機関(Lloyd'sRegister Quality Assur-

ance: LRQA社）から大規模情報制御システム（ソフトウ

ェア (S/W)も含めて）の製造事業所として世界のトップ

レベルにあるとの評価を得るとともに，大幅な品質改善の

成果を上げることができた。
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牛土集論文
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1. まえがき

当所は，社会の基盤となる電力，工業，公共プラント等

において，

Rプラント計画を始めとするプラント取りまとめ機能

Rその中核となる情報制御システムの設計・製作

というシステムインテグレータの役割を担っており，その

業務内容は複雑多岐にわたっている。

一方，我々を取り巻く市場環境は，メガコンペティショ

ン，規制緩利と大きく変化する中，品質而においてはより

有効で透明性の高い，コストパフォーマンスのある品質シ

ステムが求められている。

このような背景の下，当所は1993年からIS09000シリー

ズに悲づく品質システム構築活動に取り組み，＇ 96年10月

までに全事業分野にわたって認証取得に成功した。 S/W

を含む大規模情報制御システムにおける品質システム構築

事例として紹介する。

2. 1S09000シリーズに基づく

品質システム構築活動の目的

品質システム構築に際しての活動の目的，品質モデルは

次のとおりである。

（］） 活動の目的

(a) 顧客の要求する品質を達成するためのシンプルで有

効な品質システムの構築

(b) より良い品質システムの構築による利益の創出

品質モデルとしては下記を採用した。

IS09001 :設計，開発，製造，据付け及び付帯サ

ービスにおける品質保証モデル

IS09000-3 : IS09001のS/Wの間発，供給，保守

への適用のための指針

(2) S/W開発のライフサイクルモデル

ISOでは特定のライフサイクルモデルの採用を規定して

いないが，ウォータフォールモデルを基本とし，一部プロ

トタイピングモデルを組み込んだ。

3. 当所システムビジネスの特徴と

品質面での課題

各種産業分野における特定顧客向けの大規模個産ビジネ

スの特徴は，

（］） 他のプラントメーカ（土木・建築・機械メーカ，又は他

の計装・慮機メーカ）とのコンカレントな共同事業であり，

相互のインタフェースが多く，かつプラント建設過程で仕

様変更が多発する。

(2) プラント建設という特殊性から，ューザとメーカ廿i]で

長年にわたって培ったプラントノウハウという無形の共同

財産を前提としており，すべての仕様が顧客からドキュメ
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ントベースで提示されることはほとんどない。

真に顧客の要求する仕様をシステムに盛り込むのはメー

力側の責任であり，正にその仕様決定能力が他社差別化，

市場競争力の源泉となっている。

であり，品質面では図 1に示すように，

R品質計画の明確化

R設計検証と妥当性確認

＠構成管理（特にS/W)の徹底

＠品質システムのPDCAサイクル化と統計的手法の消

入

が特に重要な課題である。

以下に， IS09000シリーズの要求事項に基づき，これら

品質面での課題をどのように当所ビジネスに展開したかを

紹介する。

4. 品 質 計 画

プロジェクト開始に当たり“品質要求事項をどのように

満たすか”を品質計画書として策定する。品質計画書は，

(1) QC工程図（図 2)

プロジェクト（個別オーダ）に依存しない品質計画書とし

て標準的な生産フロー，及びこれに伴うすべての品質管理

活動とその詳細（規程，基準，品質記録等）を規定したもの

である。

(2) 個別品質計画（図 3)

①プロジェクトの特性（例えば新製品適用工事，部分適

用工事， リピート工事等）に基づき， QC工程図で規定した

品質管理活動のうちどの項目を適用するか。②機能，性能

などプロジェクトで要求される特筆すべき要求品質を定義

し，計画，設計，検証の各段階で織り込むべき又は検証す

べき品質アイテムを規定したもの。の 2種類とし，プロジ

ェクトに携わる全員に品質計画を明確にした。

5. 設計審査と妥当性確認

5. 1 設計一般

設計の各フェーズ（システム設計， S/W設計，ハード

ウェア (H/W)詳細設計等）の基本形を図 4に示す。

アウトプット（次フェーズヘの引渡し， tli図，仕様連絡，

発注等）に先立って設計審査を行うが，社内における設計

継続的な品質システムの改善
品質システムのPOCA化と

統計的手法の導入

図1. 当所システムビジネスの特徴と品質面での課題
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審査と社外における設計審杏，すなわち承認申請と承認返

却の 2段階で実施する。

5.2 要求品質の定義と設計審査

システム基本設計で一番困難なのは，要求品質の定義

（インプット）である。

契約仕様で決定した項目以外に，

R準拠規格類

R先行納入プラント（流用の場合）

Rメーカとして配應すべき事項（例えば， RAS(Reli-

ability, Availability, Serviceability)，拠常処理，

システム裕度等）

など，どれに基づいてシステム基本設計を行ったかを明確

にするとともに，設計審査においては，

R開発要索を含む場合は開発計画及び開発目標（性能，

機能）の確認

0初品要索を含む場合は初品管理計画の確認

Rメーカとして配應すべき事項の確認

R過去の不具合事例の反映の確認

が重要となる。

5. 3 妥当性確認

従米の設計検証(DesignVerification)に加え，妥当性

の確認(DesignValidation)がIS01994年度版から追加さ

れた。

当所においては，システム総合試験を妥当性確認行為と

位置付け，契約薯で定義された要求事項以外に

も“システムの使われ方”“RAS”“巽常処理”“シ

ステム裕度”等をシステム基本計画に織り込む

とともに，システム総合試験でその達成度を確

認する。

6． 構 成 管 理

6. 1 構成管理の位置付け

IS09000-3対応で，下記の背景から構成管理

は最重要項目と位置付けている。

仕様因（タスク構造設計）

グラム仕様書（モジュール構造設計
試験仕様因

プログラムソースリスト

細目表
シーケンス

図面
摘要表

(1) 背景

S/W開発の特徴の一つは“いとも簡単に変

更を加えることが可能であり， したがって開発

中の変更回数が多く，これがS/W開発を難し

いものにする。”であり，開発の過程で作成され

図2. QC工程図（概略）

図4.設計フェーズの基本形

要求品質の実現方法

“十画段階 1判定 1 設註段階 1判定 1 製造段階 ！判定 1 検証段階

特に必要な検証設

偏も定辰すること

判定

0異常処理

0性能

0冗長設計

iL 

ソースプログラム

オブジェクト 1ユーティリティ
プログラム 開発ツール

図3.個別品質計画書 図5. ソフトウェアアイテムの構成

大規模梢報制御システムにおける品質システム・富永。内藤・横山・浜田・小川 59 (521) 



図6. 品質システムの維持，改善活動概要

1 0 

0 8 

0 6 

0 4 ```̀`` 
0 2 

゜'91 '92 '93 '94 ‘95 ‘96（見込み）

年

注 '92年を1とした場合の障害発生率

図7. ソフトウェア品質指標に見る改善効果

るS/Wァイテムの変更を体系的に管理し，常に正確に最

新版を把捏して混乱が生じないようにすること，すなわち

構成状態を維持，管理することが重要である。

(2) S/Wァイテム

S/W開発の中間段階，又は最終段階で作成されるS/

W製品を構成するもの（システム仕様書， S/W仕様書，

プログラム仕様書，各種試験仕様書，テストプログラム，

ユーティリティ，ソースプログラム，オブジェクトプログ

ラム）である。

6.2 構成管理活動の内容

(1) 構成の識別とトレーサビリティ

(2) 変更管理

(3) ベースラインの設定

の三つの活動から成り立つ。

6. 3 構成の識別とトレーサビリティ

図 5のようにS/Wァイテムの構成を定義し，それぞれ

のS/Wァイテム間のトレーサビリティをとる。

例えば，

〇ソースプログラム副番図は，

Rプログラム仕様書副番国に基づき作成され，

R単体試験要領書副番国で試験する。

60 (522) 
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などすべてのS/Wァイテムがユニーク

に関連付けられていること（トレーサビ

リティがとれていること。）。

6.4 変更管理

S/Wァイテムの一部に変更が発生し

た場合，それに関連するすべてのS/W

アイテムを遥正に変更する（構成を維持

する。）。

例えば，あるモジュールプログラムを

変更した場合，し-れに同期して関連する

すべてのモジュールとプログラム仕様書

類が変更され，改訂されることである。

6. 5 ベースラインの設定

S/Wァイテムが構成管理の制御の下

に入る段階をベースラインと呼び，これ

以降の構成管理を行う（ベースラインは原則として設計か

ら品管への引渡し時点である。）。

7. 品質システムのPOCAサイクル化と統計的手法

品質システムを生産技術の変化，要求品質のレベルの変

化に対応して常に最適化するため， PDCAサイクル化が必

す（須）である。

当所では、図 6に示す品質情報管理システム (QIS,

QUC)を禅入し，品質システムの維持，改善，最適化を実

現している。

8. むすび

三菱虚機（悧制御製作所の品質システムは，認証機関(LR

QA社）から“H/Wのみならず， S/Wも含めてこれだけ

の品質システムを持ち，間違いなく世界のトップレベルに

ある。”との高い評価を得た。また，図 7に示すように，シ

ステム総合試験における障害発生率も '92年度比で50％近

く低減に成功した。

システム，とりわけS/W生産技術の進ちょく（捗）は目

詑ましく，また評価技術も CMM(Capability Maturity 

Model for Software :ソフトウェア開発プロセス成熟度

モデル）など新たな試みが進んでいる。匪界に先駆け，シ

ステム， S/W, H/Wの全領域で生産性を飛躍的に高め

るとともに，これを裏付ける品質システムの革新を行い，

今後とも最高の品質を確保しつづける決意である。

参考文献

(1) 久米均 編：品質保証の国際規格第 2版，日本規格

協会 (1995) 

(2) 飯塚悦功 編：ソフトウェアの品質保証， H本規格協

会 (1995)
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炉土集論文
寸， l | 

基幹系クライアント／ ‘‘‘ —ゾヽン‘ テム
品質保三

要旨

業務アプリケーションシステムは基幹系と情報系に大別

されるが，クライアント／サーバ(C/S)システムでは，

今後，基幹系での導入が進むといわれているの

本稿では，基幹系業務を対象としたC/Sシステムの構

築で実施した品質確保の施策と，その成果を 3例紹介する。

(1) データ中心アプローチ(DataOriented Approach・・

DOA)によるデータベース設計

DOAは，帳表などで使われているデータ項目の中から

管理対象となる実体（エンティティ）を抽出することにより，

業務変革に影響を受けずに，ライフサイクルの長いデータ

ベースを構築することができる。

(2) プロトタイピングによるシステム実現性の評価

①帳表の収集
売掛残高一覧表
得意先元帳

売上日商品名

三

＜売上＞
伝票番号

担当者コード

得意先コード

売上日
支店コード

売上金額合計

＜得意元＞

得意先コード

得意先名

＜売上明細＞
伝票番号

行番号

商品コード

単価
売上金額

テータ中心アプローチによる概念テータベースの設計手順

大友栄悦＊

プロトタイプは，実際に構築しようとするシステムの一

部の機能を作成し，システムの実用性を評価する方法論で

ある。プロトタイプの滴用により，客先の満足度の高い両

面操作性を実現することができた。

(3) 鼠産化フェーズでの品質管理

屈産化工程では，プロトタイプを用いたスパイラルアプ

ローチを適用し，実用システムの品質を確保した。ユーザ

インタフェースに関する多くの要望を取り入れることによ

り，客先の満足度も高まった。

プロトタイプとDOAの適用により，画面レイアウトへ

の大きな変更もなく，データベースヘの項目追加も最小限

にとどまり，高いシステム品質を確保することができた。

得意先コード

得意先名

売上日
商品コード

伝票番号

作成者コード

得意先コード
得意先名

売上日
支店コード

支店名

行番号

商品コード

商品名

単価
売上金額

データ中心アプローチによるデータベースの概念設計の手順は次のようになる。①現状の業務で使用している帳表類を収集サる。◎収集した
帳表からデータ項目を抽出サる。⑪収集したデータ項目を命名規則により，名称を統一しながら正規化を行い，エンテイティ（管理対象となる実
体）に分割サる。＠帳表単位に作成したエンテイティを統合サる。エンテイティ闘の関連をER図（実体関係図）などでまとめる。
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1. まえがき

業務アプリケーションシステムは，企業の日々の業務活

動を支援する基幹系システムと，経常者の意息決定を支援

する情報系システムに分けられる。

近年，ダウンサイジングとオープン化の進展により， C

/Sシステムが忽速に曹及している。その利用方法はまだ

非定型業務を対象とした情報系システムが多いが，今後，

基幹系システムの導入が進むと予想される。

木稿では，基幹系業務を対象にしたC/Sシステムの構

築で品質確保のために実施した施策を紹介する。

2. システムの概要

2. 1 客先概要

このシステムの導入先である（梱キリンビジネスシステム

は，キリンビールの特約店と一般洒販店を対象にシステム

機器の販売とサポートを主要業務とし，東京の本社，全国

の支店， OAセンターによって営業を展開している。

二菱電機（掬（以下“当社”という。）はオフィスサーバやパ

ソコンなどのハードウェアと特約店及び酒販店向けの販売

管理システム等のソフトウェアの供給を行っており，特約

店450社，洒販店4,000店への納入実績がある。

2. 2 システムの構成

各事業所単位のLAN(Local Area Network)は， ISDN

(Integrated Services Digital Network)によって接続さ

れたWAN(Wide Area Network)になっている（図 1)。

各ミドルウェアは最新版を積極的に取り入れた（図 2)。

主要アプリケーションは ACCESSで開発し，本店ー支店間

のデータ交換処理は信頼性確保のために VisualBasic 

(VB)4.0を適用した。アプリケーションは経理との連携

に特長があり，取引データには勘定科目コードが付加され，

仕訳によって決算書等の経理帳表の出力が可能である。

3. 品質確保のための施策

3. 1 実施施策の概要

品質保証のため次の 3項目の施策を実施した。

(1) DOAによってライフサイクルの長いデータベース

サーバ ：apricot FT// ex 
クライアント： apricotLS550 

(DB)の構築

(2) プロトタイピングによるシステム実現性の評価の実施

(3) 鼠産化フェーズでの品質管理とスパイラルアプローチ

の実施

次節以降ではその具体例を紹介する。

3.2 DOAによるデータベース設計

(1) DOA 

情報システムは，システムで管理されるデータとシステ

ムで実行されるプロセスを手段である技術によって実現し，

人や組織が利用するものと定義することがきる。

DOAば‘データ”が人・物・金と並ぶ企業の重要な経営賓

源であるという認識の下で，情報システムの構成要索であ

る“データ”を重視してシステム構築する方法論である。

“データ’'が決まると“プロセス”が決まると言うのがDOA

の基本的な考え方である。

従来のシステム開発は“プロセス”に着目して分析・設計

を行うプロセス中心アプローチと言え，人が行う作業プロ

セスをプログラムに四き換えることによってシステムを構

築してきた。この方法では，データを処理の付属物とみな

しているため， どうしても同じデータを個別に持ってしま

っていた。このため，機能が変更されると，扱うデータも

変更され，後続のプログラムもこれに伴う修正を行うこと

になり，システムを複雑化させて保守作業を増大させる原

因となっていた。

DOAは，帳表などで使われているデータ項目の中から

エンテイティを抽出することにより，処理の変化に影郭さ

れることの少ないシステムを構築することを目指した設計

技術である。

(2) DOAの実際

サーバ クライアント

Oracle Objects 
ODBC 

for OLE (0040) 

Oracle Ob」ects
for OLE (0040) 

Oracle 7 Workgroup Visual Basic 

Server? 2 Ver 4.0 

Windows NT 3.51 Windows95 

図2. ミドルウェア構成

本社には全社サーバと本社サーバかLAN接続

本社と各支店サーバとはISDN網接続

ODBC 

ACCESS 

Ver 7 

各支店サーバには配下の営業所又はOAセンターが

RASによって公衆粗接続

図1. ネットワーク構成
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当社にはシステム生歴標準である SPRINGAMでDOA

による分析手法がまとめられているが，今囮は客先からの

指定によって（株）データ総研(DRI)のDOA手法に基づいて

分析設計を行った。

DRI社のDOAの特長は，ェンティテイタイプを，共通

のインフラである人・部署・顧客などの“リソース”，個別

業務である受注・ 1,:li荷． ifi求・入金などの“イベント’'，情

報系である支店別，品別，年月別などの“サマリ”の3種類

の基本データ型でとらえることにある。データモデルを表

記する図法はER図(EntitiyRelationship Diagram)が一

般的であるが， TH（つばき（梼）ー穂だか(1應））図という図

法によって表記する（図 3)。

(3) 概念DBの設計

概念DBの設計は， 1996年 2月から 1か月間1で，以下の

手順によって実施した。設計は，専用のCASEツールは使

用せずに， EXCELを利用して作業効率の向上を図った。

(a) データ項目の収集

現状の業務で使用している帳表サンプルを基に，デー

夕項目を抽出する。収集したデータ項目は20業務処理，

llO帳表で，単純抽出した項日数は約1,800項目であった。

(b) データ項H名の統一

項目名の統一は， EXCELで収集した項目名をソート

し， SPRINGAMのDOAのデータ項目命名ガイドを参

考に“修飾語＋主体語＋値の分類語＂となるように標準項

目名を命名する。

(c) 帳表単位でTH図の作成

再び帳表単位にソートし直して， DRI社の3種類のエ

ンティテイタイプヘの正規化を実施する。

(d) エンティティの統合

個別の帳表単位に作成されたエンティティを同一エン

ティティで統合する。同一項日の排除と不足項目の追加

を主体に，標準項目名への統一を加えながら統合する。

統合後のエンティティ数は，イベント 60, サマリ 60,

リソース120であった。

(5) DB設計の評価

DOAによるDB設計の成果は，餓産化以後のフェーズで

売上 園

［支店CJ 売上明細 •l 
［伝票＃］ ［支店CJ
売上日 ［伝票＃］
顧客c ［行＃］
売上金額合計 翌
送料 売上数置

消費税金額合計 売上単価

作成朽当者C 売上金額

検印担当者C 消費税金額

イベント

のテーブルの変更がわずか数項目にとどまったことであり，

今後，業務そのものの変革やプラットフォームが変更にな

ったとしても，それらの影粋を受けずにライフサイクルの

長いDBとして客先で安定して活用されていくことが期待

できる。

ふ3 プロトタイピングによるシステム実現性の評価

(1) プロトタイプの目的

プロトタイプは，実際に構築しようとするシステム中の

一部の機能を作成し，ューザに使用してもらい，その評価

を基に， より使いやすいシステムを作成することを H的と

するシステムである。

特にC/Sシステムのプロトタイプでは，画面の操作性

がユーザの評価のポイントとなる。このため，圃面レイア

ウトや皿而遷移などのGUI(Graphical User Interface)設

計が重点になる。

プロトタイプは発注業務を対象に作成した。発注業務は

仕入先に商品を注文する販売管理の中の最初の業務であり，

発注入力，発注書の発行，発注データの本社サーバヘの更

新，マスタメンテナンスなどー通りの処理パターンが網羅

されていることが理由である。

開発は，実用システムで実現する機能の約 1割の12機能

を，＇96年 4月から約1.5か月で作成した。

(2) 開発ツールの選定

プロトタイピングはGUI仕様の確定が中心となるため，

画面作成がノンプログラミングで可能な開発ツールの利用

が必す（須）となる。実用システムでは，入力や帳表lli力な

どの主要な処理にACCESSを適用した。

ACCESSはVBに比べて画面の応答性能も若干遅く，部

品登録機能や継承機能に課題を残すが，当時，既に32ビッ

ト対応がなされ， VBA(Visual Basic for Application) 

によって詳細な処理の記述が可能であった。また，フォー

ムのコントロールと DBのテーブル項目とがリンクしてい

るためデータ転送の記述が省略でき，これまでの経験から

VBに比べて20％程度生産性が高い。さらに， EUC(End

User Computing)のフロントエンドツールとして修得が

容易で，客先自身で保守が可能なことが選定理由となった。

商品 口

／ ＼、フ一

ケース

バラ

リソース

当月受払 〇

［締年月］

［場所CJ

旦
前月末残高

仕入数鑓

売上数紐

転出数鼠

転入数紐

棚卸在庫数

サマリ

図 3. TH図
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(3) プロトタイピングの客先評価

システムは客先開発責任者のレビューだけでなく，エン

ドユーザの評価を得るため，客先の社長や支店長の経営者

と業務に精通している支店の業務担当者の参加を得てデモ

ンストレーションを実施した。

その結果，画面の応答性に関しては客先の現行システム

に比べて速いという評価が得られ，実用システムヘの期待

が寄せられたが，入力での検索画面の検索キー項目の追加

など機能追加の要望も出され，潜在ニーズを掘り起こすこ

とができ有効であった。

(4) プロトタイピングの成呆

プロトタイプによって次の成果が得られた。

(a) 客先との間で画面の認識のずれをなくすことができ，

客先の満足度の高い操作性を実現することができた。

(b) 客先が実際の画面を見ながら画面を検討するので，

客先評価でも述べた，システム設計段階では挙げられな

かった項目の追加や，操作性の向上などの新たなアイデ

アが出され，客先の満足度が向上し，アプリケーション

の品質が向上した。

(c) ウォータフォールによる開発モデルでは，客先はソ

フトウェア設計の後，総合試験工程まで画面の動作を確

認することができない。プロトタイピングでは，設計段

階からモジュールレベルで画面の評価を実際に動作させ

て行うため，システム完成後の画面デザインの修正や作

り直しが発生しなかった。

3.4 量産化フェーズでの品質確保

(1) 品質目標

このシステムの生産屈は約SOKステップで，その90％が

ACCESSのVBAである。プログラム本数は全体で約700

本，そのうち95％が業務帳表を作成するクエリーやマクロ

であった。

プログラム試験とソフトウェア試験での検出誤り率は，

キロステップ当たり約15件を目標として試験を実施した。

(2) 賊産化工程でのスパイラル型開発

実用システムを作成する屈産化工程では，プロトタイプ

で作成した画面・帳表レイアウトに，入力附容のチェック，

データの処理，サーバとの接続，ェラー処理の組込みなど

のロジックの追加を繰り返し，システムを実現する。

この間発では，プロトタイプを用いたスパイラル型方式

により，実験支店での運用試験工程までプロトタイプの提
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供を平均 3~ 4回実施した。

(3) 入カプログラムの障害分析と評価

ここでは，入カプログラムを対象に，単体試験から運用

試験までに発生した障害約450項目の原因分析を紹介する。

(a) 画面の項目編集の不正や変更要望…•………••45%

(b) 項目チェックの漏れや変更要望•……………••25%

(c) フォーカスの不正や機能追加要望……………17%

(d) テーブル更新の不正・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12%

(e) 性能やDBの環境設定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1% 

これを分析すると，（a）の皿面の項目編集と(r)のキー操作

などユーザインタフェースの障害や改善要望が6割を占め

ているが，いずれも軽度の障害と要望が大半で，プロトタ

イピングの採用によって要望も数多く取り入れ，それだけ

客先の満足度も高く，アプリケーションの品質も向上した。

また，プロトタイピングを実施したことにより，画面レ

イアウトの再検討に至るようなことは全く発生しなかった。

さらに， DOAの適用により， DBのテーブル項目の追加は

数項目にとどまり，システムの品質確保に大いに効果があ

った。

4. む す び

このシステムはWindowsNTによる基幹系定型業務で

高い品質を要求されるクライアント／サーバ(C/S)シス

テムであったが，データ中心アプローチ (DOA)やプロト

タイピング手法の遥用によって高品質で顧客の満足度の高

いシステムを構築することができた。

今後は更に管理手法の精度を向上するとともに，蓄柏し

たノウハウを基に次のビジネスに生かしていく所存である。
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規模開発システムにおける
設計（製品）品質の向上 渡辺孝＊

要旨

大規模。複雑化したシステムの開発に対し，開発期間の

短縮や効率化とともに更なる設計（製品）品質の向上が要求

されており，何らかの管理基準が必要になってきた。その

ため，三菱電機は独自の開発設計管理手法を設定し，運用

してきた。

開発設計管理手法は，米国防省の技術管理規定を参考に

して作られたものであり，その主旨は“大規模システムの

開発ステップを確立し，所定の開発目標を達成することに

ある。”であり，そのプロジェクトの特性を考慮して，創意

工夫をして適用することが肝要である。また，この開発設

計管理手法を円滑に推進するためのプロジェクト管理は，

計画のビジュアル化と粘り強いフォローの実行を基本とし，

工程・コスト・品質をコーディネートしてバランスのよい

システム開発を行うためにある。

今回，艦載用レーダシステムに開発設計管理手法を適用

し，プロジェクト管理責任者が行うプロジェクトの重点管

理要素である工程・コスト・品質管理のうち，主としてエ

程管理の面から設計（製品）品質の向上を追求した。特に上

流工程であるシステム構想や設計の工程をよく管理し，初

号機の所要試験期間を確保することにより，設計（製品）品

質の向上を実現することができた。

さらに，製品品質の向上とともに取扱説明書等のドキュ

メントの品質向上をもねらい，①作成。管理設備の充実，

②専門家を講師とした原稿執筆者への事前教育，③実機を

用いた記述内容の確認等を行った。

なお，開発設計管理手法とは当社独自の管理規定であり，

主として大規模閲発システムに適用している。

r

、

設計（製品）品質の向上

i 
，，＾、

｛雷

・工程状況のビジュアル化

・プロジェクト定期連絡会の実施

・プロジェクト週報の発行

・ハードウェアの出図フォロー会議の実施

・ソフトウェアの工程管理

。コスト管理

・ドキュメントの品質向上

・現品会議の実施

大規模開発システムにおけるプロジェクト管理による品質作り込み

艦載用レーダシステムのような大規模開発システムに対して開発設計管理手法を適用するとともに，組織的プロジェクト管理を創意工夫する
ことにより，設計（製品）品質の向上を可能にした。

＊鎌倉製作所 65(527) 
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1。まえがき

一昔前まで，一人の天才の力によって科学の進歩がなさ

れ，また一人の優れたエンジニアの手によって機器の開発

が行われたが，今日では夢物語である。現在では，優れた

開発設計チーム（プロジェクト）が組織的開発設計活動を行

ってのみ，新たな技術のブレークスルーが行われ，また大

規模システムの実現が可能となる時代である。

社会が要求するシステムの機能・ 1生能がますます複雑

化・高度化するに従い，それらを実現するための間発設計

活動も大型化・多様化してきている。このような変化の中

で，システムの高品質化・高信頼化がこれまでにも増して

要求されている。また，これらの開発設計での初期段階か

ら，プロジェクト管理の持つ怠味が更に重要性を増してき

ている。

このような背景の中で，筆者らは艦載用レーダシステム

などの大規模・複雑化したシステムの開発において組織的

プロジェクト管理による設計（製品）品質の向上に取り組ん

でいる。

本稿では，大規模開発システムに開発設計管理手法を用

いて，プロジェクト管理専任者が管理するプロジェクトの

重点管理要索である工程・コスト・品質の中で，主として

工程管理の面から設計（製品）品質の向上を追求した例につ

いて述べる。

2. 大規模開発システムの特徴

図1. 開発設計管理手法の適用

図2. システム開発の流れと各種審査の関係
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筆者らが担当している大規模開発システムの特徴は，以

下のとおりである。

R契約から納入まで比較的長期間 (4~ 5年）

R客先の審査・承認を受けながら設計・試験を実施

c平均 1式／年程度の割合で製造（大規模少益生産）

R取扱説明曹等の膨大な提出ドキュメントの作成

3. 大規模開発システムの問題点

システムが大規模になるほど，多数の部門，大人数がか

かわるため，必然的に調整のための時間がかかる。 •般的

に，最上流工程であるシステム構想や設計に多くの時間を

骰やしてしまい，製造。試験に要する期間が圧迫され，ひ

いては製品の品質を低下する原因となることがある。

また，プロジェクトを推進する上での身近な間題として，

次のようなものがある。

◎作業の仕i戻りが多い

R作業の内容やドキュメントの内容が不統一

R関連部門，メンバの作業分担と役割が不明確

これらは，いずれも“作業をどのように辿めるか”の基本

に関するものであり，設計工程を確保し，設計品質を維持

する，すなわちプロジェクトを円滑に進めるためのプロジ

ェクト管理が重要である。

4。 開発設計管理手法とプロジェクト管理

開発設計管理手法は，図 1に示すように，製品の移り変

わり，間発設計の効率化等の要求に対し，米国防省規定の

MIL -STD -499A (System 

Engineering Manage-

ment 1969)の技術管理規

定を参考にした当社独自の

管理手法である。その主旨

は，‘'開発設計ステップを

図3.開発設計管理手法と 確立し，出戻り作業や設計

プロジェクト管理 変更を最小にして，所定の

開発目標を逹成する”こと

にある。具体的には，図 2

に示すように，各設計段階

において実施する設計審査

の項目を明確にして，後戻

りや抜けの生じないように

設計を進めることである。

開発設計管理手法は，大

規模間発システムの生産に

おける作業項目・作業手

順・成果物を定めているが，

それだけではプロジェクト

を成功させることはできな

三蕊屯機技報 •Vol.71 ・ No.5 ・ 1997 



い。したがって，プロジェクトを成功させるためには，適

切な計画，状況把捏，間題解決によってシステムの円滑な

推進を図るプロジェクト管理が必要となる。プロジェクト

管理を有効に行うには，その対象である間発設計管理手法

における作業内容と手順，及び成果物が明確になっていな

ければならない。すなわち，図 3に示すように，開発設計

管理手法とプロジェクト管理は車の両輪であり，両方がそ

ろって始めてプロジェクトを成功に導けるものである。

5. プロジェクト管理による設計品質の作り込み

製 品の品質1旬上はエ程・コストとあいまって存在するも

のであり，システムをバランスよく作り上げるには，プロ

ジェクトのスタート時点から納期・コスト・ 1}F]発アイテム

などの日標を掲げ，各メンバに開知徹底することが必要で

ある。このプロジェクトでは，構想設計段階で，プロジェ

クトの 3要索である工程・コスト・品質に対し，工程管理

を主とした具体的El標や逹成手段についてビジュアル化し，

適宜改訂しながらメンバに示した。表 1。初号機での試験

R耐環境1生試験

0関連装附との連接試験

R限界1’ー＇l：能の確認試験

（仕様値に対する性能余裕の確認）

◎実運用を想定した操作l生・信頼性・整備性の確認

Rバリデーション

また，プロジェクト内部にプロジェクト管理専任者を設

置することにより，工程・コスト・品質について関連部門

に対して責任及び担当範間を明確化して，計画の立案やフ

ォローを実施した。すなわち，プロジェクト内の管理専任

者主祁により，各担当部門が実務を行った。

（ドキュメント記述内容と実機との整合1生確認）

0設計データ取得試験

（設叶叶窟値と実illl値の比較）

製品の品質向上をねらうには，試験期間特にシステム試

験期間を十分に確保することが必要であり，そのためには，

表 2. プロジェクト管理による設計（製品）品質の作り込み手段

項 目 H 的 手 法 効 果

工程状況の
特に上流」．こ程を担：l,1する設計に 全体状況，客先関係イベント，設計審介関係， il'1図状況， だれもが現状の進捗状況を確認

ビジュアル化
関係するー・［程状況を関係者に一 ソフトウェアなどの工程表を当該プロジェクトの会議室 できるようになり，工程キープ

日で知らしめる に張り出し，完了部分をカラーペンで塗りつぶした に対する責任怠識が高揚した

恨lj也部l"lが一f本となり，現状を
会議は，上場内キックオフの段階から，週 l/HI 1時間以 会議開催は150fiTIを超え，プロ

プロジェクト定
把捏するとともに，怠識合わせ

内を原則とし，各部門（プロジェクト，各設社，品怜部 ジェクト関連部門との信頼関係

期連絡会の実施
をする

l"]を中心に，必要に応じて常業，壺材，」こ作，」．＾程管 が増し，早期の課題解決が可能

理）のキーマンを召集し， /J',荷まで継続した（図 4) となった

プロジェクト定期連絡会参加者
前週までの客先状況，工場内の作業進ちょく （捗）状況 広く関係者にプロジェクトの進

プロジェクト
以外の関連部門，関係者に状況

や問題点，今週の予定奔を本社，研究所を含めた社1人］関 行状況を知らしめ， liii向きな協

週報の発行
を知らせる

連部門（後工程やスタッフ部門など）に定期的に配布し 力を受けることができた

た

フォロー会議を鉦週連続で20阿開催し， Jli'i上，各設計部 出図状況のビジュアル化及ぴ出

ハードウェアの
門の責任者が，出図状況を報告するとともに，会議室に 図担当部門責任者の」．．．程キープ

出図フォロー会
ハードウェアの出図 l]程をキー 弘長り出された出図状況表に出図完了した細Hをカラーペ 怠識高揚により，遅延を最小限

議の実施
プする ンで喰りつぶした（図 5)。また，全体に対し，どれだ にくい止めることができた

げ元［したのかをプレートに記載（図 6) し，会議室に

褐示した

製辿 II程のはかに各プログラムのステップ数，言語，及 設計審杏や成果物によって巡捗

ソフトウェアの
び各種イベント（設計審行や成果物など）の時期を担当 状況を確認したため，上程遅延

工程管理
」／．．程遅延を早期に顕在化させる 部門が中告した。これらを表にまとめ，会議室に掲示し， を吊期に発兄でき，早めの対策

進捗状況をカラーペンで喰リつぶして，定期的にフォロ を講じることができた

した

システム設計審在で，プロジェクト側が，原価割付けに 各設計部119•lのコスト怠識高揚に

よってサプシステム目標原価を提示する。サプシステム より，設計初期の段階からコス

コスト悴理 「l標原価で製品を作り l--．げる 没計審荏で，各設計部門側から提出されたサブシステム トを打應した設計をすることが

コストのt',［出結果をチェックする。目標原価を達成でき できた

ない場合は， VA活動窟を行い再審在を受ける

分かりやすく，品質の良いドキ
Rドキュメント作成・笠狸設備の充実 正確で分かりやすい大械のドキ

ドキュメントの ュメントを作る
◎原稿執喩者への1哺i教育（取扱説明，I:：作成の-(IJi門家を ュメントを効率良く作成するこ

品質向lご （数1?^ 人の原稿執箪者が 1Jj枚
講師とした） とができた

0バリデーションの実施（試験計両の中にその作業を糾
のドキュメントを作成）

み込み，主に原稿執喰者が製品を用いて確認した）

図面上では分かりにくい製品の
構成品レベルの単休試験終r後，製品を日の前にして試 ユーザ側のむ場に立って，製品

現品会議の実施 l［又 1及1生・ 1登（)屑l•生・＿lこ｛乍性を向上
験・製造の担＼i者が改苦、点をアンケ ト形式で指摘した。 をより洗純されたものにした

改修の必要性や難易度に応じて分類し，必要なものは改
させる

修を行った

バリデーション：実機を使用してドキュメントの心述内容と実機との整合性を検証する作業

大規模開発システムにおける設計（製品）品質の向上・渡辺 67 (529) 
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｝ プロジェクト．設計からの報告を交互に
(1回／週）

r•----•----
＇ 

9.， -1 

出荷依
L 

い・・ プロジェクトからの報告が中心

― 
(1回／ 4週1

図 4.

プロジェクトからの報告が中心

(1回／ 1~2週）

プロジェクト及び品管からの報告が中心

(1回／ 1 ～2週）

プロジェクト定期連絡会の開催経過

出図日程キープ会ゑ趣旨説明 1キックオフII………..プロジェクト

図 5. 出図フォロー会議の手順

゜出図完了状況

I 35 ……• （出図完了細目数）

5 4 0 .......（全細目数）

図 6. 出図完了状況（例）の

表示プレート

表 3. プロジェクトの評価の一部

評価項目
評価尺度 H標／結果

大項目 中項H 小項目

1. 図面枚数 1.接続図，組立図，部品図，諸元表の総図面枚数

1. n口rl商Li 2. CAE/CAD適用率 2. CAE適用率， CAD化率

3. 図訂率 3. 接続図，組立図，部品図，諸元表の総図面枚数比率
プ 設計品質検証

1.審査会実施 1. 総審査会数（製造，試験関連審在会も含む。）
ロ
ジ 2. 審査 2. 審査の有効度 2. 総指摘件数／総審査回数
工

ク 3. 指摘反映度 3. 出荷前審査における指摘事項の残件数
卜 1. 重点管理 1. 砥点管理委員会 1. 目標達成率（コスト，質屈，寸法，（容積），虚力）

閂 1. 共通PCA数
指 2. 標準化 1. 標準化率

2. 共通ドロワ数標
技術管理 1. ハードウェア設計効率 1. A 4換算出図製造図面枚数／設計時間

3. 効率化
2. ソフトウェア設計効率 2. ステップ数／総設計・製造・試験時間

1. 総部品点数
4. 規模 1. システム規模

2. 総プログラムステップ数-
まず前工程である設計から加工・組立てに至る工程をキー

プすることが肝要である。特に初号機におけるシステム試

験では，表 1に示す初号機特有の試験を実施する必要があ

り，その期間を初期の段階からスケジュールに組み込んで

おくべきである。

筆者が工程管理を中心にプロジェクト管理専任者として

設計（製品）品質向上のために活動してきた，プロジェクト

管理による具体的な設計（製品）品質作り込み手段を表 2に

示す。また，数十人の原稿執筆者による 1万枚もの取扱説

明書等のドキュメントの品質向上は次のように行い，

で分かりやすいものを作成することができた。

●ドキュメント作成・管理設備の充実

●専門家による原稿執筆者への事前教育と統一専門用

語集の事前配布

●実機を用いた記述内容の確認

●変更管理の標準化

6. プロジェクトの評価

プロジェクトの評価項目についての基準になるものは一

般的に決まっていない。このプロジェクトでは，始めにそ

のプロジェクトの出来栄えについての評価項目（設計品質

検証，技術管理，工程管理，コスト管理，品質管理等）を

表 3のように計画してプロジェクトをスタートした。デー

タを蓄積しながら工事を進め，工事完了後に初期の計画と

の比較を行った。

7. む す び

正確

以上，大規模開発システムにおける初号機の品質固上に

対し，開発設計管理手法を適用したプロジェクトを効率的

に推進する上でプロジェクト管理が不可欠なことを事例を

用いて説明した。

プロジェクト管理は，計画のビジュアル化と粘り強いフ

ォローの実行を碁本とし，そのプロジェクトの特徴（規模，

開発の難易度， リスク等）をとらえ，それに見合ったよう

な創意工夫によって設計（製品）品質の向上を可能にすると

考える。

さらに，今回の“プロジェクトの評価”をデータベース化

し， これを今後の大規模開発システムに適用して， より設

計（製品）品質を向上させていく所存である。

68(530) 三菱電機技報・ Vol. 71 ・ No.5 ・ 1997 
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顧客満足(CS)測定による品質向上
石塚幹夫＊ 鈴木史郎＊

今村浩子＊ 辰巳裕子＊＊

坂田理彦＊

要旨

近年，ューザの商品選択・評価力は向上しており，多機

能化への反省，コストパフォーマンスや本質機能の重視，

使いやすい。分かりやすい商品の要求などの多様化が進ん

でいる。つまり，企業としては，総合的にみて質の高い

（顧客満足度が高い）製品の開発が要請されている。

本稿では，ユーザの視点に立って，商品そのものを対象

とした顧客満足(CustomerSatisfaction : CS)向上活動

の取組について紹介する。

CS向上活動とは，ユーザの不平・不満がなく，期待・要

望にこたえられる商品を把握し，製品開発に反映させてい

く活動である。このような活動には，製品の使用適合性の

向上を目指した“設計・評価技術開発”及び市場に出された

使用適合

技術開発

評価対象

購入状況

使用状況

使用後の評価

販促物

商品コンセプト

デザイン

機能・性能

施エ・据付け性

初期品質

CS向上への取組・顧客満足度測定の手法

製品についての情報を集める“CS測定”の二つのフェーズ

がある。本稿では， CS測定を中心に述べる。

CSの測定は次の三つの目的で行われる。

(1) 不平・不満・期待・要望の把握

(2) 商品クオリティの向上

(3) 商品評価情報の資産化

測定には幾つかの手法があり，目的によって使い分ける。

我々は， CSアンケート調査，モニタ調査（生活者モニタ，

Qモニタ），販売店の意見調査（販売店モニタ調査，販売店

商品力調査）の三つの手法を中心として実施しており， CS

のための品質向上に貢献している。

CSの向上を図るためには，製呈の情報を絶えす拾い上げて，不具合点やそれに関する改善点を製作所に反映させる活動への取組が必要であ
る。顆客満足度の測定には幾つかの手法があり，我々はCSアンケート調査，モニタ調査，販売店の意見調査の三つの手法を中心として実施し
ている。

＊製品安全センター ＊＊ライフエレクトロニクス販路本部 69 (531) 



1。まえがき

近年，バブル崩壊や環境問題等の影粋により，消骰構造

に変化が現れてきている。消骰者（ユーザ）は，多機能で高

級なものという感覚から， より使いやすく自分に適したも

のへと， また，使い捨てるという感覚から，良いものを長

く使うロングライフ感党へと志向が移ってきている。一方，

各メーカは製造物責任(PL)法の施行やバリアフリーヘの

意識高揚などに対応して，企業への社会的責任や姿勢を追

求していこうという意識が高まってきている。

これらを背景に，ューザの商品選択・評価力は向上して

おり，多機能化への反省，コストパフォーマンスや本質機

能の重：視，使いやすい。分かりやすい商品の要求などの多

様化が進んでいる。つまり，企業としては，総合的にみて

質の良い（顧客満足度が高い）製品開発が要請されている。

本稿では，製品を実際に使用するユーザの視点に立って，

使用実態など，商品そのものを対象としたCS向上活動の

取組について紹介する。

2. cs向上への取組

2.1 csの考え方

当杜のCS経営の考え方を“CSとは市場競争の戦略であ

る”と位置付け，製品の等質化によって良い製品を作れば

売れる時代は終わり，競争の土俵が，“商品品質＋ソフト

（使用適合性）＋サービス”に広がったと理解する。この土

俵でCSについての激しい企業間競争に打ち勝っていくた

めには，企業イメージの向上，商品力の強化（滴品CS),

高品品質改善，営業力強化（営業CS)，サービスクオリテ

ィの向上（サービスCS)，など製販一体となった風土作り，

仕組み作りが必要である。

2.2 cs向上の取組

より良い品質は，使用者に与える満足度が，競合製品よ

りも高い品質であると言われている叫 CS向上活動とは，

ユーザの不平・不満がなく，期待・要望にこたえられる面

品を把捏し，製品開発に反映させていく活動である。メー

力が面品を作り市場に提供するだけの一方通

行ではCSの向上は望めず，製品に関する情

報を絶えず拾い上げて，不具合点やそれに関

する改善点を製品開発を担当する製作所にフ

ィードバックしなければならない。

評価文寸象

購入状況

使川状況

使川後の評価

販促物

る。つまり，市場の情報を迅速かつ正確に収集し，情報は

製作所での製品開発や研究部門での技術開発に取り込み，

それらを次の製品に反映する必要がある。前者の活動は，

検証試験のための技術聞発，操作性改善のための設計・評

価技術，及び評価指標などの間発である。特に，操作性の

技術については，当杜オリジナルの“セミオティックアナ

リシス”手法を開発し（2), 製品開発工程の設計・評価に適用

し，操作性向上に貢献している叫

以下では，後者のCS韻ll定活動を主体に，商品CS測定の

詳細を述べることにする。

2。3 商品CS測定手法

メーカはユーザから得られた情報を基に，製品の期待

感・満足感について正確に知る必要があり，そのための測

定と評価を行っている。その目的は，次のとおりである。

(1) 不平・不満・期待・要望の把握

(2) 商品クオリティの向」こ

(3) 商品評価情報の資産化（データベース化など）

また，測定（評価）の方法としては(4)'

①顧客カード（愛用者はがき）収集

②アンケート

③面接調査

④モニタ調査（他社品と比較できる。）

⑤グループ討議

⑥販売店の意見聴取

⑦消骰者雑誌，専門誌（専門家）の見解を収集

などがあり，目的によって使い分けする。我々は①，②,

③を中心として迅速・安価・正確な手法を構築し， CS測定

｀ 
図 1.cs向上活動の取組

表 1.商品CS測定手法

エンドユーザ
-”--→-- - - - - - -

販売後 ： 販売前
販必 店

図 1に示すように，このような活動には，

二つのフェーズがあろう。一つは，使い勝手

や操作性についての使用適合性の向上を目指

した“設計・評価技術開発＂であり， もう一つ

は，市場に出された製品についての受け入れ

られ情報を集める“CS測定”である。この二

つの活動は相互に連携させることが重要であ

商品コンセプト 販売店の

怠兄調査デザイン

機能・性能

施工・据付げ性

初期品質

70 (532) 

販売店モニタ調査

販売店廂品）J調杏
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を実施している。現在のところ表 1に示す手法を構築して

適用しており，その位岡付けを同表に表した。次章では，

それぞれの手法説明と実施事例について述べる。

3. 顧客満足度測定の手法

3.1 csアンケート調査

CSアンケート調査は，数多くのユーザの怠見を体系的

に抽出することを目的として，製品を購入されたお客様を

対象にアンケート形式で満足度を調査するものである。製

品にアンケートを同、-ん（梱）して阿答をもらう場合（同梱

式）や，当社の顧客リストから抽出した人に郵送して1il答

をもらう場合（追跡式）など， 目的に応じて実施している。

アンケートの質間内容は，使用者の“プロフィール”“購

入状況”“使用状況”“使用後の評価”に分類し， CSを体系的

に抽出できるように構成している。例えば，プロフィール

を分析することで，単なる回答者の屈性だけでなく，製品

のユーザターゲットを把握でき，購入状況からは，メーカ

側が設定した而品コンセプトがユーザに受け入れられてい

るかなどの確認ができる。また，使用状況は，ューザのラ

イフスタイルや製品の使用実態を明らかにすることが可能

であり，使用後の評価からは，性能・機能・使い勝手に対

する満足度と期待度の関係を把捏して改善項目を抽出する

ことができる。

3. 2 生活者モニタ調査

生活者モニタ調査は，改善点を明確にすること及び他社

横並びでの技術レベルを把握することを目的として，製品

の実使用評価を行うものである。

この調査は，社外の主婦モニタに自宅で行ってもらう

“ホームユーステスト”と，社内のエンジニアが実験室で行

う“検証テスト”の 2本柱からなる（図 2)。

(1) ホームユーステスト

ホームユーステストでは，主婦モニタが自社製品と他社

製品の 2台を自宅で 1機種ずつ交互に使用し（各 1週間程

度），性能や使い）勝手を，使用 11記，アンケート，グルー

プインタビューによって評価する。そのため，設計者が予

想もしていなかった製品の使われ方や不満点を抽出するこ

とができる。

(2) 検証テスト

ホームユーステスト

ユーザの不平・不満・
期待・要望

検証テスト

実験室での定畠的な
検証

検証テストでは，主婦モニタから出された製品に対する

定性的な意見を，他社横並びに比較しながら実験室で定屈

的に検証するものである。つまり，モニタからの不明りょ

う（瞭）な怠見を客観化する作業である。

3. 3 Qモニタ調査

Qモニタ調査は，生活者情報収集及び廂品開発段階にお

けるチェックを目的として，当社で保有しているモニタを

対象に，使川実態，コンセプト，而品ネーミング，デザイ

ン，機能，カタログ，広告，宣伝等について評価調査を行

うものである。し-のQ干ニタは首都圏在住の20-50代主婦

から抽出している。

3.4 販売店の意見調査

(1) 販売店モニタ調査

販売店モニタ調査は，市場導入而品の初期品質，設置性

などの問題の早期把捏を目的としている。各商品の特徴を

考胞して限定したエリアから系列ストア店(10~30店）を選

定し，出荷後一定期間の実使用状況を調査するものである。

(2) 販売店商品力調査

販売店商品力調査は，商品の訴求力評価及び店頭での他

杜との比較を目的として，“売りやすさ’'を定最的に把捏す

るものである。調査は一般販売店と賊販店を対象とする。

売りやすさとは，据付け性，設置性，魅力品質（広告・

伝，カタログ，ポップ，商品コンセプト，デザイン，機能

等）の要索からなる総合評価である。

4。事例

ここでは，全自動洗濯機を対象にしたCSアンケート調

査と生活者モニタ調査の事例について紹介する。

4.1 csアンケート調査

図 3ば性能，機能，使い勝手，デザインの使用満足度の

一部をランキング図に表したものである。“非常に満足”を

120点，“非常に不満”を一120点と決め，この間を 6段階に

分けたものを評価の点数とする。この評価方法で指標化す

ることで上位項目，下位項目を明確に把握し，改善点の顕

項目

スタート後の洗濯内容変更可

表示文字・数字の見やすさ

デザイン・色

自動コースの使いやすさ

標準コース（時間）

ミクロろ過フィルタ

オートクリーニング機構

操作ボタンの押しやすさ

操作手順の分かりやすさ

布からみ

運転中の音・振動
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図2. 生活者モニタテスト 図3.使用満足度結果（総合ランキング）
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表 2.全自動洗濯機の評価結果例

(1) 

評価因子 評価項目

泥汚れの落ち具合

洗浄能力 襟•そで（袖）口の汚れ落ち具合

洗濯物への洗剤残りの少なさ

操作手順の分かりやすさ

操作性 タイマ設定の分かりやすさ

柔軟剤の入れやすさ

全体的なデザインの良さ

デザ イ ン 周囲とのマッチング

設定に必要な面梢の小ささ

表示部の表示文字・
数字の見やすさ

タイマ予約の
しやすさ

やりたいことの手順の
分かりやすさ

押したいポタンの
見付けやすさ

100 

操作パネルの見た感じの
分かりやすさ

操作ボタンの
押しやすさ

操作音や終了音の
聞きやすさ

操作部の位置

図4．使用満足結果例（手元操作部の使用満足度）

在化を行う。

図 4は手元操作部の使用満足度をレーダチャート図に表

したものである。各項目の満足度をプロットしてあり，項

目ごとの満足度の偏りを視覚的に把握することができる。

4.2 生活者モニタ調査

以下の手順によって作成した評価結果の一部を表 2に示

す（ホームユーステストの評価例）。

(1) 評価内容の抽出

まず，性能・操作性・清掃性などの基本的な項目に加え，

節水・省エネルギー・大物洗いなど，その機種がねらいと

する評価項目を列挙する。次に，性能・操作性・清掃性・

安全性・耐久性・経済性などの観点で評価項目から評価因

子の抽出を行い，グループ分けする。

(2) 自社品評価ランク付け

評価ランクは，各評価項目に対するモニタの不満度の集

計から求める。不満度は“非常に不満”を 3,‘'現状でよい”

を0とした 4段階の評価点で表し，自社品に対するものと

他社品などに対するものとに分けて集計される。この不満

度から評価ランクを決定する。評価ランクは“問題ない”か

ら“非常に問題”までの 5段階（◎, 0,口，△, ▲）で表す。

72 (534) 

(2) (3) 

自社品不満度 評価ランク 成視割合 改善璽視度

0.53 

゜0.60 

゜
21.1% 

0.27 ◎ 

0.13 ◎ 

0.40 

゜
13.4% 

1.13 △ C 

0.27 ◎ 

0.20 ◎ 6.1% 

0.73 ▲ C 

(3) 改善重視度ランク付け

改善重視度は，上記(2)で求めた評価ランクのうち□，△，

▲となった項目と，各評価因子を重厠帰分析して求めた重

視割合との関係から求めるもので，璽要度が邸いものから

a, b, cの 3段階で表す。このランク付けによって改善す

べき項目を抽出することができる。

5. むすび

本稿で紹介した手法による商品の品質向上の効果は，即

時に顕在化するものではなく，また，定量化できない面を

含んでいるが，繰り返して行うことの積み重ねや図 1に示

したサイクルに組み込んでのルーチン的な取組により，効

果が現れるものと確信する。実際の効果は，社外第三者機

関の評価や改善項目を搭載した後続製品などで確かめてい

る。

一方，ユーザの満足度は時代や環境によって変化するも

のと考えられ，それに対応できる手法改善が必要になって

こよう。今後は，変化に対応できる手法を開発し，それに

よってユーザの真の顧客満足(CS)が得られる品質向上活

動を展開していきたい。
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特集論文
‘I'’’99 19, l’’l’'1 

富山勝巳＊ 宮崎千春＊

国内外EMC規格と技術動向 大竹登志男＊

岡尚人＊

要旨

各種電気・電子機器及びシステムから発生する不要電磁

波の発生抑制と妨害排除能力の向上による電磁的両立性，

すなわちEMC(Electro-MagneticCompatibility)は，こ

れら機器とシステムの性能維持及び品質向上の重要技術の

一つである。ディジタル化と高速通信が多用される情報化

社会の電磁環境を守るためにも大切な技術である。

三菱電機では古くからEMCの評価対策技術に注力し，

研究所での技術開発を始め社内委員会や設計・評価要覧の

整備を行い，関連機器の設計と品質管理に反映してきてい

る。

本稿では，最近のEMC国内外規格の動向及び社内の取

組状況の概要について述べる。

雷放電

送配系統

工場・；ら刀屑．．．． ：商店

コンピュータ
溶接機ほか

電子機器を取り巻<EMC電磁棗境の例

(1) 国内外EMC規制の動向

電磁妨害波の発生抑制に加え，各種イミュニティ（妨害

排除能力）及び電源高調波などの国際規格も整備され，国

内外でその導入が進められてきている。

(2) 社内の取組状況

EMC技術分科会を1986年に発足し，内外規制動向及び

評価対策技術の横通しと要覧や技術マニュアルの発行等を

行い，関連機器に反映させてきている。

(3) EMC技術の研究開発

設計時のEMC解析技術に注力し，ディジタル多層プリ

ント基板上の信号パターンからの放射EMIのシミュレー

ション技術や伝導ノイズの解析技術の開発を進めている。

霊子機器及びシステムの中で発生する霊磁ノイズは，電源線や信号線を伝導し，空閻にも放射されるので，他の機器に障害を与えないように
抑制する。また，雷サージ，静電気放電，各種無線電波などの電磁ノイズが印加されることもあり，電子機器の雷源線・信号線やきょう（筐）体で‘
の妨害排除能力を確保することが性能と品質向上に重要である。

＊情報技術総合研究所 73 (535) 



1。まえがき

家庭用から産業用，社会システムまで，あらゆる氾気・

屯子機器の屯子制御化と情報システムの進展に伴い，機器

から発生する不要電磁波の発生抑制と妨害排除能力の向上

による電磁的両立性すなわちEMCが，屯気・屯子機監及び

システムの設置又は使川環境での性能維持と安全確保にま

すます前要となってきている。当杜では古くからEMC評

価対策技術に注力し，社内委員会や基準の整備，技術開発

等を行ってきた。

本稿では，最近のEMCの国内外規制の動向及び社内の

取糾状況， EMC解析技術の概要について述べる。

2。 国内外EMC規制の動向

各機器から発生する不要屯磁波を抑制するエミッション

規格，各種霞磁妨害の排除能力であるイミュニティ規格に

大別され，住宅及び工業環境等で霞磁的両立性を得るため，

各々国際規格の広範な整備と各国でその禅入が進められて

きている。

(1) エミッション規格

各製品群ごとの無線周設妨害波の測定法と許容値は

CISPR (Comite International Special des Peturbations 

Radio-electriques :国際無線障害特別委員会）で規定され

ており，欧州や国内では，これに準拠した表 1の規制が実

施されている。対象周波数は150k-1 GHzで，許容値は

製品群及び家庭用か商工業環境使用機器かで異なり，情報

技術機器の妨害波規格値を表 2に示した。 CISPRでは既

に発行したPublicationの改訂や，最近では，全霞気・電子

機器を対象とする共通規格の作成と規制周波数範圃の拡大

等が検討されている。

また， 16A以下の機器の電源高調波の測定法と許容値は

IECの1000-3-2で商用周波数の 2-40倍波が規定されてお

リ，国内ではこれに準拠した家屯．汎用品及び特定需要家

の高調波抑制対策ガイドラインによる自主規制が各工業会

で始まっている。

負荷の起動及ぴ変動に伴う慮源電圧動揺とフリッカ発生

の規定はIECl000-3-3で規定されている。

表 1。主要国の無線周波妨害規格番号

対＼象機悩規格住l
国際 統 合 欧 州 米 l玉l II 本

CISPR EN FCC 国内法

高周波利用機器 Publ.11 55011 Part.18 平，I.!.i/i又!べ{-1<• 
l•9/l ili)JIIIなど 12 (SAE) 

放送受信機 13 55013 15 屯取法＊

家屯，屯動］t:具” 14 55014 ,，じ取法

幽光灯器具 15 55015 逍取法

1¥'iやl姓支1，1サ梼ぷ器 22 55022 15 VCCI* 

注＊屯取法：屯気用品取締法

*VCCI: ・I行報処狸装附笠屯波I塙‘,i;:fl]：規制協議会

74(536) 

(2) イミュニティ規格

IECの技術委員会TC77で，全氾気・霞子機器を対象とす

る各種妨害排除能力の測定法と許容値に関する共通規格が

1000-4シリーズとして作成されている。静虚気放電や放射

這磁界，サージ，瞬時屯圧低下など筐体及び屯源・信号線

等への印｝Jllが定められ，さらに追加改訂中の項目もある。

表 3に主なイミュニティ規格の番号と試験項目を示した。

試験レベルは機器の設置環境と印加箇所等で変わる。

欧州では，これらを格に法規制が1996年 1月から行われ

ており，国内でもJTS化の検討が行われている。なお，製

品群ごとの詳細試験法や許容値はIECの共通規格を基本と

して他の委員会やCISPRの小委員会でも検討が行われて

おり，受信機のイミュニティ規格はCISPR20が発行済み

で，家虚機器は14-2, 情報機器は24として検討が進んでい

る。また，イミュニティとエミッションの住宅及び工業環

境での共通規格も IECl000-6-1- 4として検討が進んでい

る。

3. 社内の取組状況

EMCは通信や屯子制御機器の性能及び品質向上の重要

技術であり，当社では古くから対応してきている。共通的

EMC技術の研究開発は研究所で，機種対応の技術開発は

事業部及ぴ製作所で行い，相互連帯によって製品に反映し

表 2.情報技術機器の妨害波規格値

(1) クラスA （倍i上業環境）

屯源線端子妨寓 放射妨省

周波数範l}廿準せん（尖）頸値平均値 周波数範

(MHz) (dB) (dB) (MHz) 

0.15-0.5 79 66 
0.5-30 73 60 230-1, ooo I 47 

(2) クラスB （家庭環境）

虚源線端子妨古 放 射 妨 害

周波数範囲準尖頭値平均値 周波数範liti 準尖頭値
(MHz) (dB) (dB) (MHz) (dB) 

°。〗□ I 66□I 56:46 1 230~1,000 ]>
（注 1)CISPR Pub!. 22による

（注 2)放射妨‘,i［の測定距離iは10111での値 (dBμV/111)

表 3.IECの主要イミュニティ規格番号

Publ.No. イミュニティ試験項I」 試験レベル

1000-4-2 静虚気放‘1じ 2/4/6/9kV 
1000-4-3 無線周波放射屯磁界 1/3/lOV /m 
1000-4-4 EFT/B 0.5/1/2/4kV 
1000-4-5 サージ 0. 5/1/2/ 4k V 
1000-4-6 伝導性妨古 1/3/lOV 
1000-4-8 iじi原）関i皮数磁界 1/3-lOOA/m 
1000-4-11 屯圧ディップ／瞬断 0.5サイクル

（注 1)EFT/B:屯気的高速トランジェント／バースト

(it.2)試験レベルは機器と設附環境で変わる

三蕊這機技報 •Vol.71 ・ No.5 ・ 1997 



ている。また，規制動向及び評価対策技術の横通しの全社

的な活動として，杜内委員会や技術セミナ等を実施してい

る。

3。1 社内EMC委員会

当ネtでは，全社共通基盤技術の強化と最新化を図るため，

関連事業本部，製作所，研究所のエキスパートで構成する

技術委員会があり， EMC技術関連ではEMC技術分科会

が'86年に発足し，活動してきている。検討課題ごとに関

係者がワーキンググループ(WG)で国内外の規格や技術動

向を調査。検討し， EMC設計要院，試験。評価要覧，屯源

高調波評価。対策ガイド，技術マニュアル等を発行してき

ている。また， EMC技術交換会を年に数回開催して，全

社の関係者を対象に，最新規制動向や対策事例，技術マニ

ュアル等の説明。討議を行っている。

3。2 技術セミナ

杜内及び関連会社の中堅技術者を対象に， EMCの基礎

から匝l路，基板，構造，システムまでのEMC設計及び評

価試験方法，事例研究を毎年社内の各エキスパートを講師

として 4日間かけて集中教育し，これまでに数百名が修了

している。また，各製作所や関連会社ごとの技術部会での

諧演会や教育講座も開催されている。

3。3 EMC技術の研究開発

筆者らは'87年からEMC技術の研究開発チームとして活

動してきている。 FCC（米国連邦通信委員会）に登録され

た屯波暗室を始めとする各種EMC試験装置，解析機料を

保有して放射から伝導ノイズ及び各種イミュニティ試験の

評価と対策技術の研究開発を行い，全社への支援を実施し

ている。

近年，プリント基板からの放射ノイズやパワエレ機器の

伝導ノイズ等の解析技術の開発に注力し，間発成果は杜内

はもとより，学会等の研究会でも発表してきている。

4。 EMC対策設計と解析技術

素子・部品選定：ノイズに強く， また，出さない

電気・電子回路：同上

フィルタリング：ノイズ発生源の近くに

パターニング：太く短く （短ループ）

グランディング：同上（安定グランド）

内部配置：機能ごとのブロック化と分離

阿部配線：信号と電源線の分離，よ（撚）り線

シールディング：接合部の低インピーダンスと
アース接続

法方里ー処夕デ策対

等

走

ク

暴

ツ
ム

工
ラ

チ

グ

一
ロ

ラ

ロ

EMC対策は，その機器や阿路が附かれる設置場所で

の逍磁環境を考えて，妨寅発生抑制と妨害耐力の向上を品

質と同様に屯気皿路と実装構造の各開発設計段階で作り込

むことが大事である。

4.1 EMC対策設計の基本

虚磁ノイズは数百MHzまでの高閲波成分を含むことが

多く，配線や部品に寄生する容罰やインダクタンスによる

意図しないノイズの発生や侵入に対する対策が必要である。

EMC対策設計には図 1に示した各種手法があり，多く

の場合，複数の手法を組み合わせることが必要である。対

策の基本は配線パターンと安定したグランドであり，高周

波阿路ではプリント基板のパターンがアンテナとなるので

特に大事である。また，部品の選定，虚気lnl路，プリント

桔板，配線，筐体構造，システム等の各設計段階で総合的

に作り込むことが重要である。試作後では対策方法が限定

されて困難なことが多く，図 2に示した開発設計段階での

シミュレーション解析や図面筈の設計審査が重要である。

4.2 EMIシミュレーション技術

プリント基板からの放射ノイズやパワエレ機器の伝尊ノ

イズ等の解析シミュレーション技術の開発に注力しており，

ここでは，ディジタル多層プリント基板上の信号パターン

からの放射EMIのシミュレーション技術の事例を述べる。

4. 2. 1 プリント基板からの放射EMI解析の目的

①情報関連などディジタル機器のEMI発生源となるプ

リント悲板の配線バターンとEMIの関係を解析する。②

プリント基板設計時にEMI解析による対策を行い，開発

期間を短縮する。③EMI解析と対策設計によって高品質

を確保する。

4.2.2 放射EMI解析方法の概要

(1) 信号パターンからのノーマルモード放射解析

伝送線路モデルによる計靡式とプログラム作成を行い，

実験検証で 3dBの解析精度を確認している。シミュレー

ション方法の概念を図 3に，計罪と実測結果を図 4に示し

た。計邸には，信号配線パターン長，輻，プリント基板の

誘危体）享と比誘電率，信号の基本開波数， ドライバと負荷

索子など13項目を入力する。

図1.EMC対策設計の手法 図2.EMC設計手順のフロー

国内外EMC規格と技術動向・富山・大竹•岡•宮崎 75 (537) 
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（信号源解析） （伝送線路解析） （デバイス解析）

：二時間 t 

二□`周波数 f

／
 
：口/

z。：特性インピーダンス
/3 ：位相定数

（ドライバ）

v>
（レシーバ）

□R 

ぃロ° 線路長｛

伝送線路上の電流分布

;“ 周波数 f

図 3. プリント基板からの放射EMI解析手法
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連する研究所や製作所とも連携して，効率の良い開発と製

品への早期技術展開を更に進めている。
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図 4.放射EMI解析と実測結果の例

(2) グランドを含めたコモンモード放射解析

コモンモード放射は大地を帰路とし，製品の設岡状態，

アース，グランドの取り方で放射が変わり，解析は難しい。

ノーマルモード放射との比較，グランド導体輻，長さ，信

号パターンの位置等について解析を行っている。

製品への展開4. 3 

これらの閲発成果は情報通信機器等の社内及ぴ関連会社

の製品開発設計時に展開してきている。 EMCは各製品の

部品・回路から実装まで幅広い技術を必要とするので，

デイジタル化と高速信号化による情報化社会が進展して

おり， EMC技術は電気・電子機器及びシステムの品質保証

上もますます重要になると思われる。ここでは国内外の

EMC規制の動向と社内の取組状況，筆者らが検討してい

るEMIシミュレーション技術の研究開発の一端を紹介し

たし一 〇

今後更に研究を重ね， EMC解析技術の精度を向上させ，

より高品質の製品作りに反映できるよう努力する所存であ

る。
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製品 火災 と燃焼試験
駒井隆雄＊小俣桂＊

古宮龍夫＊

本多昭夫＊

要旨

三菱電機（株）製品安全センターは1995年設立以来，その業

務の一部として，家電製品の本質的な安全化，特に火災安

全化の推進に努めている。

この製品の火災安全は，“安全設計基準の確立と遵守”

“評価基準の確立と実施”“関連する分野の解析技術向上”の

三つの柱があいまって達成される。

安全性評価では，“発火しない”“仮に発火しても延焼し

ない”という内火 2原則を基に，あってはならない事故の

未然防止に努めている。また，製品外の火災（外火）におい

ても拡大延焼防止等の 2原則を定めている。

製品の火災安全化

三つの柱

。発火させない
。延焼させない

•製品への延焼防止
．鑑定の容易化

また，解析技術では，基礎技術研究，不具合事例解析，

文献調査などの手段により，“真の原因究明のための発火

点鑑定技術”“発火・延焼防止のための発火メカニズム解析

技術”“裏付けのための再現技術”などの向上を図っている。

これらを達成するため，＇ 95年 8月，製品燃焼試験室を

しゅん（竣）エさせ，活動してきた。多くの製品で安全性評

価を実施して改善を図るとともに，解析技術の分野では幾

つかの新しい事実を発見するなど，本質的な製品の火災安

全への成果を上げてきている。

C燃焼試験室 ） 排煙浄化装置

I三つの技術分野

唸塁塁；の研究レロ/
ほか

く発火メカニズム＞

．差込みプラグ
・端子台バッド
コネクションほか

|＜事故再現技術＞ I 

家電製品のより本質的な安全確保のため，製品安全センター内に大型燃焼試験室を設置し，これによる関連技術の向上と安全性評価の実施及
び安全設計基準の確立により，製品の火災安全化を図っている。

＊製品安全センター 77 (539) 



1。まえがき

虚気製品は，その利便‘性と安全1’一生により，杜会に大きく

貢献してきた。そして今後とも，便利であるがゆえに必要

な，より本質的な安全を確保していかなけばならない。

一方，東京消防庁の調査によれば，＇ 95年同庁管内での

電気火災は 919i牛であり，うち屯気機喘は 200件となって

いる。

このような状況の中，＇ 95年 2月に発足した製品安全セ

ンターは，同年 8月の製品燃焼試験室竣J:以米，製品の火

災安全性評価や事故解析を主に活動してきた。

これらの事例を基に，製品の火災安全化への考え方や評

価方法を紹介する。

2. 製品の火災安全化への三つの柱

2. 1 安全設計，安全性評価，解析技術

製品の火災安全を確保するためには“安全設計”“安全性

評価”“解析技術”の三つの柱が確立され，お互いに補い合

うことが必要となる。

2.2 安全設計

製品の開発では，図 1による安全基本設計を先に行い，

さらに安全設計桔準に則して具体的な安全設計を行う。こ

れらによって誤使用，誤据付け，部品故障，その他の要因

に対して二重三重の安全を確保する。

さらに安全設計審査や安全1生評価を行い， より確実な安

全を確保していく。

安全設計基準の作成や改定，設計審査への参加なども当

製品安全センターの職務となっている。

2.3 安全性評価

当センターでは，開発の最終段階又は批産間始時点の製

品で，特に火災安全性を中心とした評価を実施する。また，

安全基本設計

0本質安全

0フェールセーフ
0安全装置

R警告表示

安全設計 ↓ 
0安全設計基準

安全設計審査

0失敗事例

（再発防止システム）
@FMEA, FTA 

安全性評価

I R安全評価基準

図 1。開発手順

解析技術の向上
I 

◎関連基礎技術研究

0文献調査

◎不具合事例解析

基準等への反映

E l R安全設計基準

0評価基準

↓ 

| 0製品の火災安全確保I

図 2. 解析技術向上による製品の火災安全化

78 (540) 

他杜製品を含む市販品を評価する場合もある。

その安令性評価の考え方や方法を後述する。

2.4 解 析 技 術

図 2に示すように製品安全化の柱である安全設計基準や

評価基準をより確かなものとするためには，関連する分野

の解析技術の向上を常に図っていかなければならない。そ

の内容を後述する。

3. 製品燃焼試験室

3. 1 製品燃焼試験室の概要

製品燃焼試験室（図 3)は，床而が8.4111 X 8. 4m, 高さが

8.7mの大きさで，一部の大型製品を除くはとんどの屯気

製品の燃焼試験を実施することができる。また，付4作の排

煙浄化装岡は1001113/minの処理能力を持っており，さら

に消火用としてスプリンクラが天井に設附してある。

製品燃焼試験室の隣にはモニタ室，その 2階には部品レ

ベルでの安全性評価が行える試験室を持っている。

3. 2 その他の装置や計測機器など

表 1に当センターが所有するその他の装附や機器を示す。

4. 製品の火災安全性評価

4. 1 内火と外火

製品自身からの発火を“内火＂，製品以外からの発火を

“外火”と呼ぶ。内火は，いかなる条件下でも発生してはな

らないことなので，評価基準も設計悲準と同様に二重三重

の安全を考胞している。

また，外火であっても，初期の段階で製品が火災に巻き

図3.製品燃焼試験室外観

表 1.製品安全センター所有の代表的な装置，機器

;：口／し[;i1:i／〗［/i,：；[•ア
三蕊屯機技報 •Vol.71 • No. 5 ・ 1997 



込まれると被害が拡大することになるので，このようなこ

ともできる限り避けなければならない。

4.2 製品の火災安全性評価の基本的な考え方

製品の火災安全性評価は，次の 4原則を基本的な考え方

としている。

(1) 内火 1 :製品の屯気屯子部品からは発火しないこと。

(2) 内火 2 :万ー，部品から発火しても，周匪の部材に延

焼していかないこと。

(3) 外火 1 :軽徽な外火を受けても，製品は燃えないこと。

(4) 外火 2 :火災に巻き込まれても，鎖火後の発火点鑑定

が容易にできること。

なお，内火については必ず守らなければならないが，外

火については現在のところは努）JI廿票とする。

4. 3 内火 1試験

安全設計基準の逗守で“製品の磁気屯f部品から発火し

ない”ことはほとんどの部分で逹成できる。したがって，

安全桔準を守っているかどうかが評価の中心となる。

“誤使用，誤据付け，誤結線等に対してフェールセーフ

になっているか。'’“部品故障又はその複合に対して安全が

確保できるか。”“トラッキング，バッドコネクション，平

断線等の不具合モードに対し，発火しないようになってい

るか。”などがその代表的な評価項目となる。

4.4 内火 2試験

“万ー，部品から発火しても周圃に延焼しない”ためには，

充屯部近傍の可燃物をバリヤ（障壁）したり，虚気品を板金

等でエンクローズ（間い）することが必要である。

この延焼防止の評価方法は二つあり，対象品によって使

い分けをしている。

(1) 実際の対象部品を強制的に燃焼させて，周囲に延焼し

ていくかどうかを確認する方法。

例：ファンモータの保設装置を短絡した上，拘束し， レ

アショートするまで軍圧を徐々に上げていく。

(2) 対象部品付近に布などの可燃物を置き，それを燃焼さ

せて，周岡に延焼していくかどうかを確認する方法

(a) 実施例 1:灯油を浸した10cm角の布を30W程度の

屯気ヒータで着火する。

(b) 実施例 2:錠剤（メセナミン：燃

4.5 外火 1試験

焼II寺IUJ105秒）を上記ヒ

ータで着火する。メセ

ナミンは燃焼のばらっ

きが少ないため，評価

には有効である。

特に人の目に触れないで使用される製

品は“軽微な外火では製品ぱ燃えない”こ

とが大切である。

ある。

(1) ローソクの火， ゴミが燃える，テーブルタップが撚え

るなど実際に想定したそのままを実施する試験

(2) 模擬的に前記の灯油を浸した10cm角の布を外郭部分

に附き，燃焼させる試験（図 4)

4. 6 外火 2試験

この外火 2試験は，製品の周間にたきぎ（薪）を積んで燃

焼させたり，外郭に強制着火したりして，製品を外から燃

焼させ内部氾気品の焼損状況を観察する。内部屯気品の焼

損程度は，火災の程度によっても差が出るが，不燃材で屯

気品を密閉すればダメージは少なくなる（図 5)。

“火災に巻き込まれても発火点鑑定が容易にできること”

はまだ目標段階であるが，将米的には航空機におけるフラ

イトレコーダのような存在に近づければと考える。

5. 解析技術

5. 1 解析技術の三つの分野

解析技術を向上させなければならない関辿分野は次の三

っと考えられる。

(1) 発火点の鑑定技術

どこから発火したかを調べる技術

(2) 発火メカニズム解析技術

どのように発火・延焼していったかを調べる技術

（発火の条件，発火・延焼のメカニズム）

(3) 再現技術

上記(1)(2)を裏付けするために事故を再現させる技術

5.2 発火点の鑑定技術

発火点の特定が発火原因の把捏につながるので，事故等

ではまず発火点を正確に割り出す必要がある。この分野で

当センターが研究しているものに“一次こん（痕）・ニ次痕

の研究”がある。

通屯中の虚気製品が火災に関連すると，電線などに溶融

痕ができるが，それは図 6のように分類されている。

一次痕が確度よく判定できれば容易に発火源が特定でき

るので，いろいろな方面で研究がされている。一次痕は通

常雰岡気で，二次痕は燃焼ガス中雰圃気で発生するので，

この外火 1試験にも二つの評価方法が 図4. 冷蔵庫の外火 1試験 図5. ディスプレイモニタの外火 2試験

製品の火災安全と燃焼試験・駒井・古‘'，;,;.本多・小俣 79 (541) 



た

発

溶

痕

し

の

が

た

卜

災

覆

き

一

火

被

で

ョ

、

の

の

て

シ

で

も

線

し

が

痕

た

霊

卜

跡

線

た

っ

で

一

痕

心

き

な

熱

ョ

た

t
 

の

で

と

の

シ

線

で

源

災

溶

電

等

火

火

口

が

線、ヽしi
 

で丸＂空＂

痕

痕

の

次

次

災

―

二

火［
 

痕気

痕

電

熱-

＿

＿

 

痕融溶

図 6. 溶融痕の分類

図7.一次痕の断面

一般的に一次痕は外観では表面に光沢があること，金属表

面付近の酸索濃度が高いこと，内部のポイドに不純物がな

いことなどが特徴と言われている（図 7)。

しかし，電気痕と熱痕の兄分けはほぼ可能であるが，屯

気痕の中の一次痕と二次痕の正確な判定は現状ではまだ困

難なようである。

5. 3 発火メカニズム解析

発火点においてどのようにして発火・延焼していったか

を把握することが，真の安全化対策をする上で必要となる。

その事例解析の一つを紹介する。

(1) 差込みプラグの発火メカニズム

差込みプラグの発火としては，長期間の水分やほこり

（埃）の付着が原因とされるトラッキング現象が一般的に知

られている。しかし，事故事例が非常にまれであることか

ら検証は難しい状態にあった。

当センターでの研究では，コンセントと差込みプラグの

過度の接触不良による拠常な過熱も主要因の一つであろう

と考えて困難な検証を進めた結呆，その発火メカニズムの

新しい事実をつかむことができた。既に大方の対策はでき

ているが，この検証によって更に本質的な対策がされてい

くこととなる（図 8)。

(2) その他の事例解析技術

そのほか，端子台への配線接続が緩んでいる場合でも接

触不良による熱エネルギーだけでは発火は困難で，それに

加えて相間の絶緑破壊で生じるショート時の放屯エネルギ

図B. 差込みプラグの発火メカニズム解析

ーがないと発火しないケースが多いことも分かるようにな

ってきた。

また，漏水などの繰返しによるスケール付着でサーモ接

点間のトラッキングが生じた一事例など幾つかの事象の原

因も明確になっている。

5.4 再現技術

発火事故の場合，発火するためのエネルギーが必要とな

り，これがどの程度必要かをつかまなくてはならない。エ

ネルギーを過剰に供給し，発火するポイントを見付けだし，

次に，このエネルギーの供給源と発生条件を詰めていくこ

とになる。これによって，事例の再現性の向上と発生条件

の定聾把捏が図れることになる。

5.5 その他の安全化技術

我々は事例解析以外のテーマも研究している。

例えば，‘‘製品内にある屯気品箱の開口部は延焼防止特

性にどの程度の影粋を与えるか”の研究は，将米の設計碁

準に結び付けるものである。

また，新しい機能や機構を持った製品の開発に際して，

その要索ごとに，悲本的な安全化技術を，開発に先立って

確認していくことも必要になっていく。

6. む す び

以上述べたように，当製品安全センターでは，特に火災

を中心とした本質的な安全性を追求してきた。

'95年 8月の製品燃焼試験室稼働以来，製品の安全性評

価を中心に実施し改善を図っている。また，幾つかの基礎

技術研究や事故原因究明で本質的な改善に結び付く新しい

事実も発見されてきている。

本質的な安全化のためには，火災安全化技術の研究は必

す（須）のものと思われる。今後も三菱電機内だけでなく，

同じ課題に取り組んでいる他の研究機関とも技術的な交流

を図りながら，技術を向上させ，より高度な安全化を達成

したいと考えている。
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有償開放についてのお問合せは

三菱電機株式会社 特許センター

＝菱電機は全ての特許及び新案を有償開放しております1 園 0120-787-200

スピーカ振動板 （特許第1875159号，特公平4-39278号）

この発明は，スピーカ振動板の改良に関するものである。

スピーカ振動板は， ピストン運動領域を広げるための大き

な比弾性率E/p(E:弾性率， p:密度）と，高音域の周

波数特性を滑らかにするための適度の内部損失が要求され

る。

従来， E/pを大きくする目的で，スピーカ振動板に炭

索繊維を混入する方法などが行われていたが，炭索繊維の

混入量に限度があり， E/pの増加は多くを望めなかった。

この発明は，この点にかんがみてなされたもので，スピ

ーカ振動板の成形型の樹脂流動部を

図 1に示す。注入部(1)から液晶ポリ

マを10％以上と繊維状の充てん（填）

材を 3~40％を含む樹脂を溶融状態

で加圧しながら注入すると，成形部

(2)に流れるにつれて末広がりの拡大

流となり，矢印B方向成分を持ち，

流れ方向にせん断速度も作用する。

このため，板厚方向の表面，表層部

B
 

発明者 馬場文明

及び中央部で液晶ポリマの配向度の異なる層が形成され，

いわば多層配向のサンドイッチ構造（図 2)となり，高いE

/pの成形品を得ることができる。

このようにして，この発明によれば， E/pが高く，適

度の内部損失を持つスピーカの振動板が得られる。

A
 

2
 

表面

表層部

中央部

表層部

表面

図 1 図 2

テープガイド （実用新案登録第2064734号，実公平5-4114号）

この考案は， VTRの磁気テープの走行を案内規制する

テープガイドに関するものである。

従来のテープ走行規制では，走行規制の調整が困難であ

り，異なった機械的物性値を持った磁気テープを使用する

場合，再調整の必要があった。

この考案は，この問題点を解消するためになされたもの

である。図に，この考案にかかわるテープガイドとして，

VTRのシリンダに磁気テープが巻き付いている状態の断

面図を示す。シリンダ(5)は，半径r十△rの上部シリンダ

(21)と，半径rの下部シリンダ(22)で構成される。上部シリン

ダ(21)の周側面は，下端部半径がrとなるように，テーパ加

エされている。下部シリンダ(22)の周側面には，磁気テープ

(4)の下側エッジ部(27)に当接して，その走行を案内規制する

テープリード(25)が段付状に形成されている。

この考案では，上部シリンダのテーパ傾斜角 aの重要性

を認識し， tana~ 1 /100の範囲に傾斜角 aを設定した。

考案者 三輪博

このため，磁気テープの走行位岡を安定かつ確実に案内規

制できるとともに， R（面取り）加工等の微細加工を施すこ

とがなく，製作が容易で磁気テープの損傷が少ないテープ

ガイドを提供できる。
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半導体樹脂封止用金型 （特許第1764925号，特公平3-2048号）

発明竹 I:|1川 治，柳谷孝二，佐々木育夫，番條敏侶

この発明は，熱硬化性樹脂によるトランスファモールド

方式において使用される半消体樹脂封止用金型に1周するも

のである。

従米の半蒋体樹脂封止用金型は，樹脂が流動過程におい

て金型温度に逹して均一溶融状態となるのがゲート部のみ

であり，成形物内部に存在するポイド（内部ボイド）の低減

に限界があった。

この発明は，上記の欠点を除去するためになされた。図

にこの発明の一実施例による半禅体樹脂封止用金型の平面

図を示す。ランナ部(2)に樹脂の流動断而積が40％以上小さ

くなるようにした絞りブロック部(5)を設けた。この金型に

おいては，樹脂がトランスファポットから金型内に注入さ

れると，樹脂は金型から熱を受容しながらカル部（1), ラン

ナ部(2)及びゲート部(3)を流れ，その際，ランナ部(2)の絞り

ブロック部(5)で流動断面積が減少しているので，そこで均

一溶融状態となり， またゲート部(3)で再度均一溶融状態と

なり，樹脂は 2lhlにわたって均一溶融化を受けてキャビテ

ィ部(4)に至り，そこで反応硬化して製品となる。その結果，

製品の成形状態が安定化し，特に製品の内部ポイドが大輻

に低減される。

4
 

4
 

4 4 

1:カル部 4:キャピティ部
2:ランナ部 5:絞リブロック部
3:ゲート部
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省エネルギー照明

‘
 

I
L
 

スポッ 一こ “メルセー
7
 

ブシステム”

省エネバンガー ド21． 資源エネルギー庁長官賞受賞

“メルセーブシステム’'は，Hf照明器具の明るさを自動的に コントロールして，太陽光によ って得 られる

明るさ分を減光する等によ って， 従来照明比約50％の大幅な省エネルギーを実現します。

“メルセーブシステム”が第 7回（平成 8年度）資源エネルギー庁長官賞を受賞しました。

‘省エネバンガー ド21"とは闘省エネルギーセンターによる '’21世紀型省エネルギー機器 ・シス テム発掘普及事業＂の

表彰制度。 21世紀に向けて優れた省エネルギー性，省資源性等を持ったエネルギー機器 ・システムを表彰することで

その開発促進と普及を 目的と しています。

■システム構成と概要

〔適正（一定）照度維持／）

ヽ
（優れた拡張性）

（世界初HVlC搭載）

メルセ ーブシステムは，制御装置“ メ ルセーブベー シック —S” と Hf連続調光器具“メルセ ーブ—CD"
で構成されます。照度センサで机上面の明るさを検出し， 常時連続的に照明器具の出力を調整し
て適正（一定）照度に保ちます。

制御 と器具が分離されて おり ，各種センサや各種器具 との組合せが可能で様々 な省エネチャンス
と用途に対応できる拡張性 ・柔軟性の高いシステムです。

蛍光灯調光用として世界初のHVIC（高耐圧IC)インバータに より低温低調光時 も安定点灯します。
（調光範囲 5%-100%，使用温度範囲 5℃~35℃)

メルセープシステム

制御装置“メルセーブベーシックーS" 照明器具“メルセープ-CD"

タイマ ・人感センサ

』冒”茫
上11
← 

HVIC搭載

連続調光インパータ

． 
Hf連続調光器具

照度センサ

適正（一定）照度

）
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.... - ~・・・・・・・・ 机上面（対象面）

■省エネルギー性

［大幅省エ示豆砂り

ピ電力抑制）

Hf照明器具の省エネルギー性に自動調光のシステム制御効果が加わり ，相乗効果 としてシス テム
全体で約50％省エネルギー（当社従来FLR40W器具比） となり ます。要素ごとに見 ると ，Hf採用 ：
24%，太隔光利用： 25%，初期照度補正 ：12.5%，タイマ制御 ：5 ％と 見積ら れ，システム全体
ではこ れらの相乗効果で，約50％の省エネルギーが見込ま れます。

使用電力＝76%X 75% X 87. 5% X 95%＝約50％→省エネルギー率 50%
（注）省エネルギー率は、当社比てあり ，平均的使用条件ての概菰値を示す。

●太陽光利用

空調電力がピークとなる 夏の 日中，逆に照明電力は太陽光利用によ って大幅に削減で きるため，
空調負荷としての照明負荷低減 と合わせて，総合電力のピーク抑制に貢献し ます。

●初期照度補正 ●タイマ制御

• 一 - ---ー・ 制御なし

制御あり

設計照度

似
l

淫

）
 

人工光

朝 昼

時間

夜

窓際等，設計照度を越える分， 照明器具を自動調光します。

初期照度 —__ 
` ̀ ------

駆 ` `  ―_ 
留； ---------

｀ ` ` ` ` ` ` ` 設計照度
-.... 

100% ------------------------- - ------ —ヤ

し 省エネ分

初期 メンテナンス時

時間

設置初期やランプ交換直後から次のランプ交換時期

まで自動調光します。

逆
淫

二 作業照度

8
 

12: 00-13― 00 

時間

別売の汎用タイマが接続可能です。
昼休み等，定刻1こ照明器具を自動調光します。




